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第1章 本調査研究の概要 

1. 調査研究の背景・目的 

＜背景＞ 

介護職員処遇改善加算（以下、処遇改善加算）は、介護職員を対象にキャリアパス要件及び

職場環境等要件を満たすことで算定できるものであり、従前の介護職員処遇改善交付金に代わ

って平成 24 年度に導入され、継続的に見直しが行われてきている。平成 21 年度に処遇改善交

付金として 1.5 万円相当が措置され、平成 24 年度に介護報酬に組み込まれている。その後、平

成 27 年度改定時に 1.2 万円相当の加算額の拡充が行われ、平成 29 年度改定において１万円

相当の拡充がなされた。令和 4 年度からはさらに新たな加算として 9 千円相当の金額が上乗せ

されている。 

介護職員等特定処遇改善加算（以下、特定処遇改善加算）は、事業所が経験・技能のある介

護職員、その他の介護職員、その他の職種に配分できるものである。①処遇改善加算（Ⅰ）～

（Ⅲ）のいずれかを取得していること、②職場環境等要件に関して複数の取組を行っていること、

③処遇改善加算に基づく取組についてホームページに掲載する等の可視化を行っていることの

３つを満たすことで算定可となっており、令和元年度介護報酬改定時に新たに設けられた加算で

ある。 

加算により施設に支給された金額についてどのように職員に支払うかは事業所に委ねられて

おり、その支給形態、金額は事業所によって異なるものであるが、これまでに実施された調査等

から、介護職員の賃金水準は着実に向上しているとみられる。平成 26 年に平均 25.6 万円ほど

であった介護職員の賃金は、令和元年時点で 28.8 万円ほどに改善している。これは平成 26 年

対比で 3.2 万円の増であり、全産業平均の 1.6 万円増の倍の増加額となっている。 

賃金面の処遇改善及び、その他の人材確保施策の展開等もあり、介護職員の離職率も長期

トレントでみると改善傾向にある。平成 19 年頃には 20％超の水準となっていたが、処遇改善が

進められた平成 24 年以降は改善傾向となっており、令和 2 年度には 14.9％まで全国平均の離

職率が改善している。これは全産業平均の離職率 15.6％よりも 0.7 ポイント低い結果となってい

る（介護労働安定センター「介護労働実態調査」データより）。 

特定処遇改善加算の算定割合を見ると、令和 4 年 4 月時点で 70.2％となっており（特定処遇

改善加算ⅠとⅡの合計。全事業所・施設における割合。）、令和元年 10 月時点の 53.8％から着

実に算定率は向上している（厚生労働省資料より）。 

 以上のことから、処遇改善加算の算定・届出の割合が高まり、それが介護職員にある程度還元

されていることが職員の離職改善・定着促進の一因になっているものと考えられる。ただし、過去

の調査研究等の結果をみても、職員は賃金水準のみで就業先、継続就業の意思決定をするわ

けではない。 
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これまでの介護人材に関する多くの調査において、就業継続、入職動機として賃金水準は上

位ではあるものの、仕事のやりがい、アクセス利便性、職場の雰囲気、職員配置、休暇の取りや

すさ等も上位として挙げられている。 

また、施設・事業所の取組である、研修の充実、職場コミュニケーションの充実とそれによる職

場環境改善、子育てを含めたワークライフバランスの確保等は、職員側から見ても有効と考えら

れており、福利厚生等を含めて、賃金以外の処遇改善が重要な位置づけにあることが示唆され

ている。 

今後、中長期的に介護サービスの安定供給を実現し続けるためには、更なる介護人材の確保

が重要であり、離職率の低減、新規入職の促進等が必要である。そのためには、賃金水準だけ

はなく、キャリアパスの充実、多様な働き方の受容、福利厚生の充実、生産性の向上等の取組も

重要な要素と考えられる。 

処遇改善加算の算定要件では、キャリアパス要件において「①職位・職責・職務内容等に応じ

た任用要件と賃金体系を整備すること」、「②資質向上のための計画を策定して研修の実施また

は研修の機会を確保すること」、「③経験もしくは資格等に応じて昇給する仕組みまたは一定の

基準に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けること」が挙げられている。また、これらについ

て書面で整備し、職員への周知することとされている。 

キャリアパス要件に求められている内容は、介護職員が期待するキャリア形成に加え、研修機

会の拡大にもつながっている。また、職場環境等要件においては、賃金以外の職場環境の改善

が要件とされており、資質向上、労働環境・処遇改善のための取組が行われている。給与等の

引き上げ以外の取組として、休暇が取得しやすい環境の整備、事故トラブル対応の体制整備、

職場内コミュニケーションの円滑化、職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善等に

取り組む施設は多いが、特定処遇改善加算を取得している事業所と取得していない事業所では

これらの実施率に差が生じている（令和 3 年度調査結果より）。 

 以上のことから、処遇改善加算、及び特定処遇改善加算は、職員の賃上げにつながっているだ

けではなく、従業員の賃金以外の処遇改善（職場環境の改善）にもつながっているものであり、そ

れが介護人材の定着促進等に貢献しているものと考えられる。ただし、処遇改善加算等による、

賃金及び賃金以外の処遇改善の状況が、各事業所において、どの程度介護職員の定着や早期

離職防止等へ影響を及ぼしているのか、その影響の実態は詳細には把握されておらず、介護サ

ービスの持続的提供のためにもその実態把握と実態を踏まえた検討が重要になると考えられる。 

 

＜目的＞ 

 本調査研究では、上記の現状を踏まえ、各事業所における処遇改善加算及び特定処遇改善

加算による賃金以外の改善の状況（職場環境改善の取組等）や、当該加算による介護職員の定

着・離職防止等への影響を把握することで、加算が職場環境の改善にどの程度寄与していて、

その結果として介護人材確保にどのように影響しているか分析、検討し、当該加算の効果等を明

確にすることを目的とする。  
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2. 調査の方法・進め方 

 本調査研究は以下の実施事項・進め方にて検討・整理を進めた。それぞれの概要については

次頁以降に示す。 

 

図表 1 本調査研究の実施事項・進め方 

 

 

  

（１）
検討委員会の
設置・運営

（２）公開情報・先行調査等の整理

（３）施設・事業所アンケート調査の実施

（４）介護職員アンケート調査の実施

（６）当該加算の効果・有効性の検討

（７）報告書取りまとめ

（５）ヒアリング調査の実施



 

5 

 

(1) 検討委員会の設置・運営 

本調査研究を円滑かつ効果的なものとするため、有識者、実務者等からなる検討委員会を設

置・運営した。 

検討委員会では、調査研究の実施手法・進め方、各種検討における視点・要点、分析・検討

の方向性、今後に向けた提言検討・取りまとめ等について議論した。委員会は４回開催した。 

 

図表 2 検討委員会委員（50 音順・敬称略） 

氏名 所属先・役職名 

石踊紳一郎 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 特別養護老人ホーム部会 部会長 

及川ゆりこ 公益社団法人日本介護福祉士会 会長 

小川勝 公益社団法人全国老人保健施設協会 常任理事 

岸田研作 岡山大学大学院社会文化科学研究科教授 

黒木悦子 一般社団法人日本在宅介護協会 介護保険制度委員会委員 

萩原牧子 リクルートワークス研究所 主幹研究員・調査設計・解析センター長 

堀田聰子〇 慶應義塾大学大学院健康マネジメント研究科教授 

山田渡 一般社団法人全国介護付きホーム協会 委員 

〇：座長 

 

（オブザーバー） 

厚生労働省老健局老人保健課 
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図表 3 検討委員会の開催実績・議題 

回 実施日 議題 

第 1 回 令和 4 年 9 月 14 日 ◼ 事業概要の確認 

◼ 施設・事業所アンケート調査及び介護職員アンケ

ート調査の設計に関する方針検討 

◼ 今後の実施事項・スケジュールの共有  

第 2 回 令和 4 年 10 月 20 日 ◼ アンケート調査方法・対象の確認 

◼ アンケート調査の設計・調査票案の検討 

◼ ヒアリング調査の実施に向けた検討 

◼ 今後の実施事項・スケジュールの共有 

第 3 回 令和 5 年 2 月 9 日 ◼ 事業所・施設アンケート調査結果（速報）の確認 

◼ 職員アンケート調査結果（速報）の確認・検討 

◼ 調査結果からの示唆及び論点に関する検討 

◼ ヒアリング調査の進捗状況の共有 

◼ 今後の取りまとめに向けたスケジュールの確認 

第 4 回 令和 5 年 3 月 15 日 ◼ アンケート調査の追加分析結果の確認・検討 

◼ 報告書構成と取りまとめの方向性の検討 

 

 

(2) 公開情報・先行調査研究等の整理 

介護職員の定着・離職に関する先行調査研究に加え、介護業界以外での一般的な離職要因

や定着促進に向けた人材マネジメント関連の先行研究等を調査、整理し、本調査における仮説

の検討に活用した。 

 

(3) 事業所・施設アンケート調査の実施 

 事業所・施設の介護職員処遇改善加算、介護職員等特定処遇改善加算の届出状況は職場環

境等要件の取組状況、離職・定着の状況等を確認するために事業所・施設に対するアンケート

調査を実施した。 

 

(4) 職員アンケート調査の実施 

 事業所・施設向けの調査に加え、各加算及びそれに伴う職場環境改善の取組等が職員の就

業を継続する意向や職場満足度に影響を及ぼしているかを確認する目的で、職員向けのアンケ

ート調査を実施した。 
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(5) ヒアリング調査の実施 

 アンケート調査において把握した内容の背景や具体的取組、効果等について深堀する狙い、ま

た、具体的な職場環境改善の取組方法等を把握する目的で、アンケート調査回答事業所・施設

から対象を抽出し、ヒアリング調査を実施した。 

 

(6) 当該加算の効果・有効性の検討 

 アンケート調査、ヒアリング調査の分析を踏まえ、処遇改善加算、特定処遇改善加算に関連す

る職場環境等要件の取組の推進等が、職員の満足度や就業継続意向等にどのような影響・効

果が生じているかについて検討し、その有効性について整理した。 

 

(7) 報告取りまとめ 

（2）～（6）の調査、検討内容について報告書として取りまとめを行った。本報告書については、

株式会社日本総合研究所ウェブサイトにて公開する。 
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3. 先行調査等のレビュー及び仮説の検討 

(1) 公開情報・先行調査等の整理 

介護業界に限らず、離職防止や人材の定着に関連する人事施策や人材マネジメント施策は、

一般的に幅広く調査研究が行われている。 

公開情報・先行調査等の整理においては、「①離職要因に関する調査研究」、「②離職防止

（定着）に向けた人材マネジメント施策の調査研究」に関して、整理した。その結果の概要を以下

に示す。 

 

①離職要因に関する調査研究について 

離職要因に関する主なアンケート調査結果の概要は以下の通り。 

以下に示す以外の各種アンケート調査結果などを踏まえても、離職理由の上位にあがるもの

の傾向としては、「給与」、「労働時間・休日」、「人間関係」の３つが共通的にみられることが多い。 

 

図表 4 離職要因に関する主なアンケート調査結果の概要 

 

※赤字は各調査で共通してみられる事項 

 

また、「実際に離職に影響を与える要因分析」としては、例えば、川﨑昌・伊藤利佳による『「離

職に与える要因分析」（2021）目白大学経営学研究 19 号』が存在する。要因分析の結果のポイ

ントとしては、以下が挙げられる。 

 

⚫ 組織の離職率の高低と個人の就業意欲には関係があること、勤続年数により離職に関係す

る組織風土には差異があることが明らかになった。 

⚫ 勤続年数が短い段階では、労働条件よりも自己成長できる環境かどうかが離職に関係して

いる可能性が示唆された。 

調査対象 調査機関 概要 離職理由上位

全労働者
業界・業種・年齢に制限なし

厚生労働省

• 女性の離職理由で最も多かったのが、「労働時間・休日の労働条件
が悪かった」（10.3％）、次いで「職場の人間関係が好ましくなかっ
た」（8.9％）、「給料収入等が少なかった」（6.9％）となっている。

• 男性の離職理由で最も多かったのが、「給料収入等が少なかった」
（7.4％)、「職場の人間関係が好ましくなかった」（7.1％）、「労
働時間・休日等の労働条件が悪かった」（6.6％）となっている。

• 労働時間・休日
• 人間関係
• 給与

若年層
16～29歳のうち、最初の就
業先を離職した者について

内閣府

• 若年層（16歳～29歳までの男女）における初職の離職理由で最
も多かったのは、「仕事が自分に合わなかったため」（20.3％）と最
も多く、次いで「人間関係が良くなかったため」（10.0％）、「結婚、

子育てのため」（8.5％）となっている。

• 仕事が合わない
• 人間関係
• 結婚・子育て

若年層かつ非正規社員
15~34歳のうち、初職が
非正規社員だった離職者

労働政策研究・
研修機構

• 若年層（15歳～34歳）かつ非正規社員における初職の離職理由
で最も多かったのは、「賃金の条件が良くなかった」（24.2％）、次
いで「労働時間・休日・休暇の条件が良くなかった」（21.7％）、
「人間関係が良くなかった」（18.3％）となっている。

• 給与
• 労働時間・休日
• 人間関係
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⚫ 個人の長期的な就業意欲や組織貢献意欲には、会社の業績能力、仕事のやりがい、福利

厚生の充実、家族・友人に認められることが影響していることが確認できた。 

⚫ 今後の課題は、組織の離職率の高低が、従業員の離職意思や継続勤務意欲に与える影響、

及び勤続年数による離職要因の差異や変化を明らかにすることである。 

 

②離職防止（定着）に向けた人材マネジメント施策の調査研究について 

従業員の離職防止に向けては、「従業員エンゲージメントを高めることが有効」と言われること

が多くなっている。実際、2019 年のモチベーションエンジニアリング研究所の調査によると、従業

員エンゲージメントと退職率には相関があることが明らかになっている。 

 

図表 5 エンゲージメントと離職率に関する調査結果の概要 

 

（出典）モチベーションエンジニアリング研究所「エンゲージメントと退職率の関係に関する調査」（2019） 

 

 

 

 

 

 

  

【調査の実施方法】
 リンクアンドモチベーショングループに所属する4つの法人に調査を実施。（LMI：リンクアンドモチベーション、LAI：リンク

アカデミー、LSI：リンクスタッフィング、LIT：リンク・インタラッタ）
 2010～2018年の毎年3Q（第3四半期）に実施したエンプロイーエンゲージメントサーベイのエンゲージメントスコア

（ES※3）と、該当時期の退職率（※４）との関係性を検証した。

【調査結果のポイント】

1. エンゲージメント向上は退職率低下に寄与する。

（4法人においてESと退職率には強い相関がみられた）

2. エンゲージメント向上は、業務遂行を担う「メンバー層」だけでなく、管理監督を担う「ミドル層」の退職率低下にも寄与する。

エンゲージメントと退職率に関わる調査
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(2) 調査仮説の検討 

先行研究の内容や委員会での議論を踏まえ、本調査研究では、以下のような「職員の離職・

定着に対する影響構造（仮説）」を設定し、事業所・施設アンケートや、職員アンケートの設計及

び分析に関する基本的な考え方を整理した。以下の仮説構造に基づき、職員属性、事業所属

性、事業所の職場環境等要件の取組等が職員の満足度や継続就業意向に与える影響について

検討した。 

 

図表 6 本調査研究における職員の離職・定着に対する影響構造に関する仮説 

 

 

 

 

 

 

  

事業所の取組

職場環境要件24
項目の取組（実
施状況、実績）

職員調査実施状
況、改善取組への
職員参画状況

賃金の見直し実
績、加算の配分方

法

継続就業意向職員満足度

属性

事業所の職員離
職状況

事業所の
人材不足解消

勤続年数、役職、
雇用形態、年収

水準

サービス類型、所
在地域、事業所

規模

その
他

その
他
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第2章 アンケート調査 

1. アンケート調査概要 

本調査においては、事業所・施設アンケート調査、職員アンケート調査を実施した。それぞれ

の概要を以下に示す。 

 

図表 7 事業所・施設アンケート調査概要 

調査対象 ⚫ 全国の介護サービスを提供する事業所・施設の管理者 

⚫ 介護サービス情報公表システムの事業所・施設データより母集団リストを

作成、サービス種別ごとに層化無作為抽出にて発送先を抽出 

⚫ 調査対象先サービス類型・種別及び発送数は以下の通り 

 

調査方法 調査依頼・回答要領、回答画面 URL を郵送にて発送、インターネット上で回答

を回収（インターネット回答ができない場合は電子メール、FAX にて回収） 

調査期間 2022 年 12 月 2 日～2023 年 1 月 5 日 

回収件数 1,638 件 （有効回収率 27.3％） 

主な調査 

項目 

⚫ 事業所・施設基本情報 

⚫ 加算の届出状況 

⚫ 職場環境等要件に係る取組状況 

⚫ 職場環境課の改善方法 

⚫ 処遇改善（賃金面）の状況 

⚫ 職員の離職・定着動向 
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図表 8 職員アンケート調査概要 

調査対象 ⚫ 全国の介護サービスを提供する事業所・施設に勤務する職員 

⚫ 事業所・施設調査で対象とした事業所のうち、2,000 事業所・施設について

職員調査の実施対象とし、事業所・施設経由で職員に調査依頼を配布 

※特定の職員層に偏ることがないように、事業所・施設規模に応じて最大配布

枚数を設定、それぞれにおいて、管理職、リーダー層、担当者層、正規職員、

非正規職員が含まれるように配布を依頼（8,000 件程度の配布を依頼） 

調査方法 回答要領、回答画面 URL を事業所・施設経由で配布、インターネット上で回答

を回収（インターネット回答ができない場合は電子メール、FAX にて回収） 

調査期間 2022 年 12 月 2 日～2023 年 1 月 5 日 

回収件数 1,806 件（有効回収率 22.6％） 

主な調査 

項目 

⚫ 介護の仕事の経験 

⚫ 就業継続意向・職場満足度 

⚫ 職場環境等要件に関する認知・認識 

⚫ 回答者基本情報 
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2. 事業所・施設アンケート調査基本集計 

(1) 事業所属性・基本情報 

１） 運営法人種別 

回答のあった事業所・施設の運営法人では、「営利法人（株式会社、有限会社等）」が 40.3％

と多く、次いで「社会福祉法人」（27.9％）となっている。 

 

図表 9 運営法人の種別 

 

 

２） 提供介護サービス種別 

事業所・施設の提供するサービス種別としては、「訪問介護」（27.3％）、「通所介護」（24.9％）

が多く、「認知症対応型グループホーム」（11.4％）、「介護老人福祉施設」（10.2％）と続く。概ね

全国の事業所・施設の割合の傾向に準じている。 

 

図表 10 提供する介護サービス種別 

 

 

  

N ％
1 都道府県・市区町村・広域連合・一部事務組合 15 0.9%
2 社会福祉協議会 99 6.0%
3 社会福祉法人（社会福祉協議会以外） 457 27.9%
4 医療法人 278 17.0%
5 社団法人・財団法人（一般、公益） 22 1.3%
6 特定非営利活動法人（NPO法人） 55 3.4%
7 営利法人（株式会社、有限会社等） 660 40.3%
8 その他 52 3.2%

全体 1638 100.0%

N ％
1 訪問介護 447 27.3%
2 通所介護（地域密着型を含む） 408 24.9%
3 通所リハビリテーション 80 4.9%
4 認知症対応型通所介護 47 2.9%
5 小規模多機能型居宅介護 100 6.1%
6 短期入所生活介護 30 1.8%
7 短期入所療養介護 2 0.1%
8 介護老人保健施設 106 6.5%
9 介護老人福祉施設（地域密着型を含む） 167 10.2%
10 特定施設入居者生活介護 64 3.9%
11 認知症対応型グループホーム 187 11.4%

1638 100.0%全体
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３） 運営法人が運営している全施設数 

事業所・施設を運営する他事業所を含めた事業所数は「2～4 事業所・施設」（34.2％）が最も

多く、次いで「5～9 事業所・施設」（22.3％）、「1 事業所・施設のみ」（21.0％）となっている。 

 

図表 11 事業所・施設の運営法人が運営する全施設数 

 

 

４） 事業開始時期 

事業所・施設の事業開始時期としては「2000 年以前」（25.2％）が最も多い。全般にある程度事

業開始年はばらつきのある結果をなった。 

 

図表 12 事業開始時期 

 

 

  

N ％
1 1 事業所・施設のみ 344 21.0%
2 2～4 事業所・施設 560 34.2%
3 5～9 事業所・施設 366 22.3%
4 10～19 事業所・施設 167 10.2%
5 20～49 事業所・施設 90 5.5%
6 50～99 事業所・施設 24 1.5%
7 100以上の事業所・施設 71 4.3%
8 わからない・把握していない 16 1.0%

1638 100.0%全体

N ％

1 2000年以前 413 25.2%

2 2001～2005年 317 19.4%

3 2006～2010年 277 16.9%

4 2011～2015年 343 20.9%

5 2016年以降 288 17.6%

1638 100.0%全体
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５） 処遇改善加算の届出状況 

処遇改善加算の届出状況としては、「加算（Ⅰ）」が 81.5％と最も多い。「届け出なし」は 3.8％と

なっている。 

 

図表 13 処遇改善加算の届出状況 

 

 

６） 処遇改善加算の届出開始時期 

処遇改善加算の届出開始時期としては「平成 30 年度以前（2018 年以前）が 75.1％と多くを占

める。 

 

図表 14 処遇改善加算の届出開始時期 

 

 

  

N ％

1 加算（Ⅰ） 1335 81.5%

2 加算（Ⅱ） 141 8.6%

3 加算（Ⅲ） 100 6.1%

4 加算（Ⅳ） 0 0.0%

5 加算（Ⅴ） 0 0.0%

6 届け出なし 62 3.8%

1638 100.0%全体

N ％

1 平成30年度以前（2018年以前） 1183 75.1%

2 平成31年度・令和元年度（2019年）　 112 7.1%

3 令和2年度（2020年） 60 3.8%

4 令和3年度（2021年） 40 2.5%

5 令和4年度（2022年） 25 1.6%

6 不明・わからない 156 9.9%

1576 100.0%全体



 

16 

 

７） 特定処遇改善加算の届出状況 

特定処遇改善加算の届出状況としては、「特定加算（Ⅰ）」（43.1％）が最も多く、「届け出なし」

が 28.8％、「特定加算（Ⅱ）」が 28.1％となっている。 

 

図表 15 特定処遇改善加算の届出状況 

 

 

８） 特定処遇改善加算の届出開始時期 

介護職員等特定処遇改善加算の届出開始時期は「平成 31 年度・令和元年度（2019 年）」が

65.8％で最も多い。 

 

図表 16 処遇改善加算の届出開始時期 

 

 

  

N ％

1 特定加算（Ⅰ） 706 43.1%

2 特定加算（Ⅱ） 461 28.1%

3 届け出なし 471 28.8%

1638 100.0%全体

N ％

1 平成31年度・令和元年度（2019年）　 768 65.8%

2 令和2年度（2020年） 145 12.4%

3 令和3年度（2021年） 89 7.6%

4 令和4年度（2022年） 57 4.9%

5 不明・わからない 108 9.3%

1167 100.0%全体
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９） 経験・技能のある介護職員の算定人数 

「経験・技能のある介護職員」として算定している人数はばらつきがみられる。 

 

図表 17 経験・技能のある介護職員の算定人数 

 

 

  

N ％

0 39 3.3%

1 101 8.7%

2 96 8.2%

3 118 10.1%

4 99 8.5%

5 90 7.7%

6 59 5.1%

7 53 4.5%

8 61 5.2%

9 36 3.1%

10 49 4.2%

11～15 141 12.1%

16～20 78 6.7%

21以上 133 11.4%

未回答 14 1.2%

全体 1167 100.0%
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(2) 職場環境等要件に係る事業所・施設の取組状況・取組実績 

１） 職場環境等要件の取組状況 

職場環境等要件 24 項目の取組状況は次頁以降の通り。 

注力して取り組んでいる事業所・施設の割合が大きいものとしては、以下が挙げられる。 

 ㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づ

きを踏まえた勤務環境やケア内容の改善 

 ⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 

 ⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 

 ⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減 

 ⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望

に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備 

 

現時点では取り組んでいない事業所・施設が比較的多いものとしては以下が挙げられる。 

 ⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入 

 ⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等

の導入による業務量の縮減 

 ㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民と

の交流の実施 

 ⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の

介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施 

 ⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、

広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化 
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図表 18 職場環境等要件の取組状況 

 

 

  

特に注力・重視し
て取り組んでいる

ある程度注力・重
視して取り組んで

いる

取り組んでいるが
あまり注力・重視

はしていない

現時点では取り組
んでいない

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職
員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善

39.4% 51.1% 7.5% 2.0%

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 33.9% 52.8% 10.4% 2.9%

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 43.7% 45.4% 7.6% 3.3%

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担
の軽減

24.1% 55.9% 15.9% 4.2%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職
員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備

40.9% 45.5% 8.5% 5.1%

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より
専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、
サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援

43.7% 39.1% 10.9% 6.2%

①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施
策・仕組みなどの明確化

29.5% 48.0% 14.6% 7.8%

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわ
らない幅広い採用の仕組みの構築

30.9% 45.6% 14.2% 9.3%

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の
提供

23.0% 47.8% 19.7% 9.5%

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のた
めの休憩室の設置等健康管理対策の実施

29.8% 44.9% 15.8% 9.6%

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の
提供

21.0% 45.4% 23.3% 10.3%

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとっ
たもの）等の実践による職場環境の整備

17.4% 47.9% 24.0% 10.7%

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制
の充実

21.9% 45.3% 20.6% 12.1%

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 19.7% 41.6% 23.6% 15.1%

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充
実、事業所内託児施設の整備

26.7% 41.8% 15.3% 16.1%

⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的
な相談の機会の確保

18.0% 42.6% 22.0% 17.5%

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 13.4% 39.1% 29.1% 18.4%

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の
取組の実施

17.8% 37.7% 23.3% 21.2%

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 13.9% 42.5% 21.6% 22.0%

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理
や労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明
確化

18.2% 36.4% 23.1% 22.3%

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリ
フト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施

13.7% 33.8% 26.7% 25.8%

㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒
や住民との交流の実施

10.4% 31.4% 27.5% 30.7%

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセン
サー等の導入による業務量の縮減

23.9% 26.2% 18.2% 31.7%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入 10.9% 32.2% 23.6% 33.3%
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２） 職場環境等要件 24 項目で「特に注力・重視して取り組んでいる」取組数 

職場環境等要件の 24 項目について、「特に注力・重視して取り組んでいる」項目数をカウント

すると、「0」が 19.9％と最も多く、5 項目以内の事業所・施設が半数超を占める。10 項目以内の

事業所・施設で全体の 8 割超となる。 

 

図表 19 職場環境等要件 24 項目で「特に注力・重視して取り組んでいる」取組数 

 

  

職場環境等要件に関して
特に注力している取組の数

N ％

0 326 19.9%
1 125 7.6%
2 135 8.2%
3 118 7.2%
4 113 6.9%
5 107 6.5%
6 142 8.7%
7 93 5.7%
8 68 4.2%
9 61 3.7%

10 49 3.0%
11～15 164 10.0%
16～20 80 4.9%
21以上 57 3.5%

全体 1638 100.0%



 

21 

 

３） サービス類型別の職場環境等要件の取組状況 

職場環境等要件 24 項目については、サービス類型によって取組状況にみられる要件がある。

「⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内

託児施設の整備」は、訪問系では「現時点では取り組んでいない」割合がやや高い。 

「⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導

入による業務量の縮減」や「㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域

の児童・生徒や住民との交流の実施」は、訪問系で「現時点では取り組んでいない」割合が高くな

っており、施設系・居住系で取り組んでいる割合が高くなっている。 

 

図表 20 サービス類型別の職場環境等要件への取組状況 

（㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏

まえた勤務環境やケア内容の改善） 

 

  

41.6%

41.3%

35.6%

39.4%

49.7%

49.0%

54.7%

51.1%

6.0%

8.2%

7.9%

7.5%

2.7%

1.6%

1.8%

2.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1_訪問系（n=447）

2_通所系（n=635）

3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）

特に注力・重視して取り組んでいる ある程度注力・重視して取り組んでいる

取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 現時点では取り組んでいない
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図表 21 サービス類型別の職場環境等要件への取組状況 

（⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備） 

 

 

 

図表 22 サービス類型別の職場環境等要件への取組状況 

（⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内

託児施設の整備） 

 

 

 

 

37.6%

32.4%

32.6%

33.9%

50.1%

53.9%

53.8%

52.8%

9.6%

11.2%

10.3%

10.4%

2.7%

2.5%

3.4%

2.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1_訪問系（n=447）

2_通所系（n=635）

3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）

特に注力・重視して取り組んでいる ある程度注力・重視して取り組んでいる

取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 現時点では取り組んでいない

22.8%

29.3%

27.0%

26.7%

40.9%

39.4%

45.3%

41.8%

16.6%

16.2%

13.3%

15.3%

19.7%

15.1%

14.4%

16.1%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1_訪問系（n=447）

2_通所系（n=635）

3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）

特に注力・重視して取り組んでいる ある程度注力・重視して取り組んでいる

取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 現時点では取り組んでいない
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図表 23 サービス類型別の職場環境等要件への取組状況 

（⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入） 

 

 

図表 24 サービス類型別の職場環境等要件への取組状況 

（⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入

による業務量の縮減） 

 

  

8.9%

11.5%

11.7%

10.9%

30.2%

32.6%

33.5%

32.2%

23.3%

23.9%

23.6%

23.6%

37.6%

32.0%

31.3%

33.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1_訪問系（n=447）

2_通所系（n=635）

3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）

特に注力・重視して取り組んでいる ある程度注力・重視して取り組んでいる

取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 現時点では取り組んでいない

17.7%

23.3%

29.7%

23.9%

18.8%

27.6%

30.6%

26.2%

20.6%

17.6%

16.9%

18.2%

43.0%

31.5%

22.8%

31.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1_訪問系（n=447）

2_通所系（n=635）

3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）

特に注力・重視して取り組んでいる ある程度注力・重視して取り組んでいる

取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 現時点では取り組んでいない
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図表 25 サービス類型別の職場環境等要件への取組状況 

（㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交

流の実施） 

 

  

7.8%

9.8%

13.1%

10.4%

25.3%

33.4%

34.2%

31.4%

24.4%

28.0%

29.3%

27.5%

42.5%

28.8%

23.4%

30.7%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1_訪問系（n=447）

2_通所系（n=635）

3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）

特に注力・重視して取り組んでいる ある程度注力・重視して取り組んでいる

取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 現時点では取り組んでいない
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４） サービス類型別の「特に注力・重視して取り組んでいる」取組数 

特に注力・重視して取り組んでいる項目数については、訪問系で「0」という事業所の割合がや

や多い。一方で訪問系では「16～24」という割合もやや多い。 

 

図表 26 サービス類型別の「特に注力・重視して取り組んでいる」取組数 

 

 

５） 事業開始時期別の「特に注力・重視して取り組んでいる」取組数 

事業開始時期が 2016 年以降等、比較的業歴が浅い事業所では注力・重視している取組数が

少ない割合がやや大きい。また、2000 年以前においては注力・重視している取組数が「0」という

割合がやや大きくなっている。 

 

図表 27 事業開始時期別の「特に注力・重視して取り組んでいる」取組数 
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18.7%
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18.1%
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15.9%
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8.4%
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3_施設系・居住系（n=556）

全体（n=1638）
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19.2%

18.4%

19.5%
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14.8%

14.8%

14.1%

16.3%

19.8%

15.9%
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14.5%

12.6%

14.6%
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14.1%
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16.2%

14.3%

13.5%

15.2%
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17.7%

20.2%

15.7%

14.2%

16.5%

11.4%

9.5%
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10.0%
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7.9%

9.0%
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6.6%
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4_2011~2015年（n=343）
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全体（n=1638）
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６） 職場環境等要件の具体的取組内容 

「①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなど

の明確化」に関するもの 

職場環境等要件における「①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実

現のための施策・仕組みなどの明確化」の具体的取組としては、「職員向けに研修を行う等して

内部に公表・周知している」が多い。 

 

図表 28 具体的取組（①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のた

めの施策・仕組みなどの明確化） 

 

 

「⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入」に関するもの 

「⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入」の具体的

取組としては、「エルダー・メンターは一定の経験を有するものとする等の配慮をしている」、「指

導担当職員向けに指導方法の研修やマニュアルの配布等をしている」が比較的多い。 

 

図表 29 具体的取組（⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度

等導入） 

 

  

n %
1 職員向けに研修を行う等して内部に公表・周知している 1218 80.7%
2 職員向けに冊子を配布する等して内部に公表・周知している 437 28.9%
3 外部に公表している（介護サービス情報公表システムや法人・事業所のHP等で） 766 50.7%
4 その他 21 1.4%

1510N=

n %
1 エルダー・メンターは一定の経験を有するものとする等の配慮をしている 572 37.9%
2 対象職員1名に対して1名または複数のエルダー・メンターを組織として任命している 198 13.1%
3 指導担当職員向けに指導方法の研修やマニュアルの配布等をしている 507 33.6%
4 その他 87 5.8%

1093N=
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「⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内

託児施設の整備」に関するもの 

「⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所

内託児施設の整備」の具体的内容としては、「短時間勤務制度を設けている」、「子育てや家族

介護のための有給の連続休暇等の休業制度を設けている」が多い。 

 

図表 30 具体的取組（⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制

度等の充実、事業所内託児施設の整備） 

 

 

「⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即し

た非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備」に関するもの 

「⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即

した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備」の具体的内容としては、「職員の事情

に応じた柔軟な勤務シフトとしている（短時間勤務、柔軟な出勤調整等）」、「希望に応じた非正規

職員の正規雇用制度がある」が多い。 

 

図表 31 具体的取組（⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導

入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備） 

 

 

「⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備」に関するもの 

「⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備」の内容としては、「定期的に休暇の取得状況を事業

所・施設としてチェックしている」、「休暇の取得目標を定めている（日数や取得率）」が多い。 

 

図表 32 具体的取組（⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備） 

 

n %
1 事業所内託児施設等を設置している 151 10.0%
2 子育てや家族介護のための有給の連続休暇等の休業制度を設けている 887 58.7%
3 法定水準を超える育児休業制度を設けている 167 11.1%
4 短時間勤務制度を設けている 1008 66.8%
5 その他 86 5.7%

1374N=

n %
1 職員の事情に応じた柔軟な勤務シフトとしている（短時間勤務、柔軟な出勤調整等） 1358 89.9%
2 短時間正規職員制度を導入している 419 27.7%
3 希望に応じた非正規職員の正規雇用制度がある 938 62.1%
4 その他 18 1.2%

1555N=

n %
1 休暇の取得目標を定めている（日数や取得率） 940 62.3%
2 夏季や冬季等に休暇取得の推奨期間を定めている 375 24.8%
3 連続休暇を取得するルールを設けている 195 12.9%
4 定期的に休暇の取得状況を事業所・施設としてチェックしている 1270 84.1%
5 その他 60 4.0%

1584N=
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「⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実」に関す

るもの 

「⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実」の具

体的内容としては、「職員相談窓口を設置し、職員に内容を周知している」が多い。 

 

図表 33 具体的取組（⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相

談体制の充実） 

 

 

「㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏

まえた勤務環境やケア内容の改善」に関するもの 

「㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを

踏まえた勤務環境やケア内容の改善」の具体的内容としては、全般に多く取り組まれている。 

 

図表 34 具体的取組（㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の

介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善） 

 

 

 

 

  

n %
1 職員相談窓口を設置し、職員に内容を周知している 939 62.2%
2 外部の専門家等に相談できる体制としている 423 28.0%
3 各種相談を担う部署・担当者を明確にしている 663 43.9%
4 その他 75 5.0%

1439N=

n %
1 職員の気づきや意見を収集する機会（ミーティングやアンケート・ヒアリング調査等）を設けている　 1282 84.9%
2 職員の気づきや意見を踏まえて勤務環境を見直している 1004 66.5%
3 職員の気づきや意見を踏まえてケア内容の改善を行っている 1196 79.2%
4 その他 11 0.7%

1606N=
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７） エルダー・メンター制度の要件 

エルダー・メンター制度の要件としては、「主に主任やリーダー層としている」が 48.0％と最も多

い。次いで「主に一定の経験を有するスタッフとしている」（31.0％）となっている。 

 

図表 35 エルダー・メンター制度の要件 

 

 

８） 休業制度の取得実績 

育児休業制度 

育児休業の取得実績としては、「取得実績なし」が 42.7％と最も多いが、「制度に該当する職員

の半数以上が取得」も 39.0％と、ある程度みられる。 

 

図表 36 育児休業制度の取得実績 

 

 

介護休業制度 

介護休業の取得実績としては、「取得実績なし」が 76.1％と最も多い。 

 

図表 37 介護休業制度の取得実績 

 

 

  

ｎ ％
1 主に主任やリーダー層としている 339 48.0%
2 主に一定の経験を有するスタッフとしている 219 31.0%
3 特に要件は定めていない 148 21.0%

706 100.0%N=

ｎ ％
1 取得実績なし 403 42.7%
2 制度に該当する職員の半数未満が取得 172 18.2%
3 制度に該当する職員の半数以上が取得 368 39.0%

943 100.0%N=

ｎ ％
1 取得実績なし 718 76.1%
2 制度に該当する職員の半数未満が取得 135 14.3%
3 制度に該当する職員の半数以上が取得 90 9.5%

943 100.0%N=
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９） 短時間雇用制度・正規職員転換制度の利用実績 

短時間雇用制度 

短時間雇用制度の活用実績は、「活用実績あり」が 52.6％と多い。 

 

図表 38 短時間雇用制度の利用実績 

 

 

非正規職員の正規職員への転換制度 

非正規職員の正規職員への転換制度の活用実績は、「活用実績あり」が 61.4％と多い。 

 

図表 39 非正規職員の正規職員への転換制度の利用実績 

 

  

ｎ ％
1 該当する制度はない 194 18.6%
2 活用実績なし 300 28.8%
3 活用実績あり 549 52.6%

1043 100.0%N=

ｎ ％
1 該当する制度はない 53 5.1%
2 活用実績なし 350 33.6%
3 活用実績あり 640 61.4%

1043 100.0%N=
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１０） 休暇取得目標に対する取得状況 

休暇取得目標を定めている場合の取得状況としては、「40％以上 60％未満」が 28.0％と多く、

次いで「80％以上」（27.2％）、「20％以上 40％未満」（21.2％）となっている。 

 

図表 40 休暇取得目標に対する取得状況 

 

 

１１） 職員の気づきや意見を踏まえて勤務環境の見直しやケア内容の改善を行った実績 

職員の気づきや意見を踏まえて勤務環境の見直しやケア内容の改善を行った実績について

は、「5 件以上の見直し、改善実績がある」が 36.9％と最も多い。 

 

図表 41 職員の気づきや意見を踏まえて勤務環境の見直しやケア内容の改善を行った実績 

 

 

  

ｎ ％
1 0％以上20％未満 58 6.2%
2 20％以上40％未満 199 21.2%
3 40％以上60％未満 263 28.0%
4 60％以上80％未満 164 17.4%
5 80％以上 256 27.2%

940 100.0%N=

ｎ ％
1 5件以上の見直し、改善実績がある 489 36.9%
2 3～4件程度の見直し、改善実績がある 346 26.1%
3 1～2件程度の見直し、改善実績がある 420 31.7%
5 見直し、改善実績はない 72 5.4%

1327 100.0%N=
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(3) 職場環境等要件 24 要件の効果認識 

職場環境要件の各取組に関して、取組前後で従業員の満足度や定着・離職防止に影響があ

ったと感じるかどうかの認識は次頁以降の通り。 

好影響があったとの認識が大きいものとしては、以下が挙げられる。 

 ⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 

 ㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づ

きを踏まえた勤務環境やケア内容の改善 

 ⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望

に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備 

 ⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性

の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責

任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援 

 ㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供 

好影響はなかったとの認識が大きいものとしては以下が挙げられる。 

 ④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実

施 

 ㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民と

の交流の実施 

 ⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 

 ②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 

 ⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の

介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施 

 

効果認識の上位、下位の項目は概ね注力・重視して取り組んでいる項目と同様の傾向がみら

れる。 
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図表 42 職場環境等要件 24 項目の効果認識 

 

 

 

  

ｎ
非常に好影響が
あったと感じる

やや好影響があっ
たと感じる

どちらともいえな
い・わからない

あまり好影響はな
かったと感じる

まったく好影響は
なかったと感じる

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 1584 23.7% 50.1% 22.7% 2.7% 0.8%

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円
滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務
環境やケア内容の改善

1606 17.6% 55.7% 24.1% 2.1% 0.5%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間
正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職
員から正規職員への転換の制度等の整備

1555 22.1% 47.0% 26.0% 3.7% 1.3%

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実
務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技
術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケ
ア、サービス提供責任者研修、中堅職員に
対するマネジメント研修の受講支援

1536 21.0% 43.7% 29.2% 4.9% 1.1%

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等
の情報を共有する機会の提供

1483 12.3% 48.6% 35.0% 3.4% 0.7%

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等に
よる情報共有や作業負担の軽減

1570 9.4% 47.4% 37.6% 4.6% 1.0%

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者
のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整
備

1374 16.3% 36.2% 39.2% 5.5% 2.8%

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機
器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量
の縮減

1119 14.6% 37.3% 39.1% 6.4% 2.7%

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体
制の整備

1591 9.9% 40.9% 43.7% 4.4% 1.2%

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験
者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの
構築

1485 11.9% 37.8% 39.6% 8.8% 1.9%

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念
等を定期的に学ぶ機会の提供

1469 8.3% 40.4% 44.3% 5.9% 1.2%

⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリア
アップ等に関する定期的な相談の機会の確保

1352 9.0% 38.4% 44.6% 6.3% 1.7%

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配
膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた
介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明
確化

1273 10.1% 37.2% 45.7% 5.7% 1.3%

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレ
スチェックや、従業員のための休憩室の設置等健康管
理対策の実施

1481 9.2% 37.1% 45.7% 6.7% 1.4%

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清
掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による職
場環境の整備

1463 7.0% 38.1% 47.6% 6.0% 1.2%

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 1391 7.3% 33.9% 49.0% 7.9% 1.9%

①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方
針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

1510 7.5% 29.7% 51.9% 9.1% 1.8%

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談
窓口の設置等相談体制の充実

1439 5.8% 30.6% 54.6% 7.0% 2.0%

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修
得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及
び研修等による腰痛対策の実施

1215 6.0% 30.2% 50.9% 8.3% 4.6%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等を
する担当者）制度等導入

1093 6.4% 29.7% 52.5% 8.9% 2.5%

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修
のための制度構築

1277 5.6% 29.8% 52.4% 10.1% 2.2%

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実
施

1337 5.8% 28.0% 57.9% 6.7% 1.6%

㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に
資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

1135 6.0% 24.9% 57.2% 9.0% 2.9%

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等に
よる職業魅力度向上の取組の実施

1291 6.9% 23.9% 52.4% 12.4% 4.4%
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注力して取り組んでいる事項と好影響があったと認識している項目は概ね同様の傾向となって

いるが、一部で傾向が異なる項目がみられる。 

 

図表 43 （参考）24 項目についての注力状況と効果認識の比較 

 

 

 

  

（Q12で）特に+ある程度注力・重視
して取り組んでいる

（Q25で）非常に+やや好影響があっ
たと感じる

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤
務環境やケア内容の改善

90.5% 73.3%

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 89.1% 73.9%

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 86.7% 50.7%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正
規職員から正規職員への転換の制度等の整備

86.4% 69.1%

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技
術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に
対するマネジメント研修の受講支援

82.8% 64.7%

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減 80.0% 56.8%
①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化 77.6% 37.2%
③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕
組みの構築

76.5% 49.7%

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のための休憩室の設置等健
康管理対策の実施

74.7% 46.3%

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供 70.8% 60.9%

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設
の整備

68.6% 52.5%

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充実 67.2% 36.4%

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供 66.4% 48.7%

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとったもの）等の実践による
職場環境の整備

65.3% 45.2%

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 61.4% 41.2%
⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的な相談の機会の確保 60.6% 47.4%

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 56.3% 35.3%

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施 55.5% 30.8%

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含め
た介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化

54.6% 47.2%

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 52.5% 33.8%
⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業
務量の縮減

50.1% 51.8%

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導
入及び研修等による腰痛対策の実施

47.4% 36.2%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入 43.1% 36.1%
㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施 41.8% 30.9%
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(4) 満足度調査等の状況・職場環境の取組への職員の関与 

１） 職員満足度の実施状況 

従業員満足度等調査の実施状況としては、「実施していない」が 45.4％と多い。継続的に実施

している事業所・施設は合計で 28.5％となっている。 

 

図表 44 職員満足度等の実施状況 

 

 

２） 職員満足度等の傾向の認識 

従業員満足度・エンゲージメント調査を継続的に実施している事業所・施設において、その傾

向の変化としては、「どちらともいえない・わからない」が 59.3％と多いが、「どちらかというと職員

の満足度やエンゲージメントは高まってきている」も 33.8％みられる。 

 

図表 45 職員満足度等の傾向の認識 

 

 

  

ｎ ％
1 年に2回以上定期的・継続的に実施している 112 6.8%
2 年に1回、定期的・継続的に実施している 286 17.5%
3 数年に1回継続的に実施している 69 4.2%
4 不定期ではあるが実施している 428 26.1%
5 実施していない 743 45.4%

1638 100.0%N＝

ｎ ％
1 職員の満足度やエンゲージメントは高まってきている 24 5.1%
2 どちらかというと職員の満足度やエンゲージメントは高まってきている 158 33.8%
3 どちらともいえない・わからない 277 59.3%
4 どちらかというと職員の満足度やエンゲージメントは下がってきている 5 1.1%
5 職員の満足度やエンゲージメントは下がってきている 3 0.6%

467 100.0%N＝
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３） 環境改善の取組時の職員の関与 

「一部の職場環境改善の取り組みに職員の意見を取り入れたり、職員が参加する形で実施し

ている」が 41.3％と最も多く、次いで「原則すべての職場環境改善の取り組みに職員の意見を取

り入れたり、職員が参加する形で実施している」（28.8％）となっている。 

「基本的に職場環境改善に職員の意見を取り入れたり、職員が参加する形での検討は行って

いない」は 8.2％と少ない。 

職場環境改善の取組に関与した職員としては、「事業所・施設責任者・管理者」、「事業所・施

設のリーダー層」は関わっていないケースが少なく、主体的に関わっていることもある程度多くみ

られる。「事業所・施設の現場職員」も会議への参加や聞き取り対応等、一定の関与がみられる。 

 

図表 46 環境改善の取組時の職員の関与 

 

 

図表 47 環境改善の取組における役職別の関与状況（事業所・施設責任者・管理職） 

 

 

図表 48 環境改善の取組における役職別の関与状況（法人本部の担当者） 

 

 

 

  

ｎ ％

1
原則すべての職場環境改善の取り組みに職員の意見を取り入れたり、職員が
参加する形で実施している

471 28.8%

2
半数以上の職場環境改善の取り組みに職員の意見を取り入れたり、職員が参
加する形で実施している

356 21.7%

3
一部の職場環境改善の取り組みに職員の意見を取り入れたり、職員が参加す
る形で実施している

676 41.3%

4
基本的に職場環境改善に職員の意見を取り入れたり、職員が参加する形での
検討は行っていない

135 8.2%

1638 100.0%N＝

n %
1 制度・仕組みづくりを主体的に担った 850 56.6%
2 検討のための会議に参加した 690 45.9%
3 意見についてアンケートや聞き取りを行った 327 21.8%
4 その他のかかわり方 106 7.1%
5 関わっていない 13 0.9%

1503N=

n %
1 制度・仕組みづくりを主体的に担った 495 32.9%
2 検討のための会議に参加した 781 52.0%
3 意見についてアンケートや聞き取りを行った 390 25.9%
4 その他のかかわり方 162 10.8%
5 関わっていない 30 2.0%

1503N=
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図表 49 環境改善の取組における役職別の関与状況（事業所・施設のリーダー層） 

 

 

図表 50 環境改善の取組における役職別の関与状況（現場介護職員（3 年以上 10 年未満）） 

 

 

図表 51 環境改善の取組における役職別の関与状況（現場介護職員（3 年未満）） 

 

 

図表 52 環境改善の取組における役職別の関与状況（上記以外の事業所・施設職員） 

 

 

  

n %
1 制度・仕組みづくりを主体的に担った 495 32.9%
2 検討のための会議に参加した 781 52.0%
3 意見についてアンケートや聞き取りを行った 390 25.9%
4 その他のかかわり方 162 10.8%
5 関わっていない 30 2.0%

1503N=

n %
1 制度・仕組みづくりを主体的に担った 173 11.5%
2 検討のための会議に参加した 636 42.3%
3 意見についてアンケートや聞き取りを行った 514 34.2%
4 その他のかかわり方 273 18.2%
5 関わっていない 109 7.3%

1503N=

n %
1 制度・仕組みづくりを主体的に担った 98 6.5%
2 検討のための会議に参加した 472 31.4%
3 意見についてアンケートや聞き取りを行った 513 34.1%
4 その他のかかわり方 327 21.8%
5 関わっていない 231 15.4%

1503N=

n %
1 制度・仕組みづくりを主体的に担った 66 4.4%
2 検討のための会議に参加した 313 20.8%
3 意見についてアンケートや聞き取りを行った 371 24.7%
4 その他のかかわり方 346 23.0%
5 関わっていない 494 32.9%

1503N=
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４） 職場環境改善の取組前後を比較しての認識 

職場環境改善の取組の実施前後では、職員の働きやすさや満足度、就業意欲等の向上に対

する肯定的な認識が比較的多くみられる。職員にとっての働きやすさについては 61.6％、満足度

の向上については 53.4％、就業意欲の向上については 45.0％で肯定的な評価となっている。 

ただし、採用については直接的に影響を認識している割合は少なくなる。 

 

図表 53 職場環境改善の取組前後の比較 

 

 

  

そう思う ややそう思う
どちらともいえ

ない
あまりそう思

わない
そう思わない

開始から時期
が浅い等でま
だ明確な結果
はわからない

職場環境改善の取り組みを進める前と比較して、職場環境
は改善し、職員にとって働きやすくなっていると感じる

14.2% 47.4% 29.2% 4.2% 1.3% 3.7%

職場環境改善の取り組みを進める前と比較して、職員の満
足度は向上していると感じる

9.5% 43.9% 36.6% 4.7% 1.9% 3.4%

職場環境改善の取り組みを進める前と比較して、職員の就
業意欲は向上していると感じる

7.0% 38.0% 44.5% 5.2% 1.8% 3.5%

職場環境改善の取り組みを進める前と比較して、職員の採
用がしやすくなったと感じる

6.2% 21.7% 48.4% 12.7% 7.6% 3.5%
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(5) 賃金面の見直し、離職・人材不足状況 

１） 処遇改善加算分以外の賃金増額の実施状況 

過去 5 年における処遇改善加算分以上の賃上げや手当支給状況については、「過去 5 年で

処遇改善加算分に加えて賃金水準引き上げを行った」が 62.1％と最も多い。 

「過去 5 年で処遇改善加算分以外の賃金改定は行っていないが、賞与や特別手当等を増額し

たことがある」も合わせると、8 割近い事業所・施設が処遇改善加算分以上の支給を行っている。 

 

図表 54 処遇改善加算分以外の賃金増額の実施状況 

 

 

２） 特定処遇改善加算の配分状況 

特定処遇改善加算の配分としては、加算を届出している事業所・施設の 93.4％が「経験・技能

のある介護職員」を対象としている。ただし、「他の職員」、「その他の職種」についてもそれぞれ

68.5％、46.3％と一定数の事業所・施設が特定処遇改善加算分を配分している。 

 

図表 55 特定処遇改善加算の配分状況 

 

  

ｎ ％

1 過去5年で処遇改善加算分以外の給与の増額は行っていない 258 15.8%

2 過去5年で処遇改善加算分に加えて賃金水準引き上げを行った 1017 62.1%

3
過去5年で処遇改善加算分以外の賃金改定は行っていないが、
賞与や特別手当等を増額したことがある

275 16.8%

4 その他 88 5.4%

1638 100.0%N=

ｎ ％
1 経験・技能のある介護職員 1191 93.4%
2 他の職員 874 68.5%
3 その他の職種 590 46.3%

1275 100.0%N=



 

40 

 

３） 職場環境改善前後での早期離職傾向の変化 

職場環境等の改善前後での入職 3 年未満程度の職員の離職状況の変化の認識については、

「入職 3 年未満の離職の状況はあまり変わらない」が 49.9％と最も多いものの、「入職 3 年未満

の離職の状況は改善している」との回答も 31.7％みられる。 

 

図表 56 職場環境改善前後での早期離職傾向の変化 

 

 

４） 職場環境改善が各役職層の離職防止に役立っているか 

職場環境改善の取組の効果として、職員の離職防止に役立っているかの認識については、全

般に離職防止に役立っている・やや役立っているという回答がある程度みられる。 

経験が多い職員や主任やリーダー層、管理職の方でより効果があると認識されている。 

 

図表 57 職場環境改善が各役職層の離職防止に役立っているか 

 
  

ｎ ％
1 入職3年未満の離職の状況は改善している 520 31.7%
2 入職3年未満の離職の状況はあまり変わらない 817 49.9%
3 入職3年未満の離職の状況は悪化している 95 5.8%
4 わからない・取組開始から時期が浅く比較できない 206 12.6%

1638 100.0%N=

対象層の離職
防止に役立っ

ている

対象層の離職
防止にやや役

立っている

どちらともいえ
ない・わからな

い

対象層の離職
防止にはあま
り役立っていな

い

対象層の離職
防止には役

立っていない

現場の介護職員（経験3年未満） 11.7% 27.8% 49.3% 7.7% 3.4%

現場の介護職員（経験3年以上10年未満） 14.2% 38.2% 41.3% 4.5% 1.8%

現場の介護職員（経験10年以上） 18.4% 37.8% 38.5% 3.3% 2.0%

主任やリーダー層、管理職 21.8% 34.7% 37.9% 3.7% 1.9%
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５） 人材の過不足感 

人材の過不足感としては、令和 4 年度、令和 3 年度ともに「やや不足」（それぞれ 48.0％、

46.3％）が最も多く、次いで「適当」（28.6％、25.9％）となっている。 

 

図表 58 人材の過不足感 

 

 

６） 人材不足によってサービス利用を断ることの有無 

サービス利用や入所を断ることの有無としては、「断ることはない」（令和 3 年度 44.0％、令和 4

年度 43.5％）が最も多い。断ることが多いというケースは限定的である。 

 

図表 59 人材不足によってサービス利用を断ることの有無 

 

 

  

ｎ ％ ｎ ％
1 大いに不足 329 20.1% 393 24.0%
2 やや不足 786 48.0% 759 46.3%
3 適当 471 28.8% 425 25.9%
4 やや過剰 46 2.8% 55 3.4%
5 過剰 6 0.4% 6 0.4%

1638 100.0% 1638 100.0%

令和3年度 令和4年度

N=

ｎ ％ ｎ ％
1 断ることが非常に多い 28 1.7% 42 2.6%
2 断ることが多い 143 8.7% 150 9.2%
3 断ることは少ない 372 22.7% 380 23.2%
4 断ることは滅多にない 375 22.9% 353 21.6%
5 断ることはない 720 44.0% 713 43.5%

1638 100.0% 1638 100.0%N=

令和3年度 令和4年度
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(6) 事業所・施設調査結果のまとめ 

１） 職場環境等要件 24 項目の取組状況 

⚫ 注力して取り組んでいる事業所・施設の割合が大きいものとしては、「㉑ミーティング等によ

る職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境や

ケア内容の改善」、「⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備」、「⑪

有給休暇が取得しやすい環境の整備」、「⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫

等による情報共有や作業負担の軽減」、「⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短

時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度

等の整備」が挙げられる。 

⚫ 現時点では取り組んでいない事業所・施設が多いものとしては、「⑦エルダー・メンター（仕事

やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入」、「⑰タブレット端末やインカム等の 

ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量の縮減」、「㉒地

域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流

の実施」、「⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリ

フト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施」、「⑱高齢者の活躍（居室やフ

ロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や労務、広報なども含めた介護業務以

外の業務の提供）等による役割分担の明確化」が挙げられる。 

⚫ 「事業所・施設のサービス類型」によって取組状況に差がある項目もみられる 

⚫ 各項目の具体的な取組内容としては、実施している内容に一定の差がみられるとともに、実

施事項の多さにも事業所・施設による差があるとみられる。 

⚫ 育児休業制度については、一定の取得実績がみられるが、介護休業については、制度があ

っても取得実績が少ない。 

⚫ 短時間雇用制度、非正規職員の正規職員への転換制度がある場合は、活用実績がある程

度みられる。 

⚫ 休暇取得目標を定めている場合の取得状況としては、「40％以上 60％未満」が多く、次いで

「80％以上」、「20％以上 40％未満」となっている。 

⚫ 職員の気づきや意見を踏まえて勤務環境の見直しやケア内容の改善を行った実績について

は、「 5 件以上の見直し、改善実績がある」が最も多く、ある程度の実績がみられる施設が

多い。 
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２） 職場環境等要件 24 項目の取組の効果認識 

⚫ 好影響があったとの認識が大きいものとしては、「⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備」、

「㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づき

を踏まえた勤務環境やケア内容の改善」、「⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短

時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度

等の整備」、「⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、

より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス

提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援」、「㉔ケアの好事例や、

利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供」が挙げられる。 

⚫ 好影響はなかったとの認識が大きいものとしては「④職業体験の受入れや地域行事への参

加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施」、「㉒地域包括ケアの一員としてのモチ

ベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施」。「⑮雇用管理改善の

ための管理者に対する研修等の実施」、「②事業者の共同による採用・人事ローテーション・

研修のための制度構築」、「⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、

介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施」が挙げられる。 

⚫ 効果認識の上位、下位の項目は概ね注力・重視して取り組んでいる項目と同様の傾向がみ

られる。 

 

３） 職員調査の実施状況と満足度等の状況 

⚫ 従業員満足度等調査の実施状況としては、「実施していない」が最も多いが、継続的に実施

している事業所・施設も 3 割近くみられる。従業員満足度・エンゲージメント調査を継続的に

実施している事業所・施設において、その傾向の変化としては、「どちらともいえない・わから

ない」が最もと多いが、「どちらかというと職員の満足度やエンゲージメントは高まってきてい

る」もある程度みられる。 

 

４） 職場環境改善への職員関与・取組前後の比較認識 

⚫ 「一部の職場環境改善の取り組みに職員の意見を取り入れたり、職員が参加する形で実施

している」が最も多く、次いで「原則すべての職場環境改善の取り組みに職員の意見を取り

入れたり、職員が参加する形で実施している」となっている。「基本的に職場環境改善に職員

の意見を取り入れたり、職員が参加する形での検討は行っていない」は少なくなっており、多

くの事業所・施設で一定程度は職員が関与している。 

⚫ 職場環境改善の取組に関与した職員としては、「事業所・施設責任者・管理者」、「事業所・

施設のリーダー層」は関わっていないケースが少なく、主体的に関わっていることもある程度

みられる。 

⚫ 職場環境改善の取組の実施前後では、職員の働きやすさや満足度、就業意欲等に対する

肯定的な認識が比較的多くみられる。 
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５） 賃金面の見直し等の状況 

⚫ 過去 5 年における処遇改善加算分以上の賃上げや手当支給状況については、「過去 5 年で

処遇改善加算分に加えて賃金水準引き上げを行った」が最も多く、「過去 5 年で処遇改善加

算分以外の賃金改定は行っていないが、賞与や特別手当等を増額したことがある」も合わ

せると、8 割近い事業所・施設が処遇改善加算分以上の支給を行っている。 

⚫ 処遇改善加算分だけではなく、広く賃金水準の引き上げに取り組んできた事業所は一定数

あるとみられる。 

 

６） 事業所・施設の離職傾向、人材不足等の状況 

⚫ 職場環境等の改善前後での入職 3 年未満程度の職員の離職状況の変化については、「入

職 3 年未満の離職の状況はあまり変わらない」が最も多いものの、「入職 3 年未満の離職の

状況は改善している」との回答も一定数みられる。職場環境改善の取組の効果として、職員

の離職防止に役立っているかの認識については、全般に離職防止に役立っている・やや役

立っているという回答がある程度みられる。経験が多い職員や主任やリーダー層、管理職の

方でより効果があると認識されている。 

⚫ 職場環境改善の取組が離職等の防止にある程度役立っている可能性がうかがえる。 

⚫ 人材の過不足感としては、「やや不足」が最も多く、次いで「適当」、「大いに不足」となってい

る。サービス利用や入所を断ることの有無としては、「断ることはない」が最も多い。また、断

ることが多いというケースは限定的である。人材の不足感を感じていることは多いがサービ

ス利用を断るという状況には至っていないケースが多いと考えられる。 
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3. 職員アンケート調査基本集計 

(1) 回答者属性・基本情報 

１） 介護の仕事の経験年数 

介護の仕事の経験年数は 10 年以上 20 年未満が約 45％を占める。次いで、5 年以上 10 年未

満が約 20％であった。 

 

図表 60 介護の仕事の経験年数 

 

 

２）現在の法人での勤続年数 

現在の法人での勤続年数は、10 年以上 20 年未満が約 30％を占める。次いで、5 年以上 10

年未満が約 25%であった。 

 

図表 61 現在の法人での勤続年数 

 

 

３）介護福祉士資格の保有状況 

介護福祉士の資格を保有する人が約 70％を占めていた。 

 

図表 62 介護福祉士資格の保有状況 

 

N ％

1年未満 48 2.7%

1年以上3年未満 136 7.5%

3年以上5年未満 164 9.1%

5年以上10年未満 383 21.2%

10年以上20年未満 809 44.8%

20年以上 266 14.7%

全体 1806 100.0%

N ％

1年未満 118 6.5%

1年以上3年未満 283 15.7%

3年以上5年未満 282 15.6%

5年以上10年未満 465 25.7%

10年以上20年未満 548 30.3%

20年以上 110 6.1%

全体 1806 100.0%

N ％

介護福祉士の資格を保有している 1299 71.9%

保有していない 507 28.1%

全体 1806 100.0%
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４）役職の状況 

一般職・担当職が約 60％を占める。次いで、主任・（サブ）リーダーなど職場のまとめ役が約

25％、管理職は約 17％であった。 

 

図表 63 役職の状況 

 

 

５）転職経験及び前職の勤務経験 

前職は他の事業所・施設で介護職員として勤務していた人が約 45%を占める。次いで、前職は

介護業界以外で勤務していた人が約 40％。転職経験がない人は約 20％であった。 

 

図表 64 転職経験及び前職の勤務経験 

 

 

６）回答者の年齢 

 40 代が最多で約 30％を占める。次いで、50 代が約 25%、30 代が約 20％であった。 

 

図表 65 回答者の年齢 

 

  

N ％

管理職 304 16.8%

主任・（サブ）リーダーなど職場のまとめ役 449 24.9%

一般職・担当職 1053 58.3%

全体 1806 100.0%

N ％

転職経験はない 351 19.4%

前職は他の事業所・施設で介護職員として勤務していた 778 43.1%

前職は介護業界以外で勤務していた 677 37.5%

全体 1806 100.0%

N ％

20代以下 141 7.8%

30代 402 22.3%

40代 578 32.0%

50代 453 25.1%

60代 198 11.0%

70代以上 34 1.9%

全体 1806 100.0%
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７）回答者の性別 

女性が多く、約 70％を占めている。 

 

図表 66 回答者の性別 

 

 

８）回答者の勤務形態 

正規職員・常勤が最も多く、約 80％を占める。正規職員が約 84％、非正規職員が約 16％で

あった。 

 

図表 67 回答者の勤務形態 

 

 

９）家族の介護状況 

家族の介護は行っていない人が多く、約 90％を占める。 

 

図表 68 家族の介護状況 

 

 

  

N ％

男性 495 27.4%

女性 1243 68.8%

回答しない 68 3.8%

全体 1806 100.0%

N ％

正規職員・常勤 1423 78.8%

正規職員・非常勤 97 5.4%

非正規職員・常勤 140 7.8%

非正規職員・非常勤 143 7.9%

介護職派遣 3 0.2%

全体 1806 100.0%

N ％

主介護者として家族の介護を行っている 190 10.5%

家族の介護は行っていない 1616 89.5%

全体 1806 100.0%
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１０）同居する子供の有無 

同居している子供がいない人が約 50％を占める。次いで、同居している中学生以上がいる人

が約 30％。同居している未就学児がいる人は約 10％であった。 

 

図表 69 同居する子供の有無 

 

 

11）回答者の年収 

 回答者全体でみると、年収約 300 万円未満が約 45%を占める。次いで、年収約 300 万円以上

400 万円未満が約 35%。年収約 500 万円以上の人は約５%であった。 

 

図表 70 回答者の年収（全体） 

 

 

 介護業界の経験年数別にみると、いずれの年収帯であっても、およそ 40～60％は介護業界経

験年数 10 年以上 20 年未満が占めている。また、年収約 500 万円以上になると、介護業界経験

年数 20 年以上が約 50％を占めている。 

 

図表 71 回答者の年収（介護業界経験年数別） 

 

  

N % N %

同居している未就学児がいる 1806 214 11.8% 1592 88.2%

同居している小学生がいる 1806 334 18.5% 1472 81.5%

同居している中学生以上がいる 1806 571 31.6% 1235 68.4%

同居している子供はいない 1806 902 49.9% 904 50.1%

該当する 該当しない
N

N ％

年収約300万円未満 837 46.3%

年収約300万円以上400万円未満 640 35.4%

年収約400万円以上500万円未満 232 12.8%

年収約500万円以上 97 5.4%

全体 1806 100.0%

N 1年未満
1年以上

3年未満

3年以上

5年未満

5年以上

10年未満

10年以上

20年未満
20年以上

年収約300万円未満 837 4.2% 11.6% 12.3% 23.2% 38.5% 10.3%

年収約300万円以上400万円未満 640 1.4% 5.8% 8.3% 24.2% 48.3% 12.0%

年収約400万円以上500万円未満 232 1.3% 0.9% 3.0% 13.8% 57.3% 23.7%

年収約500万円以上 97 1.0% 0.0% 1.0% 2.1% 46.4% 49.5%
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役職別にみると、年収約 300 万円未満では、約 80％が一般職・担当職となっている。また、年

収約 500 万円以上では、約 60％が管理職であり、一般職・担当職は約 5％である。 

 

図表 72 回答者の年収（役職別） 

 

 

年収約 400 万円以上では、施設系・居住系の割合が高くなる傾向にある。また、通所系は幅

広い年収帯で同程度の割合を占めており、訪問系は他の類型と比較して年収がやや劣る傾向に

ある。 

 

図表 73 回答者の年収（サービス類型別） 

 

 

  

N 管理職

主任・（サブ）

リーダーなど職場

のまとめ役

一般職・担当職

年収約300万円未満 837 6.5% 13.9% 79.7%

年収約300万円以上400万円未満 640 16.3% 31.4% 52.3%

年収約400万円以上500万円未満 232 37.9% 42.2% 19.8%

年収約500万円以上 97 59.8% 35.1% 5.2%

N 1_訪問系 2_通所系 3_施設系・居住系

年収約300万円未満 635 29.6% 41.3% 29.1%

年収約300万円以上400万円未満 510 19.8% 36.9% 43.3%

年収約400万円以上500万円未満 176 23.3% 26.1% 50.6%

年収約500万円以上 73 12.3% 41.1% 46.6%
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(2) 継続就業意向・現在の満足度 

１）継続就業意向 

回答者の約 60％が今の勤務先で継続して働きたいという意向であった。また、介護関係の別

の勤務先で働きたいという回答は約７％、介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたいと

いう回答は約５％であった。 

 

図表 74 継続就業意向（全体） 

 

 

回答者の現在の法人の勤続年数によって、継続就業意向の傾向に大きな差はみられなかっ

た。ただし、勤続 20 年以上になると、今の勤務先で働き続けたいという割合がやや高くなる。 

 

図表 75 継続就業意向（勤続年数別） 

 

 

  

N ％

今の勤務先で働き続けたい 1099 60.9%

介護関係の別の勤務先で働きたい 130 7.2%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 1.5%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 1.0%

介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたい 89 4.9%

わからない 399 22.1%

働きたくない 44 2.4%

全体 1806 100.0%

N
今の勤務先で

働き続けたい

介護関係の別

の勤務先で働

きたい

介護以外の福

祉関係の別の

勤務先で働き

たい

医療関係の別

の勤務先で働

きたい

介護・医療・福

祉関係以外の

別の勤務先で

働きたい

わからない 働きたくない

1年未満 118 59.3% 8.5% 0.0% 1.7% 2.5% 26.3% 1.7%

1年以上3年未満 283 56.9% 10.6% 1.4% 0.4% 4.2% 24.4% 2.1%

3年以上5年未満 282 60.3% 7.8% 2.8% 0.0% 5.0% 20.2% 3.9%

5年以上10年未満 465 61.9% 6.7% 1.1% 1.1% 5.4% 21.9% 1.9%

10年以上20年未満 548 60.6% 6.4% 1.6% 1.6% 5.5% 22.1% 2.2%

20年以上 110 70.9% 1.8% 0.9% 0.9% 4.5% 17.3% 3.6%
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年齢別にみると、年齢が高いほど今の勤務先で働き続けたいと考える割合が高くなる。この傾

向は 40 代以降でより顕著にみられる。また、介護業界以外で働きたいと考えている人の割合は、

年齢が高いほど少なくなる傾向にあった。 

 

図表 76 継続就業意向（年齢別） 

 

 

年収別では、年収 500 万円以上になると「分からない」の割合が減り、「今の勤務先で働き続け

たい」という回答が増えている。ただし、年収約 500 万円の層は勤続 20 年以上の職員や、管理

職を担う職員が多く、年収だけでなく他の要因も影響していると考えられる。 

 

図表 77 継続就業意向（年収別） 

 

 

回答者の勤務先のサービス類型別にみると、訪問系は他の類型と比較して、今の勤務先で働

き続けたいと考えている職員の割合が高い。逆に、施設系・居住系は、介護業界内での転職や

介護業界外への転職を希望している職員の割合が高い。 

 

図表 78 継続就業意向（サービス類型別） 

 

  

N
今の勤務先で

働き続けたい

介護関係の別

の勤務先で働

きたい

介護以外の福

祉関係の別の

勤務先で働き

たい

医療関係の別

の勤務先で働

きたい

介護・医療・福

祉関係以外の

別の勤務先で

働きたい

わからない 働きたくない

20代以下 141 52.5% 5.7% 1.4% 1.4% 8.5% 26.2% 4.3%

30代 402 50.2% 9.7% 2.5% 1.0% 6.5% 26.9% 3.2%

40代 578 59.2% 7.6% 1.2% 1.2% 4.8% 24.6% 1.4%

50代 453 66.7% 7.3% 1.3% 1.1% 3.5% 19.0% 1.1%

60代 198 76.3% 2.5% 1.0% 0.0% 3.5% 12.1% 4.5%

70代以上 34 82.4% 2.9% 0.0% 0.0% 0.0% 5.9% 8.8%

N

今の勤務先

で働き続けた

い

介護関係の

別の

勤務先で働

きたい

介護以外の

福祉関係の

別の勤務先

で働きたい

医療関係の

別の勤務先

で働きたい

介護・医療・

福祉関係以

外の別の勤

務先で働きた

い

わからない 働きたくない

年収約300万円未満 837 59.0% 7.4% 1.4% 0.7% 5.5% 23.5% 2.4%

年収約300万円以上400万円未満 640 58.9% 7.7% 1.7% 1.1% 5.5% 22.3% 2.8%

年収約400万円以上500万円未満 232 63.8% 6.5% 1.7% 2.2% 3.0% 21.1% 1.7%

年収約500万円以上 97 82.5% 4.1% 0.0% 0.0% 1.0% 10.3% 2.1%

N
今の勤務先で

働き続けたい

介護関係の別

の勤務先で働

きたい

介護以外の福

祉関係の別の

勤務先で働き

たい

医療関係の別

の勤務先で働

きたい

介護・医療・福

祉関係以外の

別の勤務先で

働きたい

わからない 働きたくない

1_訪問系 339 69.9% 5.3% 0.9% 0.6% 2.7% 19.2% 1.5%

2_通所系 526 61.8% 6.1% 1.7% 1.5% 5.1% 21.9% 1.9%

3_施設系・居住系 529 56.5% 8.9% 0.9% 0.9% 6.4% 23.3% 3.0%
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事業所を運営する法人の規模別でみると、法人規模が小さい方がやや継続就業意向が高い

傾向がみられる。 

 

図表 79 継続就業意向（事業所・施設の運営法人規模別） 

 

 

地域区分別でみると、6 級地～7 級地において継続就業意向がやや高い傾向がある。 

 

図表 80 継続就業意向（事業所・施設の地域区分別） 

 

  

n
今の勤務先で

働き続けたい

介護関係の別

の勤務先で働

きたい

その他（他職

種、他業界希

望等）

法人の運営事業所数：1事業所のみ 250 69.6% 5.2% 25.2%

法人の運営事業所数：2~9事業所 792 60.5% 6.7% 32.8%

法人の運営事業所数：10事業所以上 889 59.1% 8.8% 32.1%

全体 1394 61.8% 7.0% 31.3%

n
今の勤務先で

働き続けたい

介護関係の別

の勤務先で働

きたい

その他（他職

種、他業界希

望等）

1級地~5級地 198 62.1% 9.1% 28.8%

6級地~7級地 307 67.4% 7.5% 25.1%

その他地域 889 59.7% 6.3% 34.0%

全体 1394 61.8% 7.0% 31.3%
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加算の届出状況別でみると、加算を届け出ている方が継続就業意向が高いという傾向とはな

っていない。 

 

図表 81 継続就業意向（事業所・施設の加算の届出状況別） 

 

 

事業所の取組として職場環境等要件 24 項目について特に注力している取組数が多い事業

所・施設の所属職員の方が、継続就業意向はやや高い傾向がある。 

 

図表 82 継続就業意向（事業所・施設の職場環境等要件の取組状況別） 

 

 

  

処遇改善加算の届出状況

n
今の勤務先で働

き続けたい

介護関係の別の
勤務先で働きた

い

介護以外の福祉
関係の別の勤務

先で働きたい

医療関係の別の
勤務先で働きた

い

介護・医療・福祉
関係以外の別の
勤務先で働きた

い

わからない 働きたくない

加算（Ⅰ） 1182 60.5% 7.4% 1.3% 1.1% 5.3% 22.1% 2.3%
加算（Ⅱ） 90 70.0% 1.1% 1.1% 0.0% 4.4% 23.3% 0.0%
加算（Ⅲ） 82 67.1% 8.5% 1.2% 1.2% 2.4% 18.3% 1.2%
届け出なし 40 70.0% 2.5% 0.0% 2.5% 2.5% 15.0% 7.5%
全体 1394 61.8% 7.0% 1.2% 1.1% 5.0% 21.7% 2.2%

特定処遇改善加算の届出状況

n
今の勤務先で働

き続けたい

介護関係の別の
勤務先で働きた

い

介護以外の福祉
関係の別の勤務

先で働きたい

医療関係の別の
勤務先で働きた

い

介護・医療・福祉
関係以外の別の
勤務先で働きた

い

わからない 働きたくない

加算（Ⅰ） 595 59.8% 8.1% 0.8% 1.0% 5.9% 22.4% 2.0%
加算（Ⅱ） 417 61.4% 7.7% 1.7% 0.7% 4.6% 22.5% 1.4%
届け出なし 382 65.2% 4.5% 1.3% 1.6% 4.2% 19.9% 3.4%
全体 1394 61.8% 7.0% 1.2% 1.1% 5.0% 21.7% 2.2%

特に注力している取組数

n
今の勤務先で働

き続けたい

介護関係の別の
勤務先で働きた

い

介護以外の福祉
関係の別の勤務

先で働きたい

医療関係の別の
勤務先で働きた

い

介護・医療・福祉
関係以外の別の
勤務先で働きた

い

わからない 働きたくない

0 213 52.6% 9.9% 0.5% 1.4% 5.2% 26.8% 3.8%
1~2 260 58.8% 11.5% 1.2% 2.3% 5.0% 18.8% 2.3%
3~4 226 63.3% 9.3% 1.8% 0.9% 4.0% 18.6% 2.2%
5~6 217 63.1% 4.6% 0.9% 0.5% 4.1% 24.9% 1.8%
7~10 157 58.6% 6.4% 3.2% 0.0% 4.5% 25.5% 1.9%
11~15 150 70.0% 1.3% 0.7% 1.3% 6.0% 19.3% 1.3%
16~24 171 69.6% 1.8% 0.6% 0.6% 7.0% 18.7% 1.8%
全体 1394 61.8% 7.0% 1.2% 1.1% 5.0% 21.7% 2.2%
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２） 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由 

現在の勤務先で介護の仕事を継続していきたいと思う理由として、約 60％が「職場の人間関

係」を挙げており、最も多かった。次いで、「労働時間・休日等の労働条件」と「立地条件（通勤利

便性）」となった。 

 

図表 83 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由（全体） 

 

 

  

N ％ N ％

職場の人間関係 646 58.8% 453 41.2%

労働時間・休日等の労働条件 453 41.2% 646 58.8%

立地条件（通勤利便性） 388 35.3% 711 64.7%

雇用が安定している 382 34.8% 717 65.2%

利用者やその家族からの感謝 378 34.4% 721 65.6%

賃金（給与・賞与） 373 33.9% 726 66.1%

能力・個性・資格が活かせる 314 28.6% 785 71.4%

ライフイベントと仕事の両立ができる 230 20.9% 869 79.1%

理念への共鳴 160 14.6% 939 85.4%

身体的負担が少ない 151 13.7% 948 86.3%

管理職やリーダーのマネジメント力 148 13.5% 951 86.5%

業務量への納得 144 13.1% 955 86.9%

人事評価への納得 138 12.6% 961 87.4%

健康管理体制の整備 133 12.1% 966 87.9%

困りごとの相談窓口がある 113 10.3% 986 89.7%

介護以外の業務も含めた役割分担の明確さ 108 9.8% 991 90.2%

教育訓練の機会 100 9.1% 999 90.9%

役割・裁量の拡大 95 8.6% 1004 91.4%

地域との交流機会の充実 70 6.4% 1029 93.6%

上記の中に該当する理由はない 35 3.2% 1064 96.8%

社員寮・住宅補助 15 1.4% 1084 98.6%

該当する 該当しない
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現在の勤務先で介護の仕事を継続していきたいと思う理由に関して、勤続年数による大きな

傾向の差異は見られなかった。ただし、勤続 20 年以上になると、「雇用が安定していること」や、

「労働時間・休日等の労働条件」をやや重視する傾向が見られた。 

 

図表 84 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由（勤続年数別） 

 

 

  

N
業務量へ

の納得

職場の人

間関係

管理職や

リーダーの

マネジメン

ト力

介護以外

の業務も

含めた役

割分担の

明確さ

健康管理

体制の整

備

困りごとの

相談窓口

がある

ライフイベン

トと仕事の

両立がで

きる

理念への

共鳴

地域との

交流機会

の充実

利用者や

その家族か

らの感謝

1年未満 118 8.5% 33.9% 11.0% 6.8% 5.1% 8.5% 13.6% 6.8% 2.5% 24.6%

1年以上3年未満 283 9.9% 34.6% 12.4% 7.4% 6.4% 8.8% 15.9% 9.2% 3.2% 19.1%

3年以上5年未満 282 8.9% 35.8% 6.7% 5.3% 8.2% 6.7% 12.1% 7.8% 2.5% 22.0%

5年以上10年未満 465 6.9% 36.8% 6.2% 5.8% 5.6% 5.2% 13.3% 7.3% 3.4% 19.1%

10年以上20年未満 548 7.5% 35.9% 7.8% 5.3% 8.9% 5.1% 11.5% 9.7% 5.3% 21.2%

20年以上 110 7.3% 35.5% 8.2% 7.3% 10.0% 6.4% 9.1% 15.5% 5.5% 25.5%

N

雇用が

安定してい

る

労働時

間・休日

等の労働

条件

立地条件

(通勤利

便性)

賃金(給

与・賞与)

社員寮・

住宅補助

人事評価

への納得

教育訓練

の機会

役割・裁

量の拡大

能力・個

性・資格が

活かせる

身体的負

担が少な

い

1年未満 118 13.6% 27.1% 19.5% 24.6% 1.7% 7.6% 9.3% 2.5% 12.7% 11.0%

1年以上3年未満 283 21.9% 25.4% 20.8% 22.6% 1.4% 9.2% 7.1% 4.2% 17.0% 9.5%

3年以上5年未満 282 20.6% 24.1% 20.6% 21.3% 0.4% 8.5% 5.7% 4.6% 16.7% 9.6%

5年以上10年未満 465 18.7% 24.9% 23.4% 18.7% 1.1% 5.4% 3.0% 3.4% 15.3% 8.0%

10年以上20年未満 548 22.3% 23.9% 20.8% 19.2% 0.5% 8.0% 5.7% 7.3% 19.3% 6.4%

20年以上 110 33.6% 30.9% 22.7% 25.5% 0.0% 9.1% 7.3% 10.0% 24.5% 10.9%
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年齢が高いほど、「雇用が安定していること」や「立地条件」、「役割・裁量の拡大」や「能力や

個性・資格の活用」、「職場の人間関係」、「理念への共鳴」、「利用者やその家族からの感謝」を

現在の勤務先で働き続けたい理由として重視する傾向にあった。 

 

図表 85 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由（年齢別） 

 

 

  

N

雇用が

安定してい

る

労働時

間・休日

等の労働

条件

立地条件

(通勤利

便性)

賃金(給

与・賞与)

社員寮・

住宅補助

人事評価

への納得

教育訓練

の機会

役割・裁

量の拡大

能力・個

性・資格が

活かせる

身体的負

担が少な

い

20代以下 141 11.3% 19.9% 15.6% 18.4% 0.7% 5.0% 5.7% 3.5% 12.8% 8.5%

30代 402 17.7% 23.6% 14.4% 20.4% 2.2% 7.0% 5.2% 3.5% 11.4% 9.2%

40代 578 19.6% 24.4% 21.6% 19.6% 0.7% 6.4% 5.7% 6.1% 17.6% 7.1%

50代 453 26.3% 25.6% 25.8% 23.8% 0.2% 7.9% 5.5% 4.9% 18.8% 6.6%

60代 198 27.3% 33.8% 27.8% 20.2% 0.0% 13.1% 6.1% 7.6% 25.8% 12.6%

70代以上 34 26.5% 17.6% 32.4% 11.8% 0.0% 11.8% 2.9% 11.8% 35.3% 17.6%

N
業務量へ

の納得

職場の人

間関係

管理職や

リーダーの

マネジメン

ト力

介護以外

の業務も

含めた役

割分担の

明確さ

健康管理

体制の整

備

困りごとの

相談窓口

がある

ライフイベン

トと仕事の

両立がで

きる

理念への

共鳴

地域との

交流機会

の充実

利用者や

その家族か

らの感謝

20代以下 141 6.4% 27.0% 6.4% 3.5% 2.8% 6.4% 6.4% 2.8% 2.1% 17.7%

30代 402 8.2% 31.6% 7.2% 7.5% 6.2% 7.0% 13.9% 5.7% 2.2% 16.2%

40代 578 6.7% 34.3% 8.8% 4.7% 6.1% 5.5% 14.7% 7.3% 3.1% 19.0%

50代 453 7.9% 37.7% 8.4% 6.2% 8.8% 6.0% 10.2% 12.6% 3.8% 24.1%

60代 198 12.6% 48.5% 8.6% 8.6% 13.1% 7.1% 15.2% 13.6% 6.6% 28.3%

70代以上 34 5.9% 47.1% 11.8% 2.9% 8.8% 8.8% 11.8% 20.6% 29.4% 38.2%
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年収約 500 万円以上になると、「労働時間・休日等の労働条件」や「賃金」、「役割・裁量の拡

大」、「能力・個性・資格が活かせる」、「理念への共鳴」を挙げる割合が増える。この傾向は年収

約 400 万円以上 500 万円未満でも見られるため、年収がおよそ 400 万円以上になると賃金に一

定程度満足し、年収 500 万円程度になると賃金に概ね満足する可能性が示唆される。その結果、

賃金以外の仕事のやりがいに関連する項目である「能力・個性・資格が活かせる」、「理念への

共鳴」を継続就業意向の理由として選択することが増えたと考えられる。 

 

図表 86 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由（年収別） 

 

 

訪問系の事業所に勤務する職員は、他のサービス類型と比較して多くの理由を挙げる傾向に

あり、全体的に数値が高くなっている。特に、「能力・個性・資格が活かせる」、「職場の人間関

係」、「利用者やその家族からの感謝」を挙げる割合が高い。 

通所系と施設系・居住系は、回答の傾向は似ているものの、通所系は「賃金」を理由として挙

げる人の割合が相対的に低く、賃金以外の理由を重視していることが示唆される。 

 

図表 87 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由（サービス類型別） 

 

N
雇用が安

定している

労働時

間・休日

等の労働

条件

立地条件

(通勤利便

性)

賃金

(給与・賞

与)

社員寮・

住宅補助

人事評価

への納得

教育訓練

の機会

役割・裁

量の拡大

能力・個

性・資格が

活かせる

身体的負

担が少な

い

年収約300万円未満 837 16.5% 25.3% 21.7% 14.6% 0.6% 5.4% 4.8% 2.7% 15.2% 8.1%

年収約300万円以上400万円未満 640 21.7% 23.4% 21.6% 20.9% 1.4% 7.8% 5.3% 3.9% 15.5% 8.9%

年収約400万円以上500万円未満 232 29.7% 23.7% 19.8% 29.3% 0.0% 12.1% 7.3% 11.6% 23.7% 8.2%

年収約500万円以上 97 37.1% 37.1% 22.7% 50.5% 1.0% 15.5% 9.3% 20.6% 34.0% 7.2%

N
業務量へ

の納得

職場の人

間関係

管理職や

リーダーの

マネジメン

ト力

介護以外

の業務も

含めた役

割分担の

明確さ

健康管理

体制の整

備

困りごとの

相談窓口

がある

ライフイベン

トと仕事の

両立ができ

る

理念への

共鳴

地域との交

流機会の

充実

利用者や

その家族か

らの感謝

年収約300万円未満 837 7.6% 36.3% 6.8% 4.9% 6.1% 6.3% 12.3% 6.8% 3.8% 20.8%

年収約300万円以上400万円未満 640 7.0% 33.9% 7.3% 6.4% 6.9% 5.9% 12.3% 8.4% 3.4% 19.8%

年収約400万円以上500万円未満 232 9.9% 37.9% 12.5% 6.9% 9.9% 6.9% 13.8% 12.1% 3.4% 22.4%

年収約500万円以上 97 12.4% 38.1% 15.5% 10.3% 15.5% 6.2% 16.5% 21.6% 8.2% 25.8%

N
業務量へ

の納得

職場の人

間関係

管理職や

リーダーの

マネジメン

ト力

介護以外

の業務も

含めた役

割分担の

明確さ

健康管理

体制の整

備

困りごとの

相談窓口

がある

ライフイベン

トと仕事の

両立がで

きる

理念への

共鳴

地域との

交流機会

の充実

利用者や

その家族か

らの感謝

1_訪問系 339 13.9% 46.6% 13.6% 9.1% 13.0% 12.7% 18.3% 14.7% 6.8% 29.8%

2_通所系 526 7.6% 34.2% 6.8% 7.2% 7.8% 4.6% 12.5% 7.8% 4.2% 21.1%

3_施設系・居住系 529 6.4% 31.4% 7.8% 4.7% 6.4% 5.7% 11.0% 7.4% 2.8% 17.0%

N

雇用が

安定してい

る

労働時

間・休日

等の労働

条件

立地条件

(通勤利

便性)

賃金(給

与・賞与)

社員寮・

住宅補助

人事評価

への納得

教育訓練

の機会

役割・裁

量の拡大

能力・個

性・資格が

活かせる

身体的負

担が少な

い

1_訪問系 339 27.7% 29.2% 27.1% 25.7% 0.9% 13.6% 9.1% 5.9% 26.5% 10.6%

2_通所系 526 21.1% 26.6% 21.1% 17.3% 0.8% 5.5% 4.4% 4.8% 14.8% 9.1%

3_施設系・居住系 529 20.8% 22.3% 20.2% 23.8% 1.1% 8.1% 5.9% 6.6% 15.7% 8.9%
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３）現在の職場に対する総合的な満足度 

回答者の約 70％が現在の職場に満足している。現在の職場で働き続けたいという回答者が約

60％であったことを踏まえると、職場には満足しているものの、職場を変えたい、もしくは今後は

分からないと考えている職員が一定数存在している。 

 

図表 88 現在の職場に対する総合的な満足度 

 

  

N ％

非常に満足 205 11.4%

どちらかというと満足 1096 60.7%

どちらかというと不満 420 23.3%

不満 85 4.7%

全体 1806 100.0%
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(3) 現在の事業所・法人における直近２年間の就業意欲の変化 

１）直近２年間の就業意欲の変化 

回答者の約 60％が直近２年間で就業意欲が高まっている。 

 

図表 89 直近 2 年間の就業意欲の変化（全体） 

 

 

勤続年数別にみると、勤続年数が短いほど、直近２年間の就業意欲が高まったという傾向に

ある。特に、勤続 10 年未満においてその傾向が強くなっていることから、勤続 10 年程度までは

就業意欲が高まりやすいと考えられる。 

 

図表 90 直近 2 年間の就業意欲の変化（勤続年数別） 

 

 

  

N ％

非常に高まった 116 6.9%

どちらかというと高まった 897 53.1%

どちらかというと低くなった 566 33.5%

低くなった 109 6.5%

全体 1688 100.0%

N 非常に高まった
どちらかというと

高まった

どちらかというと

低くなった
低くなった

1年未満 118 - - - -

1年以上3年未満 283 10.2% 58.7% 25.8% 5.3%

3年以上5年未満 282 8.2% 54.6% 29.8% 7.4%

5年以上10年未満 465 6.9% 55.9% 32.0% 5.2%

10年以上20年未満 548 5.1% 48.0% 38.9% 8.0%

20年以上 110 3.6% 49.1% 42.7% 4.5%
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年代別にみると、年齢が高くなるほど、直近２年間の就業意欲が非常に高まった人が減り、ど

ちらかというと高まった人が増える傾向にあるが、「非常に高まった」＋「どちらかというと高まった」

の合計は 70 代以上を除き、概ね 55％前後となっており、年代別の特性は確認できなかった。勤

続年数別の結果を踏まえると、年代に関わらず、勤続年数が短い間は就業意欲が高まりやすい

ことが示唆される。 

 

図表 91 直近 2 年間の就業意欲の変化（年齢別） 

 

 

年収別にみると、年収約 500 万円以上になると、直近２年間の就業意欲が高くなる傾向にある。 

 

図表 92 直近 2 年間の就業意欲の変化（年収別） 

 

 

 勤務する事業所のサービス類型別にみると、訪問系、通所系、施設系・居住系の順に、直近２

年間の就業意欲が高まったと回答する人の割合が高かった。 

 

図表 93 直近 2 年間の就業意欲の変化（サービス類型別） 

 

  

N 非常に高まった
どちらかというと高

まった

どちらかというと低

くなった
低くなった

20代以下 141 9.2% 46.1% 22.0% 7.8%

30代 402 7.0% 47.8% 30.3% 8.0%

40代 578 6.2% 51.0% 30.4% 6.6%

50代 453 6.4% 49.4% 35.3% 4.6%

60代 198 4.0% 50.5% 33.8% 3.0%

70代以上 34 5.9% 61.8% 29.4% 2.9%

N
非常に高まっ

た

どちらかという

と高まった

どちらかという

と低くなった
低くなった

年収約300万円未満 757 7.0% 53.4% 33.3% 6.3%

年収約300万円以上400万円未満 611 6.1% 52.2% 34.9% 6.9%

年収約400万円以上500万円未満 225 7.1% 52.0% 34.7% 6.2%

年収約500万円以上 95 10.5% 60.0% 24.2% 5.3%

N 非常に高まった
どちらかというと

高まった

どちらかというと

低くなった
低くなった

1_訪問系 339 9.4% 54.9% 24.2% 4.4%

2_通所系 526 6.5% 51.1% 30.4% 6.3%

3_施設系・居住系 529 6.2% 45.9% 34.2% 7.2%
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２）さらに就業意欲が高まるきっかけとして重視するもの 

回答者の約 60％が、さらに就業意欲が高まるきっかけとして「賃金」を非常に重視している。次

いで、「職場の人間関係」、「労働時間・休日等の労働条件」となった。 

 

図表 94 さらに就業意欲が高まるきっかけとして重視するもの（全体） 

 

 

  

非常に重視する どちらかというと重視する どちらかというと重視しない 重視しない

% % % %

賃金（給与・賞与） 1806 61.0% 33.6% 4.0% 1.4%

職場の人間関係 1806 59.1% 35.2% 3.7% 2.0%

労働時間・休日等の労働条件 1806 57.6% 36.4% 4.5% 1.4%

雇用が安定している 1806 52.2% 41.1% 4.7% 2.0%

ライフイベントと仕事の両立ができる 1806 40.5% 44.6% 11.0% 3.9%

立地条件（通勤利便性） 1806 35.5% 46.7% 13.2% 4.5%

管理職やリーダーのマネジメント力 1806 33.8% 52.3% 10.4% 3.5%

業務量への納得 1806 30.3% 58.1% 8.9% 2.6%

身体的負担が少ない 1806 27.2% 54.3% 15.1% 3.5%

健康管理体制の整備 1806 26.6% 57.1% 13.0% 3.3%

利用者やその家族からの感謝 1806 25.9% 49.6% 18.4% 6.2%

人事評価への納得 1806 25.8% 55.9% 13.2% 5.0%

能力・個性・資格が活かせる 1806 25.5% 57.0% 13.1% 4.4%

介護以外の業務も含めた役割分担の明確さ 1806 22.9% 57.2% 15.8% 4.2%

困りごとの相談窓口がある 1806 20.2% 48.9% 22.9% 8.0%

教育訓練の機会 1806 15.0% 56.1% 21.7% 7.1%

理念への共鳴 1806 14.7% 51.6% 24.9% 8.8%

役割・裁量の拡大 1806 12.2% 52.8% 27.0% 7.9%

地域との交流機会の充実 1806 8.6% 39.8% 37.7% 13.9%

社員寮・住宅補助 1806 8.6% 24.0% 26.1% 41.3%

N
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継続就業意向別に、就業意欲が高まるきっかけとして「非常に重視するもの」を集計すると、今

の勤続先で働き続けたい職員と比較して、介護業界以外の別の勤務先で働きたい職員は、「労

働時間・休日等の労働条件」、「介護以外の業務も含めた役割分担の明確さ」、「ライフイベントと

仕事の両立」、「賃金」、「職場の人間関係」を重視する傾向にある。 

逆に、今の勤務先で働き続けたい職員は、「理念への共鳴」や「利用者や家族からの感謝」が

高くなっており、仕事のやりがいに関連する事項を重視する傾向にある。 

 

図表 95 さらに就業意欲が高まるきっかけとして重視するもの 

（継続就業意向のある職員と介護業界以外への転職を検討している職員の差） 

 

 

  

N
業務量へ

の納得

職場の人

間関係

管理職や

リーダーの

マネジメント

力

介護以外

の業務も

含めた役

割分担の

明確さ

健康管理

体制の整

備

困りごとの

相談窓口

がある

ライフイベン

トと仕事の

両立ができ

る

理念への

共鳴

地域との交

流機会の

充実

利用者やそ

の家族から

の感謝

今の勤務先で働き続けたい 1099 27.9% 59.7% 32.8% 20.1% 25.5% 19.3% 37.9% 17.7% 10.1% 31.1%

介護関係の別の勤務先で働きたい 130 30.0% 54.6% 41.5% 33.8% 30.0% 26.2% 37.7% 15.4% 7.7% 17.7%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 44.4% 55.6% 37.0% 25.9% 25.9% 22.2% 59.3% 7.4% 14.8% 22.2%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 33.3% 66.7% 55.6% 16.7% 33.3% 22.2% 50.0% 5.6% 5.6% 16.7%

介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたい 89 40.4% 74.2% 46.1% 38.2% 37.1% 22.5% 56.2% 9.0% 9.0% 14.6%

わからない 399 32.6% 55.1% 29.8% 23.1% 25.8% 19.5% 42.6% 9.3% 5.0% 19.0%

働きたくない 44 40.9% 63.6% 36.4% 27.3% 29.5% 22.7% 47.7% 9.1% 4.5% 9.1%

今の勤務先で働き続けたいー介護・医療・福祉関係以外の

別の勤務先で働きたい
-12.5% -14.5% -13.3% -18.1% -11.6% -3.2% -18.2% 8.7% 1.1% 16.5%

N

雇用が

安定して

いる

労働時

間・休日

等の労働

条件

立地条件

(通勤利便

性)

賃金

(給与・賞

与)

社員寮・

住宅補助

人事評価

への納得

教育訓

練

の機会

役割・裁

量

の拡大

能力・個

性・

資格が

活かせる

身体的

負担

が少ない

今の勤務先で働き続けたい 1099 52.0% 54.4% 37.8% 57.2% 8.0% 24.0% 15.6% 13.2% 26.8% 27.2%

介護関係の別の勤務先で働きたい 130 53.1% 66.2% 33.1% 67.7% 10.8% 33.8% 17.7% 10.8% 24.6% 20.0%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 59.3% 51.9% 22.2% 77.8% 11.1% 29.6% 14.8% 22.2% 37.0% 29.6%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 50.0% 66.7% 27.8% 66.7% 11.1% 27.8% 16.7% 5.6% 44.4% 33.3%

介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたい 89 57.3% 74.2% 33.7% 71.9% 13.5% 30.3% 16.9% 10.1% 25.8% 34.8%

わからない 399 51.1% 59.4% 31.3% 64.9% 8.0% 25.3% 11.8% 10.3% 20.6% 26.3%

働きたくない 44 50.0% 63.6% 40.9% 65.9% 9.1% 38.6% 18.2% 11.4% 22.7% 36.4%

今の勤務先で働き続けたいー介護・医療・福祉関係以外の

別の勤務先で働きたい
-5.3% -19.7% 4.1% -14.7% -5.5% -6.3% -1.3% 3.1% 1.0% -7.6%
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また、今の勤続先で働き続けたい職員と、介護関係の別の勤務先で働きたい職員を比較する

と、介護業界内の別の勤務先で働きたい職員は、「介護以外の業務も含めた役割分担の明確

さ」、「労働時間・休日等の労働条件」、「賃金」、「人事評価への納得」、「管理職やリーダーのマ

ネジメント力」を重視する傾向にある。 

逆に、今の勤務先で働き続けたい人は、「利用者や家族からの感謝」や「身体的負担の少なさ」

を重視する傾向がある。 

 

図表 96 さらに就業意欲が高まるきっかけとして重視するもの 

（継続就業意向のある職員と介護業界内での転職を検討している職員の差） 

 

 

介護関係以外の別の勤務先で働きたい職員と、介護関係の別の勤務先で働きたい職員が共

通して今の勤務先で働き続けたいと考える職員よりも重視する傾向にあるのは、「介護以外の業

務も含めた役割分担の明確さ」、「労働時間・休日等の労働条件」、「賃金」であった。 

 また、介護関係以外の別の勤務先で働きたい職員のみが重視する傾向にあるのは「ライフイベ

ントと仕事の両立」、「職場の人間関係」であり、介護関係の別の勤務先で働きたい職員のみが

重視する傾向にあるのは、「人事評価への納得」、「管理職やリーダーのマネジメント力」であった。 

  

N
業務量へ

の納得

職場の人

間関係

管理職や

リーダーの

マネジメント

力

介護以外

の業務も

含めた役

割分担の

明確さ

健康管理

体制の整

備

困りごとの

相談窓口

がある

ライフイベン

トと仕事の

両立ができ

る

理念への

共鳴

地域との交

流機会の

充実

利用者やそ

の家族から

の感謝

今の勤務先で働き続けたい 1099 27.9% 59.7% 32.8% 20.1% 25.5% 19.3% 37.9% 17.7% 10.1% 31.1%

介護関係の別の勤務先で働きたい 130 30.0% 54.6% 41.5% 33.8% 30.0% 26.2% 37.7% 15.4% 7.7% 17.7%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 44.4% 55.6% 37.0% 25.9% 25.9% 22.2% 59.3% 7.4% 14.8% 22.2%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 33.3% 66.7% 55.6% 16.7% 33.3% 22.2% 50.0% 5.6% 5.6% 16.7%

介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたい 89 40.4% 74.2% 46.1% 38.2% 37.1% 22.5% 56.2% 9.0% 9.0% 14.6%

わからない 399 32.6% 55.1% 29.8% 23.1% 25.8% 19.5% 42.6% 9.3% 5.0% 19.0%

働きたくない 44 40.9% 63.6% 36.4% 27.3% 29.5% 22.7% 47.7% 9.1% 4.5% 9.1%

今の勤務先で働き続けたいー介護関係の別の勤務先で働き

たい
-2.1% 5.1% -8.8% -13.7% -4.5% -6.9% 0.3% 2.3% 2.4% 13.4%

N

雇用が

安定して

いる

労働時

間・休日

等の労働

条件

立地条件

(通勤利便

性)

賃金

(給与・賞

与)

社員寮・

住宅補助

人事評価

への納得

教育訓

練の機会

役割・裁

量の拡大

能力・個

性・資格

が活かせ

る

身体的負

担が少な

い

今の勤務先で働き続けたい 1099 52.0% 54.4% 37.8% 57.2% 8.0% 24.0% 15.6% 13.2% 26.8% 27.2%

介護関係の別の勤務先で働きたい 130 53.1% 66.2% 33.1% 67.7% 10.8% 33.8% 17.7% 10.8% 24.6% 20.0%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 59.3% 51.9% 22.2% 77.8% 11.1% 29.6% 14.8% 22.2% 37.0% 29.6%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 50.0% 66.7% 27.8% 66.7% 11.1% 27.8% 16.7% 5.6% 44.4% 33.3%

介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたい 89 57.3% 74.2% 33.7% 71.9% 13.5% 30.3% 16.9% 10.1% 25.8% 34.8%

わからない 399 51.1% 59.4% 31.3% 64.9% 8.0% 25.3% 11.8% 10.3% 20.6% 26.3%

働きたくない 44 50.0% 63.6% 40.9% 65.9% 9.1% 38.6% 18.2% 11.4% 22.7% 36.4%

今の勤務先で働き続けたいー介護関係の別の勤務先で働き

たい
-1.0% -11.7% 4.7% -10.5% -2.8% -9.8% -2.1% 2.4% 2.2% 7.2%
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(4) 勤務先の変化による就業意欲の変化 

１） 勤務先の変化による就業意欲の変化 

前職が介護業界だった転職経験者に対し、前職時代と比較した就業意欲の変化を調査すると、

回答者の約 80％が転職によって就業意欲が高まったと回答した。うち、約 20％は就業意欲が非

常に高まっていた。 

 

図表 97 前職（介護業界）と比較した就業意欲の変化 

 

 

２）前職と比較して就業意欲が高まった理由 

回答者の約 55％が、前職と比較して就業意欲が高まった理由に「職場の人間関係」を挙げて

おり、最も多い。次いで、「労働時間・休日等の労働条件」、「賃金」と続く。 

 

図表 98 前職（介護業界）と比較して就業意欲が高まった理由 

 

N ％

非常に高まった 164 21.1%

どちらかというと高まった 459 59.0%

どちらかというと低くなった 133 17.1%

低くなった 22 2.8%

全体 778 100.0%

該当する 該当しない

％ ％

職場の人間関係 623 54.4% 45.6%

労働時間・休日等の労働条件 623 45.7% 54.3%

賃金（給与・賞与） 623 44.9% 55.1%

雇用が安定している 623 36.6% 63.4%

立地条件（通勤利便性） 623 29.9% 70.1%

能力・個性・資格が活かせる 623 29.9% 70.1%

利用者やその家族からの感謝 623 29.2% 70.8%

ライフイベントと仕事の両立ができる 623 22.6% 77.4%

身体的負担が少ない 623 19.7% 80.3%

管理職やリーダーのマネジメント力 623 19.1% 80.9%

業務量への納得 623 18.1% 81.9%

人事評価への納得 623 17.7% 82.3%

理念への共鳴 623 16.2% 83.8%

健康管理体制の整備 623 14.6% 85.4%

役割・裁量の拡大 623 12.7% 87.3%

教育訓練の機会 623 12.4% 87.6%

介護以外の業務も含めた役割分担の明確さ 623 10.9% 89.1%

困りごとの相談窓口がある 623 9.1% 90.9%

地域との交流機会の充実 623 5.0% 95.0%

上記の中に該当する理由はない 623 2.2% 97.8%

社員寮・住宅補助 623 1.4% 98.6%

N
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３）現在の事業所・施設に入職した理由 

回答者の約 40％が現在の事業所・施設に入職する際に、「労働時間・休日等の労働条件」を

非常に重視しており、最も多かった。次いで、「賃金」、「雇用が安定していること」であった。 

逆に、「社員寮・住宅補助」や「地域との交流機会の充実」、「教育訓練の機会」などは介護業

界内での転職において、入職の理由としては重視されない傾向にある。 

 

図表 99 現在の事業所・施設に入職した理由 

 

  

非常に重視する どちらかというと重視する どちらかというと重視しない 重視しない

% % % %

労働時間・休日等の労働条件 778 42.9% 43.2% 10.0% 3.9%

賃金（給与・賞与） 778 38.9% 43.6% 13.1% 4.4%

雇用が安定している 778 37.5% 44.7% 12.9% 4.9%

立地条件（通勤利便性） 778 35.7% 39.1% 17.5% 7.7%

職場の人間関係 778 34.8% 43.3% 14.1% 7.7%

ライフイベントと仕事の両立ができる 778 25.1% 43.4% 21.3% 10.2%

利用者やその家族からの感謝 778 17.7% 37.8% 30.1% 14.4%

能力・個性・資格が活かせる 778 17.6% 51.8% 21.0% 9.6%

身体的負担が少ない 778 17.4% 43.6% 28.3% 10.8%

管理職やリーダーのマネジメント力 778 15.8% 45.9% 26.1% 12.2%

健康管理体制の整備 778 13.2% 41.9% 31.4% 13.5%

業務量への納得 778 12.5% 50.1% 27.8% 9.6%

理念への共鳴 778 10.8% 41.0% 32.6% 15.6%

介護以外の業務も含めた役割分担の明確さ 778 10.0% 42.5% 33.9% 13.5%

人事評価への納得 778 9.9% 42.5% 29.9% 17.6%

困りごとの相談窓口がある 778 9.6% 31.4% 40.4% 18.6%

役割・裁量の拡大 778 7.6% 36.8% 38.4% 17.2%

教育訓練の機会 778 7.5% 36.5% 38.2% 17.9%

地域との交流機会の充実 778 4.9% 33.0% 42.5% 19.5%

社員寮・住宅補助 778 3.9% 13.8% 31.5% 50.9%

N
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(5) 職場環境等要件の認知の状況とその評価 

１）職場環境等要件の取組認知状況 

職場環境等要件の 24 要件について、回答者が認識する、所属する法人や事業所の取組状況

は以下の通りとなった。 

取り組んでいると認知されている上位５つの要件は、「㉑ミーティング等による職場内コミュニケ

ーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善」、「⑯

事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備」、「⑩職員の事情等の状況に応じ

た勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員へ

の転換の制度等の整備」、「⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備」、「⑳業務手順書の作成や、

記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減」であった。 

わからない・知らないという回答が多かった５つの要件は、「⑮雇用管理改善のための管理者

に対する研修等の実施」が最も多く、次いで「⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート

等をする担当者）制度等の導入」、「②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のた

めの制度構築」、「㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生

徒や住民との交流の実施」、「⑧上位者・担当者等にようキャリア面談など、キャリアアップ等に関

する定期的な相談の機会の確保」となった。 
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図表 100  職場環境等要件の認知状況 

 

  

取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない

% % %

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護

職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
1806 77.0% 9.2% 13.8%

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 1806 75.0% 5.7% 19.3%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導

入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整

備

1806 71.8% 7.5% 20.7%

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 1806 70.2% 15.3% 14.5%

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作

業負担の軽減
1806 67.9% 11.0% 21.0%

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援

や、より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、

認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研

修の受講支援

1806 67.2% 10.7% 22.0%

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業

員のための休憩室の設置等健康管理対策の実施
1806 63.3% 13.7% 23.0%

①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のため

の施策・仕組みなどの明確化
1806 61.9% 7.7% 30.4%

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機

会の提供
1806 59.9% 12.0% 28.1%

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等に

こだわらない幅広い採用の仕組みの構築
1806 59.2% 7.2% 33.6%

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭

文字をとったもの）等の実践による職場環境の整備
1806 57.9% 13.0% 29.1%

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ

機会の提供
1806 52.9% 15.7% 31.4%

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 1806 51.5% 11.8% 36.7%

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度

等の充実、事業所内託児施設の整備
1806 51.2% 18.8% 30.0%

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、

経理や労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役

割分担の明確化

1806 49.4% 18.4% 32.2%

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向

上の取組の実施
1806 49.1% 15.3% 35.6%

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 1806 46.7% 11.6% 41.6%

⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期

的な相談の機会の確保
1806 43.0% 17.3% 39.7%

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談

体制の充実
1806 42.7% 20.1% 37.2%

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットや

センサー等の導入による業務量の縮減
1806 40.8% 33.7% 25.5%

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 1806 39.1% 12.6% 48.2%

㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・

生徒や住民との交流の実施
1806 35.7% 24.0% 40.3%

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボッ

トやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施
1806 32.4% 35.3% 32.3%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等

導入
1806 29.1% 24.4% 46.6%

N
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２）職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係 

職場環境等要件の 24 要件について、それぞれが就業意欲や職場に対する満足度向上にどの

程度効果があるか調査した結果は以下の通りとなった。 

⚫ 「⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備」は回答者の約 50％が「非常に効果がある」として

挙げており、最も多かった。次いで、「⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間

正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の

整備」、「⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専

門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供

責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援」となった。 

⚫ 一方、「①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・

仕組みなどの明確化」、「㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域

の児童・生徒や住民との交流の実施」、「②事業者の共同による採用・人事ローテーション・

研修のための制度構築」等は、職場への満足度や就業意欲の向上のためには重視されな

い傾向にある。 
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図表 101 職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係（全体） 

 

 

 

今の勤務先で働き続けたいと考える職員と、介護・医療・福祉以外の別の勤務先で働きたい職

員を比較すると、今の勤務先で働き続けたい職員は、以下の要件が満足度や就業意欲向上に

資すると考える傾向にある。 

⚫ 「②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築」、 

⚫ 「⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備」、 

⚫ 「㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づき

を踏まえた勤務環境やケア内容の改善」、 

⚫ 「㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供」、 

⚫ 「㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供」 

 

非常に効果がある どちらかというと効果がある どちらかというと効果がない 効果がない わからない

% % % % %

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 1806 49.8% 32.5% 5.3% 3.2% 9.2%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導

入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整

備

1806 37.2% 40.8% 4.0% 1.9% 16.2%

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援

や、より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認

知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修

の受講支援

1806 34.3% 41.9% 4.9% 2.7% 16.2%

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護

職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
1806 33.2% 46.5% 6.0% 2.3% 12.0%

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等

の充実、事業所内託児施設の整備
1806 31.8% 38.2% 5.4% 3.4% 21.2%

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 1806 28.8% 47.1% 6.5% 2.8% 14.8%

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作

業負担の軽減
1806 27.3% 48.6% 6.6% 2.8% 14.7%

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機

会の提供
1806 26.0% 45.3% 6.4% 2.8% 19.5%

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業

員のための休憩室の設置等健康管理対策の実施
1806 25.1% 43.7% 8.2% 4.0% 18.9%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等

導入
1806 22.6% 41.2% 8.9% 4.8% 22.5%

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談

体制の充実
1806 22.6% 41.2% 8.9% 4.8% 22.4%

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文

字をとったもの）等の実践による職場環境の整備
1806 21.4% 48.4% 6.8% 2.6% 20.7%

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットや

センサー等の導入による業務量の縮減
1806 21.1% 38.3% 8.0% 4.8% 27.9%

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ

機会の提供
1806 20.9% 43.2% 8.9% 3.9% 23.1%

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 1806 19.4% 44.5% 9.0% 4.2% 22.9%

⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期

的な相談の機会の確保
1806 19.4% 44.4% 9.0% 4.3% 22.9%

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、

経理や労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役

割分担の明確化

1806 19.4% 41.9% 7.6% 3.8% 27.3%

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボッ

トやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施
1806 18.5% 37.8% 9.7% 6.3% 27.6%

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 1806 18.3% 40.6% 9.0% 3.6% 28.5%

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等に

こだわらない幅広い採用の仕組みの構築
1806 18.2% 43.5% 9.0% 3.7% 25.6%

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向

上の取組の実施
1806 14.5% 40.0% 11.8% 5.3% 28.4%

①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のため

の施策・仕組みなどの明確化
1806 13.7% 42.9% 11.7% 4.8% 26.9%

㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・

生徒や住民との交流の実施
1806 13.0% 38.0% 11.3% 5.7% 31.9%

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 1806 11.5% 42.0% 11.6% 4.8% 30.0%

N



 

70 

 

図表 102 職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係 

（継続就業意向のある職員と介護業界以外への転職を検討している職員の差） 
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介護関係の別の勤務先で働きたい 130 14.6% 20.8% 16.9% 23.1% 21.5% 15.4% 16.9% 23.1% 26.9% 10.0% 14.6% 25.4%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 29.6% 25.9% 14.8% 7.4% 25.9% 11.1% 18.5% 18.5% 22.2% 7.4% 14.8% 22.2%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 44.4% 27.8% 27.8% 22.2% 27.8% 27.8% 16.7% 33.3% 33.3% 11.1% 16.7% 16.7%
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また、今の勤務先で働き続けたい職員と、介護関係の別の勤務先で働きたい職員を比較する

と、今の勤務先で働き続けたい職員は、すべての要件について満足度や就業意欲向上に資する

と考えている。その中でも、特に顕著なのは以下の要件であった。 

⚫ 「⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に

即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備」、 

⚫ 「㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づき

を踏まえた勤務環境やケア内容の改善」、 

⚫ 「㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供」 
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図表 103 職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係 

（継続就業意向のある職員と介護業界内での転職を検討している職員の差） 
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働きたくない 44 6.8% 6.8% 15.9% 4.5% 31.8% 15.9% 13.6% 15.9% 22.7% 36.4% 43.2% 13.6%

今の勤務先で働き続けたいー介護関係の別の勤務先で働き

たい
10.0% 7.7% 9.2% 3.8% 8.2% 7.1% 7.3% 7.1% 9.1% 14.2% 7.5% 7.3%
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事
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今の勤務先で働き続けたい 1099 20.2% 27.0% 19.6% 33.0% 23.5% 22.0% 24.0% 30.5% 38.2% 15.1% 25.6% 30.5%

介護関係の別の勤務先で働きたい 130 14.6% 20.8% 16.9% 23.1% 21.5% 15.4% 16.9% 23.1% 26.9% 10.0% 14.6% 25.4%

介護以外の福祉関係の別の勤務先で働きたい 27 29.6% 25.9% 14.8% 7.4% 25.9% 11.1% 18.5% 18.5% 22.2% 7.4% 14.8% 22.2%

医療関係の別の勤務先で働きたい 18 44.4% 27.8% 27.8% 22.2% 27.8% 27.8% 16.7% 33.3% 33.3% 11.1% 16.7% 16.7%

介護・医療・福祉関係以外の別の勤務先で働きたい 89 18.0% 29.2% 20.2% 27.0% 22.5% 19.1% 27.0% 24.7% 27.0% 12.4% 15.7% 18.0%

わからない 399 14.0% 20.6% 14.8% 22.1% 14.5% 14.5% 14.8% 21.3% 25.1% 10.0% 13.3% 17.3%

働きたくない 44 13.6% 20.5% 15.9% 22.7% 11.4% 13.6% 22.7% 22.7% 18.2% 2.3% 6.8% 15.9%

今の勤務先で働き続けたいー介護関係の別の勤務先で働き

たい
5.6% 6.3% 2.6% 10.0% 1.9% 6.6% 7.1% 7.4% 11.3% 5.1% 11.0% 5.1%
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現在の職場の満足度別にみると、現在の職場に満足している人は、不満に感じている人と比

較して、以下が満足度や就業意欲向上に資すると考える傾向にある。 

⚫ 「⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の

高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サービス提供責任者

研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援」、 

⚫ 「⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備」、 

⚫ 「㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づき

を踏まえた勤務環境やケア内容の改善」、 

⚫ 「㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供」 

⚫ 「㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供」 

 

図表 104 職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係（現在の満足度別） 
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非常に満足 205 33.2% 27.8% 35.1% 29.8% 52.2% 34.1% 43.9% 34.1% 41.5% 54.6% 60.5% 43.9%

どちらかというと満足 1096 13.5% 11.2% 17.2% 14.0% 34.6% 19.4% 20.8% 19.4% 31.8% 36.5% 49.5% 20.8%

どちらかというと不満 420 6.2% 6.0% 13.6% 10.2% 26.7% 14.3% 18.1% 14.3% 27.9% 31.7% 46.9% 18.1%

不満 85 7.1% 3.5% 11.8% 5.9% 24.7% 9.4% 17.6% 9.4% 27.1% 31.8% 41.2% 17.6%

満足群ー不満群 33.4% 29.5% 27.0% 27.6% 35.4% 29.9% 29.0% 29.9% 18.4% 27.7% 22.0% 29.0%
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等

に

よ

る

腰

痛

対

策

の

実

施

⑭

短

時

間

勤

務

労

働

者

等

も

受

診

可

能

な

健

康

診

断

・

ス

ト

レ

ス

チ

ェ

ッ

ク

や

、

従

業

員

の

た

め

の

休

憩

室

の

設

置

等

健

康

管

理

対

策

の

実

施

⑮

雇

用

管

理

改

善

の

た

め

の

管

理

者

に

対

す

る

研

修

等

の

実

施

⑯

事

故

・

ト

ラ

ブ

ル

へ

の

対

応

マ

ニ

ュ

ア

ル

等

の

作

成

等

の

体

制

の

整

備 ⑰

タ

ブ

レ

ッ

ト

端

末

や

イ

ン

カ

ム

等

の

 

I

C

T

 

活

用

や

見

守

り

機

器

等

の

介

護

ロ

ボ

ッ

ト

や

セ

ン

サ

ー

等

の

導

入

に

よ

る

業

務

量

の

縮

減

⑱

高

齢

者

の

活

躍

（

居

室

や

フ

ロ

ア

等

の

掃

除

、

食

事

の

配

膳

・

下

膳

な

ど

の

ほ

か

、

経

理

や

労

務

、

広

報

な

ど

も

含

め

た

介

護

業

務

以

外

の

業

務

の

提

供

）

等

に

よ

る

役

割

分

担

の

明

確

化

⑲

5

S

 

活

動

（

業

務

管

理

の

手

法

の

 

1

 

つ

。

整

理

・

整

頓

・

清

掃

・

清

潔

・

躾

の

頭

文

字

を

と

っ

た

も

の

）

等

の

実

践

に

よ

る

職

場

環

境

の

整

備

⑳

業

務

手

順

書

の

作

成

や

、

記

録

・

報

告

様

式

の

工

夫

等

に

よ

る

情

報

共

有

や

作

業

負

担

の

軽

減

㉑

ミ

ー

テ

ィ

ン

グ

等

に

よ

る

職

場

内

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

の

円

滑

化

に

よ

る

個

々

の

介

護

職

員

の

気

づ

き

を

踏

ま

え

た

勤

務

環

境

や

ケ

ア

内

容

の

改

善

㉒

地

域

包

括

ケ

ア

の

一

員

と

し

て

の

モ

チ

ベ

ー

シ

ョ

ン

向

上

に

資

す

る

、

地

域

の

児

童

・

生

徒

や

住

民

と

の

交

流

の

実

施

㉓

利

用

者

本

位

の

ケ

ア

方

針

な

ど

介

護

保

険

や

法

人

の

理

念

等

を

定

期

的

に

学

ぶ

機

会

の

提

供

㉔

ケ

ア

の

好

事

例

や

、

利

用

者

や

そ

の

家

族

か

ら

の

謝

意

等

の

情

報

を

共

有

す

る

機

会

の

提

供

非常に満足 205 29.3% 42.0% 33.7% 48.8% 29.3% 34.1% 41.0% 48.8% 53.7% 25.9% 40.0% 46.3%

どちらかというと満足 1096 17.4% 23.3% 17.1% 28.6% 20.7% 18.2% 20.3% 25.7% 33.4% 12.9% 20.8% 25.6%

どちらかというと不満 420 15.7% 21.4% 14.8% 21.9% 18.1% 15.2% 16.2% 23.1% 25.7% 8.8% 14.3% 20.0%

不満 85 21.2% 25.9% 14.1% 17.6% 21.2% 21.2% 15.3% 16.5% 17.6% 4.7% 8.2% 10.6%

満足群ー不満群 9.8% 17.9% 21.8% 37.9% 10.7% 15.9% 29.7% 34.9% 43.7% 25.2% 38.3% 41.4%
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満足度や就業意欲の向上に効果があると考える職場環境等要件について、勤続年数別の大

きな傾向差はみられなかった。 

図表 105 職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係（勤続年数別） 

 

N

①

法

人

や

事

業

所

の

経

営

理

念

や

ケ

ア

方

針

・

人

材

育

成

方

針

、

そ

の

実

現

の

た

め

の

施

策

・

仕

組

み

な

ど

の

明

確

化

②

事

業

者

の

共

同

に

よ

る

採

用

・

人

事

ロ

ー

テ

ー

シ

ョ

ン

・

研

修

の

た

め

の

制

度

構

築

③

他

産

業

か

ら

の

転

職

者

、

主

婦

層

、

中

高

年

齢

者

等

、

経

験

者

・

有

資

格

者

等

に

こ

だ

わ

ら

な

い

幅

広

い

採

用

の

仕

組

み

の

構

築

④

職

業

体

験

の

受

入

れ

や

地

域

行

事

へ

の

参

加

や

主

催

等

に

よ

る

職

業

魅

力

度

向

上

の

取

組

の

実

施

⑤

働

き

な

が

ら

介

護

福

祉

士

取

得

を

目

指

す

者

に

対

す

る

実

務

者

研

修

受

講

支

援

や

、

よ

り

専

門

性

の

高

い

介

護

技

術

を

取

得

し

よ

う

と

す

る

者

に

対

す

る

喀

痰

吸

引

、

認

知

症

ケ

ア

、

サ

ー

ビ

ス

提

供

責

任

者

研

修

、

中

堅

職

員

に

対

す

る

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

研

修

の

受

講

支

援

⑥

研

修

の

受

講

や

キ

ャ

リ

ア

段

位

制

度

と

人

事

考

課

と

の

連

動

⑦

エ

ル

ダ

ー

・

メ

ン

タ

ー

（

仕

事

や

メ

ン

タ

ル

面

の

サ

ポ

ー

ト

等

を

す

る

担

当

者

）

制

度

等

導

入

⑧

上

位

者

・

担

当

者

等

に

よ

る

キ

ャ

リ

ア

面

談

な

ど

、

キ

ャ

リ

ア

ア

ッ

プ

等

に

関

す

る

定

期

的

な

相

談

の

機

会

の

確

保

⑨

子

育

て

や

家

族

等

の

介

護

等

と

仕

事

の

両

立

を

目

指

す

者

の

た

め

の

休

業

制

度

等

の

充

実

、

事

業

所

内

託

児

施

設

の

整

備

⑩

職

員

の

事

情

等

の

状

況

に

応

じ

た

勤

務

シ

フ

ト

や

短

時

間

正

規

職

員

制

度

の

導

入

、

職

員

の

希

望

に

即

し

た

非

正

規

職

員

か

ら

正

規

職

員

へ

の

転

換

の

制

度

等

の

整

備

⑪

有

給

休

暇

が

取

得

し

や

す

い

環

境

の

整

備

⑫

業

務

や

福

利

厚

生

制

度

、

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

等

の

職

員

相

談

窓

口

の

設

置

等

相

談

体

制

の

充

実

1年未満 118 11.0% 15.3% 17.8% 17.8% 33.9% 23.7% 25.4% 23.7% 33.9% 38.1% 48.3% 25.4%

1年以上3年未満 283 12.7% 11.0% 18.7% 12.7% 31.1% 17.3% 23.3% 17.3% 29.7% 35.0% 49.1% 23.3%

3年以上5年未満 282 13.1% 10.6% 17.0% 13.5% 34.0% 19.5% 19.9% 19.5% 31.2% 36.2% 46.8% 19.9%

5年以上10年未満 465 15.1% 11.4% 20.0% 15.7% 35.9% 21.1% 24.1% 21.1% 34.8% 40.0% 55.5% 24.1%

10年以上20年未満 548 13.1% 10.8% 17.0% 13.9% 33.9% 18.1% 21.5% 18.1% 29.6% 35.8% 46.5% 21.5%

20年以上 110 18.2% 15.5% 18.2% 16.4% 38.2% 20.0% 24.5% 20.0% 34.5% 40.0% 52.7% 24.5%

N

⑬

介

護

職

員

の

身

体

の

負

担

軽

減

の

た

め

の

介

護

技

術

の

修

得

支

援

、

介

護

ロ

ボ

ッ

ト

や

リ

フ

ト

等

の

介

護

機

器

等

導

入

及

び

研

修

等

に

よ

る

腰

痛

対

策

の

実

施

⑭

短

時

間

勤

務

労

働

者

等

も

受

診

可

能

な

健

康

診

断

・

ス

ト

レ

ス

チ

ェ

ッ

ク

や

、

従

業

員

の

た

め

の

休

憩

室

の

設

置

等

健

康

管

理

対

策

の

実

施

⑮

雇

用

管

理

改

善

の

た

め

の

管

理

者

に

対

す

る

研

修

等

の

実

施

⑯

事

故

・

ト

ラ

ブ

ル

へ

の

対

応

マ

ニ

ュ

ア

ル

等

の

作

成

等

の

体

制

の

整

備 ⑰

タ

ブ

レ

ッ

ト

端

末

や

イ

ン

カ

ム

等

の

 

I

C

T

 

活

用

や

見

守

り

機

器

等

の

介

護

ロ

ボ

ッ

ト

や

セ

ン

サ

ー

等

の

導

入

に

よ

る

業

務

量

の

縮

減

⑱

高

齢

者

の

活

躍

（

居

室

や

フ

ロ

ア

等

の

掃

除

、

食

事

の

配

膳

・

下

膳

な

ど

の

ほ

か

、

経

理

や

労

務

、

広

報

な

ど

も

含

め

た

介

護

業

務

以

外

の

業

務

の

提

供

）

等

に

よ

る

役

割

分

担

の

明

確

化

⑲

5

S

 

活

動

（

業

務

管

理

の

手

法

の

 

1

 

つ

。

整

理

・

整

頓

・

清

掃

・

清

潔

・

躾

の

頭

文

字

を

と

っ

た

も

の

）

等

の

実

践

に

よ

る

職

場

環

境

の

整

備

⑳

業

務

手

順

書

の

作

成

や

、

記

録

・

報

告

様

式

の

工

夫

等

に

よ

る

情

報

共

有

や

作

業

負

担

の

軽

減

㉑

ミ

ー

テ

ィ

ン

グ

等

に

よ

る

職

場

内

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

の

円

滑

化

に

よ

る

個

々

の

介

護

職

員

の

気

づ

き

を

踏

ま

え

た

勤

務

環

境

や

ケ

ア

内

容

の

改

善

㉒

地

域

包

括

ケ

ア

の

一

員

と

し

て

の

モ

チ

ベ

ー

シ

ョ

ン

向

上

に

資

す

る

、

地

域

の

児

童

・

生

徒

や

住

民

と

の

交

流

の

実

施

㉓

利

用

者

本

位

の

ケ

ア

方

針

な

ど

介

護

保

険

や

法

人

の

理

念

等

を

定

期

的

に

学

ぶ

機

会

の

提

供

㉔

ケ

ア

の

好

事

例

や

、

利

用

者

や

そ

の

家

族

か

ら

の

謝

意

等

の

情

報

を

共

有

す

る

機

会

の

提

供

1年未満 118 23.7% 27.1% 22.9% 30.5% 22.0% 20.3% 22.9% 33.1% 36.4% 12.7% 26.3% 28.0%

1年以上3年未満 283 20.5% 25.8% 17.7% 32.5% 23.0% 19.1% 26.5% 29.3% 35.3% 12.4% 20.5% 26.5%

3年以上5年未満 282 14.5% 22.3% 18.4% 26.2% 20.2% 17.4% 21.3% 24.1% 28.0% 11.0% 17.0% 23.8%

5年以上10年未満 465 20.6% 28.2% 20.2% 30.1% 24.9% 21.9% 23.0% 28.6% 34.0% 15.7% 21.5% 26.0%

10年以上20年未満 548 16.1% 23.2% 16.6% 26.8% 17.2% 18.2% 17.5% 25.9% 33.8% 12.6% 20.8% 25.7%

20年以上 110 21.8% 24.5% 14.5% 29.1% 20.9% 20.0% 20.0% 25.5% 30.9% 10.9% 23.6% 29.1%
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満足度や就業意欲の向上に効果があると考える職場環境等要件について、勤務しているサー

ビス類型ごとに顕著な傾向差はみられなかった。 

 

図表 106 職場環境等要件と就業意欲や職場満足度との関係（サービス類型別） 

 

 

 

N

①

法

人

や

事

業

所

の

経

営

理

念

や

ケ

ア

方

針

・

人

材

育

成

方

針

、

そ

の

実

現

の

た

め

の

施

策

・

仕

組

み

な

ど

の

明

確

化

②

事

業

者

の

共

同

に

よ

る

採

用

・

人

事

ロ

ー

テ

ー

シ

ョ

ン

・

研

修

の

た

め

の

制

度

構

築

③

他

産

業

か

ら

の

転

職

者

、

主

婦

層

、

中

高

年

齢

者

等

、

経

験

者

・

有

資

格

者

等

に

こ

だ

わ

ら

な

い

幅

広

い

採

用

の

仕

組

み

の

構

築

④

職

業

体

験

の

受

入

れ

や

地

域

行

事

へ

の

参

加

や

主

催

等

に

よ

る

職

業

魅

力

度

向

上

の

取

組

の

実

施

⑤

働

き

な

が

ら

介

護

福

祉

士

取

得

を

目

指

す

者

に

対

す

る

実

務

者

研

修

受

講

支

援

や

、

よ

り

専

門

性

の

高

い

介

護

技

術

を

取

得

し

よ

う

と

す

る

者

に

対

す

る

喀

痰

吸

引

、

認

知

症

ケ

ア

、

サ

ー

ビ

ス

提

供

責

任

者

研

修

、

中

堅

職

員

に

対

す

る

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

研

修

の

受

講

支

援

⑥

研

修

の

受

講

や

キ

ャ

リ

ア

段

位

制

度

と

人

事

考

課

と

の

連

動

⑦

エ

ル

ダ

ー

・

メ

ン

タ

ー

（

仕

事

や

メ

ン

タ

ル

面

の

サ

ポ

ー

ト

等

を

す

る

担

当

者

）

制

度

等

導

入

⑧

上

位

者

・

担

当

者

等

に

よ

る

キ

ャ

リ

ア

面

談

な

ど

、

キ

ャ

リ

ア

ア

ッ

プ

等

に

関

す

る

定

期

的

な

相

談

の

機

会

の

確

保

⑨

子

育

て

や

家

族

等

の

介

護

等

と

仕

事

の

両

立

を

目

指

す

者

の

た

め

の

休

業

制

度

等

の

充

実

、

事

業

所

内

託

児

施

設

の

整

備

⑩

職

員

の

事

情

等

の

状

況

に

応

じ

た

勤

務

シ

フ

ト

や

短

時

間

正

規

職

員

制

度

の

導

入

、

職

員

の

希

望

に

即

し

た

非

正

規

職

員

か

ら

正

規

職

員

へ

の

転

換

の

制

度

等

の

整

備

⑪

有

給

休

暇

が

取

得

し

や

す

い

環

境

の

整

備

⑫

業

務

や

福

利

厚

生

制

度

、

メ

ン

タ

ル

ヘ

ル

ス

等

の

職

員

相

談

窓

口

の

設

置

等

相

談

体

制

の

充

実

1_訪問系 339 15.3% 12.1% 16.2% 13.6% 33.3% 21.8% 26.5% 21.8% 29.8% 35.7% 42.5% 26.5%

2_通所系 526 12.0% 10.1% 16.7% 14.8% 30.8% 17.1% 21.3% 17.1% 29.7% 33.5% 49.4% 21.3%

3_施設系・居住系 529 13.4% 11.5% 18.9% 14.6% 36.7% 18.5% 21.0% 18.5% 32.1% 38.4% 49.0% 21.0%

N

⑬

介

護

職

員

の

身

体

の

負

担

軽

減

の

た

め

の

介

護

技

術

の

修

得

支

援

、

介

護

ロ

ボ

ッ

ト

や

リ

フ

ト

等

の

介

護

機

器

等

導

入

及

び

研

修

等

に

よ

る

腰

痛

対

策

の

実

施

⑭

短

時

間

勤

務

労

働

者

等

も

受

診

可

能

な

健

康

診

断

・

ス

ト

レ

ス

チ

ェ

ッ

ク

や

、

従

業

員

の

た

め

の

休

憩

室

の

設

置

等

健

康

管

理

対

策

の

実

施

⑮

雇

用

管

理

改

善

の

た

め

の

管

理

者

に

対

す

る

研

修

等

の

実

施

⑯

事

故

・

ト

ラ

ブ

ル

へ

の

対

応

マ

ニ

ュ

ア

ル

等

の

作

成

等

の

体

制

の

整

備 ⑰

タ

ブ

レ

ッ

ト

端

末

や

イ

ン

カ

ム

等

の

 

I

C

T

 

活

用

や

見

守

り

機

器

等

の

介

護

ロ

ボ

ッ

ト

や

セ

ン

サ

ー

等

の

導

入

に

よ

る

業

務

量

の

縮

減

⑱

高

齢

者

の

活

躍

（

居

室

や

フ

ロ

ア

等

の

掃

除

、

食

事

の

配

膳

・

下

膳

な

ど

の

ほ

か

、

経

理

や

労

務

、

広

報

な

ど

も

含

め

た

介

護

業

務

以

外

の

業

務

の

提

供

）

等

に

よ

る

役

割

分

担

の

明

確

化

⑲

5

S

 

活

動

（

業

務

管

理

の

手

法

の

 

1

 

つ

。

整

理

・

整

頓

・

清

掃

・

清

潔

・

躾

の

頭

文

字

を

と

っ

た

も

の

）

等

の

実

践

に

よ

る

職

場

環

境

の

整

備

⑳

業

務

手

順

書

の

作

成

や

、

記

録

・

報

告

様

式

の

工

夫

等

に

よ

る

情

報

共

有

や

作

業

負

担

の

軽

減

㉑

ミ

ー

テ

ィ

ン

グ

等

に

よ

る

職

場

内

コ

ミ

ュ

ニ

ケ

ー

シ

ョ

ン

の

円

滑

化

に

よ

る

個

々

の

介

護

職

員

の

気

づ

き

を

踏

ま

え

た

勤

務

環

境

や

ケ

ア

内

容

の

改

善

㉒

地

域

包

括

ケ

ア

の

一

員

と

し

て

の

モ

チ

ベ

ー

シ

ョ

ン

向

上

に

資

す

る

、

地

域

の

児

童

・

生

徒

や

住

民

と

の

交

流

の

実

施

㉓

利

用

者

本

位

の

ケ

ア

方

針

な

ど

介

護

保

険

や

法

人

の

理

念

等

を

定

期

的

に

学

ぶ

機

会

の

提

供

㉔

ケ

ア

の

好

事

例

や

、

利

用

者

や

そ

の

家

族

か

ら

の

謝

意

等

の

情

報

を

共

有

す

る

機

会

の

提

供

1_訪問系 339 14.5% 26.3% 22.4% 32.2% 18.3% 18.9% 20.9% 30.4% 33.9% 13.6% 22.1% 29.2%

2_通所系 526 16.3% 22.2% 16.2% 24.9% 19.2% 17.1% 20.9% 24.3% 33.3% 15.0% 19.2% 25.7%

3_施設系・居住系 529 20.4% 25.5% 16.1% 29.1% 22.9% 21.9% 21.7% 26.1% 31.0% 10.8% 20.2% 24.4%
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(6) 職員調査結果のまとめ 

１）就業意欲や継続就業意向に影響を与える要因 

⚫ 「現在の勤務先で継続して就業したい理由」、「就業意欲が高まるきっかけとして重視するも

の」、「介護業界以外で働きたいと考えている職員が、就業意欲が高まるきっかけとして重視

するもの」、「介護業界内での転職経験者が現在の事業所への入職時に重視したもの」の４

つの設問において、それぞれ上位５つに入った回答は以下の通りとなる。 

⚫ 「職場の人間関係」と「労働時間・休日等の労働条件」は全ての設問において上位５つに入

っており、就業意欲の向上や継続就業意向に影響を与えていると考えられる。特に、「現在

の勤務先で介護の仕事を継続したい理由」や「就業意欲が高まるきっかけとして重視するも

の」の設問でより上位に来ていることから、現在の勤務先に満足し、より就業意欲を高めるき

っかけとしては「職場の人間関係」の方が重視されると示唆される。一方、介護業界以外へ

の転職を検討している人や、実際に介護業界内で転職した人は「労働時間・休日等の労働

条件」をより重視することが示唆される。 

⚫ また、「賃金」や「雇用が安定していること」についても、４つの設問のうち 3 つで上位５つに入

っており、就業意欲の向上や継続就業意向に影響を与えていると考えられる。 

⚫ 「立地条件（通勤利便性）」は、継続就業意向や転職時の決断理由として上位に入っている

ことから、継続就業意向に影響を与えると考えられ、「ライフイベントと仕事の両立」は就業意

欲が高まるきっかけに関する設問の上位に入っていることから、就業意欲に影響を与えると

考えられる。 

 

図表 107 各設問の回答上位５つ 

 

 

順位 現在の勤務先で介護の仕事を継続したい理由

１ 職場の人間関係

２ 労働時間・休日等の労働条件

３ 立地条件（通勤利便性）

４ 雇用が安定している

５ 利用者やその家族からの感謝

順位 就業意欲が高まるきっかけとして重視するもの

１ 賃金（給与・賞与）

２ 職場の人間関係

３ 労働時間・休日等の労働条件

４ 雇用が安定している

５ ライフイベントと仕事の両立

順位
介護業界以外で働きたいと考えている職員が就
業意欲が高まるきっかけとして重視するもの

１ 労働時間・休日等の労働条件

２ ライフイベントと仕事の両立

３ 介護以外の業務も含めた役割分担の明確さ

４ 賃金（給与・賞与）

５ 職場の人間関係

順位 現在の事業所への入職時に重視したもの

１ 労働時間・休日等の労働条件

２ 賃金（給与・賞与）

３ 雇用が安定している

４ 立地条件（通勤利便性）

５ 職場の人間関係

・・・すべてに共通して見られたもの

・・・４つのうち３つで見られたもの
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２）職場環境等要件について 

⚫ 就業意欲に非常に効果があるとして挙げられた上位５つの要件のうち、事業所の取組の認

知状況の上位５つにも入ったものは、要件⑪、⑩、㉑であった。これらは、⑪が「労働時間・

休日等の労働条件」や「ライフイベントと仕事の両立」、⑩が「雇用の安定性」、㉑が「職場の

人間関係」と関連していることから、１）の結果と合致している。 

⚫ また、就業意欲に非常に効果があるとして挙げられた下位５つの要件のうち、事業所の取組

の認知状況として、「わからない・知らない」の上位５つに入ったものは、㉒、②であった。これ

らは、職場環境等要件の 24 要件の中では、就業意欲にあまり効果がない、かつ取組として

認知されていないもののため、事業所が重点的に取り組んだとしても、効果としては低くなる

ことが想定される。 

 

図表 108 就業意欲に影響を与える要件（上位・下位それぞれ５つ） 

 

 

  

順位 就業意欲が高まるきっかけとして非常に効果があると考える要件（上位５つ）

１ ⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備

２
⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等
の整備

３
⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、
認知症ケア、サービス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援

４ ㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善

５ ⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備

順位 就業意欲が高まるきっかけとして非常に効果があると考える要件（下位５つ）

20 ③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわらない幅広い採用の仕組みの構築

21 ④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の実施

22 ①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・仕組みなどの明確化

23 ㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒や住民との交流の実施

24 ②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

※網掛けは、事業所の取り組みとして認知されている要件の上位５つに入ったもの

※網掛けは、事業所の取り組みとして認知されていない要件の上位５つに入ったもの
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4. 事業所・施設と職員調査結果を連携した分析 

(1) 職員満足度への影響の分析 

１） 職員満足度に対する影響分析の前提 

職員満足度に対する、事業所・施設の取組や職員属性、事業所・施設属性の影響を検討する

ために、以下の構造を前提として回帰分析を実施した。 

各指標の性質を考慮し、職員満足度を目的変数としたロジスティック回帰分析によって分析を

行った。なお、職員満足度は「非常に満足」を「1」、それ以外を「0」の名義尺後に変換して分析を

行った。 

また、サービス類型によって影響構造には大きく差があると考え、全体での回帰分析の実施に

加え、サービス類型ごとの回帰分析を実施した。 

 

図表 109 職員満足度への影響の分析の前提 

 

 

  

職場環境要件24
項目の取組（実
施状況、実績）

職員調査実施状
況、改善取組への
職員参画状況

賃金の見直し実
績、加算の配分

方法

継続就業意向職員満足度

勤続年数、役職、
雇用形態、年収

水準

サービス類型、所
在地域、事業所

規模

分析対象
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上記の構造を前提に、説明変数は次のように設定した。 

職場環境等要件の取組状況については、事業所・施設の取組状況である事業所・施設調査

の回答結果を活用するパターンに加え、職員が認識していてはじめて職員満足等に影響すると

いう前提を想定し、職員調査における職員の認知状況を説明変数とするパターンの 2 つの分析

を実施することとした。24 項目の認知状況については、相関があるものが多いと想定され、多重

共線性の問題が考えられるため、因子分析により変数の集約化を検討、得られた因子分析結果

（因子得点）を説明変数とすることとした。因子分析についても事業所・施設調査の結果と職員調

査それぞれの結果から分析を行い、得られた因子得点を説明変数とした。 

 

図表 110 説明変数の設定（事業所・施設調査の取組状況を使用） 

 

  

データ尺度 備考

事業所属性

■事業所Q3_法人規模 順序尺度（3段階） 調査結果から加工

■事業所Q4_地域区分 順序尺度（3段階） 調査結果から加工

■事業所Q5_事業開始時期 順序尺度（5段階） 調査結果から加工

事業所の職場環境改善等の取組・取組実績

■事業所Q12_因子得点1_人事制度・人材マネジメントの仕組

み（⑦、②、⑧、⑥）
比例尺度 因子分析結果より

■事業所Q12_因子得点2_マニュアル等の整備、情報共有・コ

ミュニケーション（⑳、⑯、㉑、㉔）
比例尺度 因子分析結果より

■事業所Q12_因子得点3_ICT・ロボットによる業務量縮減、地

域交流（⑬、㉒、⑰、④）
比例尺度 因子分析結果より

■事業所Q12_因子4得点_多様な採用、職員の希望に応じた柔

軟な勤務（③、⑩）
比例尺度 因子分析結果より

■事業所Q12_因子得点5_子育て・介護支援（⑨） 比例尺度 因子分析結果より

■事業所Q12_特に注力している取組の数 順序尺度（5段階） 調査結果から加工

■事業所Q23_休暇取得目標に対する取得率 順序尺度（6段階）

■事業所Q26_職員調査の実施状況 順序尺度（5段階）

■事業所Q28_職場環境改善への職員関与状況 順序尺度（4段階）、逆順

■事業所Q33_処遇改善分以上の賃上げ実施 順序尺度（3段階） 調査結果から加工

■事業所Q34_特定処遇改善加算（経験・技能のある職員以外へ

の配分）
名義尺度（配分あり1、それ以外0） 調査結果から加工

説明変数
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図表 111 説明変数の設定（職員調査の取組認知を使用） 

 

  

データ尺度 備考

事業所属性

■事業所Q3_法人規模 順序尺度（3段階） 調査結果から加工

■事業所Q4_地域区分 順序尺度（3段階） 調査結果から加工

■事業所Q5_事業開始時期 順序尺度（5段階） 調査結果から加工

職員の職場環境改善等の取組認識

●職員Q14_因子得点1_情報共有・コミュニケーション・学び

の機会、手順書・マニュアル作成（㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）
比例尺度 因子分析結果より

●職員Q14_因子得点2_人材マネジメント・雇用管理・相談対

応（⑦、⑧、⑫、⑮）
比例尺度 因子分析結果より

●職員Q14_因子得点3_人事・採用の仕組み、方針実現の仕組

み（②、③、①）
比例尺度 因子分析結果より

●職員Q14_因子得点4_職員の希望に応じた柔軟な勤務・雇用

対応（⑩）
比例尺度 因子分析結果より

●職員Q14_因子得点5_ICT・ロボットによる業務量縮減（⑰） 比例尺度 因子分析結果より

事業所の職場環境改善等の取組・取組実績

■事業所Q12_特に注力している取組の数 順序尺度（5段階） 調査結果から加工

■事業所Q23_休暇取得目標に対する取得率 順序尺度（6段階）

■事業所Q26_職員調査の実施状況 順序尺度（5段階）

■事業所Q28_職場環境改善への職員関与状況 順序尺度（4段階）、逆順

■事業所Q33_処遇改善分以上の賃上げ実施 順序尺度（3段階） 調査結果から加工

■事業所Q34_特定処遇改善加算（経験・技能のある職員以外へ

の配分）
名義尺度（配分あり1、それ以外0） 調査結果から加工

説明変数



 

82 

 

図表 112 事業所・施設の取組状況による職場環境等要件 24 項目の因子分析結果 

 

  

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導

入
0.720 0.058 0.243 0.080 0.197

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 0.707 0.117 0.160 0.203 0.113

⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的

な相談の機会の確保
0.667 0.275 0.269 0.132 0.119

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 0.629 0.252 0.149 0.208 0.000

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽

減
0.219 0.623 0.087 0.303 0.090

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 0.255 0.606 0.112 0.045 0.131

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職

員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
-0.034 0.595 0.157 0.066 0.127

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供 0.298 0.548 0.279 0.190 -0.224

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフ

ト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施
0.221 0.169 0.583 0.120 0.267

㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒

や住民との交流の実施
0.221 0.248 0.583 0.102 -0.021

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセン

サー等の導入による業務量の縮減
0.099 0.011 0.536 0.052 0.241

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の

実施
0.258 0.162 0.510 0.196 -0.013

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわら

ない幅広い採用の仕組みの構築
0.221 0.136 0.207 0.706 0.008

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の

希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備
0.149 0.299 0.204 0.527 0.179

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、

事業所内託児施設の整備
0.237 0.137 0.211 0.117 0.526 子育て・介護支援（⑨）

①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・

仕組みなどの明確化
0.489 0.393 0.249 0.082 0.057

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専

門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サー

ビス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援

0.163 0.221 0.411 0.299 0.065

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 0.287 0.437 0.078 0.279 0.163

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充

実
0.438 0.367 0.266 0.004 0.358

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のた

めの休憩室の設置等健康管理対策の実施
0.358 0.341 0.162 0.184 0.257

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 0.487 0.344 0.273 0.111 0.200

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や

労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化
0.432 0.150 0.371 0.187 0.094

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとっ

たもの）等の実践による職場環境の整備
0.418 0.478 0.138 0.161 0.016

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供 0.323 0.495 0.448 0.142 -0.052

人事制度・人材マネジメント

の仕組み（⑦、②、⑧、⑥）

マニュアル等の整備、情報共

有・コミュニケーション

（⑳、⑯、㉑、㉔）

ICT・ロボットによる業務量

縮減、地域交流（⑬、㉒、

⑰、④）

多様な採用、職員の希望に応

じた柔軟な勤務（③、⑩）
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図表 113 職員の認知状況による職場環境等要件 24 項目の因子分析結果 

 

  

因子1 因子2 因子3 因子4 因子5

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供 0.603 0.244 0.206 0.129 0.102

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽

減
0.586 0.125 0.195 0.209 0.135

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職

員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
0.564 0.064 0.215 0.256 0.109

㉓利用者本位のケア方針など介護保険や法人の理念等を定期的に学ぶ機会の提供 0.509 0.314 0.214 0.087 0.228

⑯事故・トラブルへの対応マニュアル等の作成等の体制の整備 0.507 0.190 0.193 0.269 0.034

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導

入
0.091 0.622 0.244 0.127 0.119

⑧上位者・担当者等によるキャリア面談など、キャリアアップ等に関する定期的

な相談の機会の確保
0.259 0.523 0.296 0.143 0.137

⑫業務や福利厚生制度、メンタルヘルス等の職員相談窓口の設置等相談体制の充

実
0.244 0.521 0.161 0.344 0.059

⑮雇用管理改善のための管理者に対する研修等の実施 0.358 0.510 0.168 0.109 0.081

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築 0.268 0.359 0.536 0.104 0.061

③他産業からの転職者、主婦層、中高年齢者等、経験者・有資格者等にこだわら

ない幅広い採用の仕組みの構築
0.204 0.139 0.517 0.252 0.099

①法人や事業所の経営理念やケア方針・人材育成方針、その実現のための施策・

仕組みなどの明確化
0.353 0.259 0.512 0.129 0.081

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の

希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備
0.214 0.096 0.335 0.581 0.168

職員の希望に応じた柔軟な

勤務・雇用対応（⑩）

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセン

サー等の導入による業務量の縮減
0.143 0.062 0.104 0.102 0.627

ICT・ロボットによる業務量

縮減（⑰）

④職業体験の受入れや地域行事への参加や主催等による職業魅力度向上の取組の

実施
0.219 0.222 0.371 0.207 0.150

⑤働きながら介護福祉士取得を目指す者に対する実務者研修受講支援や、より専

門性の高い介護技術を取得しようとする者に対する喀痰吸引、認知症ケア、サー

ビス提供責任者研修、中堅職員に対するマネジメント研修の受講支援

0.268 0.247 0.371 0.256 0.155

⑥研修の受講やキャリア段位制度と人事考課との連動 0.272 0.385 0.439 0.115 0.156

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、

事業所内託児施設の整備
0.142 0.221 0.198 0.458 0.217

⑪有給休暇が取得しやすい環境の整備 0.295 0.144 0.074 0.484 0.055

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフ

ト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施
0.192 0.343 0.116 0.195 0.437

⑭短時間勤務労働者等も受診可能な健康診断・ストレスチェックや、従業員のた

めの休憩室の設置等健康管理対策の実施
0.402 0.265 0.097 0.314 0.033

⑱高齢者の活躍（居室やフロア等の掃除、食事の配膳・下膳などのほか、経理や

労務、広報なども含めた介護業務以外の業務の提供）等による役割分担の明確化
0.351 0.116 0.240 0.130 0.215

⑲5S 活動（業務管理の手法の 1 つ。整理・整頓・清掃・清潔・躾の頭文字をとっ

たもの）等の実践による職場環境の整備
0.484 0.180 0.205 0.108 0.142

㉒地域包括ケアの一員としてのモチベーション向上に資する、地域の児童・生徒

や住民との交流の実施
0.335 0.246 0.160 0.128 0.179

情報共有・コミュニケー

ション・学びの機会、手順

書・マニュアル作成（㉔、

⑳、㉑、㉓、⑯）

人材マネジメント・雇用管

理・相談対応（⑦、⑧、

⑫、⑮）

人事・採用の仕組み、方針

実現の仕組み（②、③、

①）
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２） 職員満足度に対する回帰分析結果 

職員満足度に対する回帰分析結果（事業所・施設調査結果使用）は次頁の通り。 

サービス類型によって職員満足度への影響構造は異なることが確認できた。また、職場環境

等要件に関する事業所・施設の取組状況の一部が職員満足度に影響している可能性が示唆さ

れた。 

⚫ 全体の分析では、職員の「年齢層」、事業所の「地域区分」、「事業開始時期」、事業所・施

設の職場環境改善等の取組状況の「因子得点 2_ ICT・ロボットによる業務量縮減、地域交

流（対応する要件：⑬、㉒、⑰、④）」、事業所・施設の「特に注力している取組の数」、「職

員調査の実施状況」が影響している可能性が示唆された。 

⚫ 訪問系では、事業所・施設の「地域区分」、「事業開始時期」が影響している可能性が確

認できる。 

⚫ 通所系では、事業所の「地域区分」、事業所・施設の職場環境改善等の取組状況の「因

子得点 2_マニュアル等の整備、情報共有・コミュニケーション（対応する要件：⑳、⑯、㉑、

㉔）」、「因子得点 3_ICT・ロボットによる業務量縮減、地域交流（⑬、㉒、⑰、④）」、事業

所・施設の「特に注力している取組の数」、「処遇改善分以上の賃上げの実施」の影響が

確認できる。 

⚫ 施設系では、職員の「年収水準」、事業所・施設の職場環境改善等の取組状況の「因子

得点 5_子育て・介護支援（対応する要件：⑨）」、事業所・施設の「職員調査の実施状況」

の影響が確認できる。 
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図表 114 職員満足度への影響に関する回帰分析結果（事業所・施設調査の取組状況使用） 

 

  

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

職員属性

■職員Q2_勤続年数 -0.012 0.699 [  ] 0.970 0.066 0.317 [  ] 1.130 -0.008 0.886 [  ] 0.980 -0.058 0.221 [  ] 0.850

■職員Q4_役職 -0.002 0.955 [  ] 0.990 0.134 0.060 [  ] 1.580 -0.033 0.541 [  ] 0.860 -0.012 0.807 [  ] 0.940

■職員Q16_年齢層 0.065 0.033 [* ] 1.180 0.097 0.099 [  ] 1.250 -0.030 0.557 [  ] 0.910 0.065 0.175 [  ] 1.230

■職員Q17_性別（女性か） 0.036 0.240 [  ] 1.270 -0.001 0.992 [  ] 1.000 -0.012 0.807 [  ] 0.910 0.049 0.292 [  ] 1.480

■職員Q18_雇用形態（正規職員か） -0.038 0.188 [  ] 0.730 -0.083 0.145 [  ] 0.590 0.039 0.501 [  ] 1.420 -0.009 0.840 [  ] 0.880

■職員Q21_年収水準 0.050 0.153 [  ] 1.190 0.007 0.918 [  ] 1.030 0.054 0.341 [  ] 1.250 0.136 0.013 [* ] 1.820

事業所属性

■事業所Q3_法人規模 -0.019 0.514 [  ] 0.910 0.032 0.581 [  ] 1.140 -0.018 0.733 [  ] 0.900 -0.045 0.350 [  ] 0.760

■事業所Q4_地域区分 -0.076 0.007 [**] 0.730 -0.213 0.000 [**] 0.430 -0.096 0.026 [* ] 0.580 0.027 0.590 [  ] 1.130

■事業所Q5_事業開始時期 0.071 0.018 [* ] 1.170 0.150 0.047 [* ] 1.330 0.096 0.061 [  ] 1.270 0.009 0.851 [  ] 1.030

事業所の職場環境改善等の取組・取組実績

■事業所Q12_因子得点1_人事制度・人材マネジ

メントの仕組み（⑦、②、⑧、⑥）
0.037 0.248 [  ] 1.140 0.054 0.422 [  ] 1.190 -0.029 0.610 [  ] 0.890 0.049 0.419 [  ] 1.230

■事業所Q12_因子得点2_マニュアル等の整備、

情報共有・コミュニケーション（⑳、⑯、㉑、

㉔）

0.031 0.399 [  ] 1.120 0.001 0.988 [  ] 1.000 0.214 0.001 [**] 2.410 0.032 0.566 [  ] 1.160

■事業所Q12_因子得点3_ICT・ロボットによる

業務量縮減、地域交流（⑬、㉒、⑰、④）
0.074 0.037 [* ] 1.320 0.019 0.773 [  ] 1.070 0.146 0.034 [* ] 1.790 -0.026 0.645 [  ] 0.870

■事業所Q12_因子得点4_多様な採用、職員の希

望に応じた柔軟な勤務（③、⑩）
0.018 0.580 [  ] 1.070 -0.111 0.132 [  ] 0.710 0.109 0.054 [  ] 1.710 -0.021 0.701 [  ] 0.900

■事業所Q12_因子得点5_子育て・介護支援

（⑨）
-0.010 0.724 [  ] 0.960 -0.043 0.492 [  ] 0.850 -0.102 0.065 [  ] 0.630 0.098 0.049 [* ] 1.720

■事業所Q12_特に注力している取組の数 0.142 0.004 [**] 1.430 0.076 0.435 [  ] 1.180 0.325 0.001 [**] 2.550 0.091 0.244 [  ] 1.340

■事業所Q26_職員調査の実施状況 -0.077 0.013 [* ] 0.850 -0.048 0.424 [  ] 0.900 -0.035 0.497 [  ] 0.920 -0.189 0.000 [**] 0.620

■事業所Q28_職場環境改善への職員関与状況 0.000 0.999 [  ] 1.000 -0.071 0.252 [  ] 0.830 -0.011 0.810 [  ] 0.960 0.059 0.230 [  ] 1.260

■事業所Q33_処遇改善分以上の賃上げ実施 0.026 0.370 [  ] 1.110 -0.001 0.988 [  ] 1.000 0.121 0.018 [* ] 1.710 0.049 0.356 [  ] 1.270

■事業所Q34_特定処遇改善加算（経験・技能の

ある職員以外への配分）
0.003 0.929 [  ] 1.020 -0.100 0.102 [  ] 0.580 0.100 0.065 [  ] 2.020 -0.053 0.237 [  ] 0.650

N 1,394 339 526 529

寄与率 0.050 0.119 0.128 0.119

尤度比検定ｐ値 0.000 [**] 0.002 [**] 0.001 [**] 0.007 [**]

[**]：p<0.01 、[* ]：p<0.05　であり統計的に有意であることを示す

全体 訪問系 通所系 施設系

説明変数 ｐ値 ｐ値 ｐ値 ｐ値
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職員満足度に対する回帰分析結果（職員調査結果使用）は次頁の通り。 

事業所・施設調査結果を職場環境改善の取組に関する説明変数とした場合と同様に、サービ

ス類型によって職員満足度への影響構造は異なることが確認できた。また、職場環境等要件に

関する職員の認知が広く職員満足度に影響しており、事業所・施設の取組としての職場環境改

善の取組が満足度に影響を及ぼしている可能性が示唆される。 

⚫ 全体の分析では、職員の「年齢層」、事業所の「地域区分」、「事業開始時期」、職員の職

場環境改善等の取組認識の「因子得点 1_情報共有・コミュニケーション・学びの機会、手

順書・マニュアル作成（対応する要件：㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）」、「因子得点 2_材マネジメント・

雇用管理・相談対応（対応する要件：⑦、⑧、⑫、⑮）」、「因子得点 4_職員の希望に応じた

柔軟な勤務・雇用対応（対応する要件：⑩）」が影響している可能性が示唆された。 

⚫ 訪問系では、職員の「役職」、事業所の「地域区分」、「事業開始時期」、職員の職場環境

改善等の取組認識の「因子得点 2_材マネジメント・雇用管理・相談対応（対応する要件：

⑦、⑧、⑫、⑮）」、「因子得点 5_ICT・ロボットによる業務量縮減（対応する要件：⑰）」が影

響しているとみられる。ただし、「因子得点 5_ICT・ロボットによる業務量縮減（対応する要

件：⑰）」については、取組について認知しているほど満足度は低くなるという結果であり、

留意を要する。 

⚫ 通所系では、職員の職場環境改善等の取組認識の「因子得点 2_材マネジメント・雇用管

理・相談対応（対応する要件：⑦、⑧、⑫、⑮）」、「因子得点 4_職員の希望に応じた柔軟な

勤務・雇用対応（対応する要件：⑩）」、事業所・施設の「特に注力している取組の数」、「特

定処遇改善加算（経験技能のある職員への配分の有無）」の影響が確認できる。 

⚫ 施設系では、職員の職場環境改善等の取組認識の「因子得点 1_情報共有・コミュニケー

ション・学びの機会、手順書・マニュアル作成（対応する要件：㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）」、「因子

得点 2_材マネジメント・雇用管理・相談対応（対応する要件：⑦、⑧、⑫、⑮）」、「職員調査

の実施状況」の影響が確認できる。 

 

 説明変数に職員調査の取組認知を使用した場合の方が、より職員満足度への職場環境等

要件の取組の影響が幅広く確認できており、各取組は職員に認識されて、より満足度への影

響が生じている可能性が考えられる。 
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図表 115 職員満足度への影響に関する回帰分析結果（職員調査の職員認知使用） 

 

 

  

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

職員属性

●職員Q2_勤続年数 -0.017 0.609 [  ] 0.964 0.072 0.273 [  ] 1.155 -0.011 0.854 [  ] 0.973 -0.058 0.147 [  ] 0.827

●職員Q4_役職 0.067 0.069 [  ] 1.291 0.183 0.010 [**] 1.922 0.005 0.931 [  ] 1.023 0.033 0.449 [  ] 1.218

●職員Q16_年齢層 0.066 0.045 [* ] 1.179 0.098 0.089 [  ] 1.268 -0.061 0.254 [  ] 0.825 0.082 0.060 [  ] 1.347

●職員Q17_性別（女性か） 0.022 0.518 [  ] 1.147 -0.010 0.862 [  ] 0.925 -0.011 0.826 [  ] 0.919 0.041 0.322 [  ] 1.455

●職員Q18_雇用形態（正規職員か） -0.051 0.102 [  ] 0.664 -0.099 0.077 [  ] 0.512 -0.008 0.897 [  ] 0.933 0.003 0.948 [  ] 1.043

●職員Q21_年収水準 0.033 0.382 [  ] 1.117 0.000 0.995 [  ] 1.002 0.046 0.430 [  ] 1.204 0.065 0.186 [  ] 1.388

事業所属性

■事業所Q3_法人規模 -0.045 0.136 [  ] 0.818 0.039 0.486 [  ] 1.178 -0.070 0.199 [  ] 0.673 -0.073 0.068 [  ] 0.602

■事業所Q4_地域区分 -0.072 0.016 [* ] 0.750 -0.188 0.000 [**] 0.456 -0.082 0.072 [  ] 0.631 0.026 0.557 [  ] 1.146

■事業所Q5_事業開始時期 0.072 0.023 [* ] 1.162 0.179 0.010 [* ] 1.433 0.054 0.265 [  ] 1.144 -0.007 0.869 [  ] 0.978

職員の職場環境改善等の取組認知

●職員Q14_因子得点1_情報共有・コミュニケー

ション・学びの機会、手順書・マニュアル作成

（㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）

0.076 0.032 [* ] 1.311 0.036 0.569 [  ] 1.142 -0.051 0.362 [  ] 0.812 0.112 0.027 [* ] 1.824

●職員Q14_因子得点2_人材マネジメント・雇用

管理・相談対応（⑦、⑧、⑫、⑮）
0.177 0.000 [**] 1.928 0.136 0.024 [* ] 1.621 0.222 0.000 [**] 2.648 0.119 0.003 [**] 1.979

●職員Q14_因子得点3_人事・採用の仕組み、方

針実現の仕組み（②、③、①）
0.056 0.092 [  ] 1.250 0.041 0.509 [  ] 1.170 0.093 0.090 [  ] 1.531 0.018 0.666 [  ] 1.120

●職員Q14_因子得点4_職員の希望に応じた柔軟

な勤務・雇用対応（⑩）
0.103 0.003 [**] 1.507 0.095 0.127 [  ] 1.466 0.124 0.039 [* ] 1.756 0.052 0.238 [  ] 1.368

●職員Q14_因子得点5_ICT・ロボットによる業

務量縮減（⑰）
-0.032 0.295 [  ] 0.877 -0.132 0.020 [* ] 0.555 -0.028 0.570 [  ] 0.871 0.042 0.308 [  ] 1.288

事業所の職場環境改善等の取組・取組実績

■事業所Q12_特に注力している取組の数 0.048 0.108 [  ] 1.122 0.076 0.170 [  ] 1.189 0.105 0.036 [* ] 1.346 0.025 0.506 [  ] 1.097

■事業所Q26_職員調査の実施状況 -0.053 0.085 [  ] 0.898 -0.019 0.724 [  ] 0.958 -0.008 0.861 [  ] 0.980 -0.138 0.002 [**] 0.670

■事業所Q28_職場環境改善への職員関与状況 0.023 0.478 [  ] 1.069 -0.039 0.507 [  ] 0.895 0.057 0.261 [  ] 1.220 0.049 0.265 [  ] 1.251

■事業所Q33_処遇改善分以上の賃上げ実施 0.017 0.597 [  ] 1.064 -0.011 0.862 [  ] 0.963 0.098 0.066 [  ] 1.536 0.024 0.589 [  ] 1.147

■事業所Q34_特定処遇改善加算（経験・技能の

ある職員以外への配分）
0.000 0.999 [  ] 1.000 -0.079 0.157 [  ] 0.637 0.116 0.039 [* ] 2.217 -0.025 0.531 [  ] 0.799

N 1,394 339 526 529

寄与率 0.108 0.158 0.173 0.161

尤度比検定ｐ値 0.000 [**] 0.000 [**] 0.000 [**] 0.000 [**]

[**]：p<0.01 、[* ]：p<0.05　であり統計的に有意であることを示す

全体 訪問系 通所系 施設系

説明変数 ｐ値 ｐ値 ｐ値 ｐ値
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３） クロス集計による傾向の確認 

回帰分析で結果が得られた、職場環境等要件と満足度の関係について、その傾向を改めて確

認するために、職員の取組に関する認知状況と職員満足度の関係についてクロス集計結果を示

す（影響を明らかにできた代表的なものについて抜粋して掲載）。 

 

図表 116 職場環境等要件への取組認知別の職員満足度 

 

 

 

 

 

  

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

n 非常に満足
どちらかという

と満足
どちらかという

と不満
不満

非常に+どちらかと
いうと満足

取り組んでいる 1081 15.0% 63.6% 18.5% 3.0% 78.5%
取り組んでいない 217 5.1% 48.8% 37.8% 8.3% 53.9%
わからない・知らない 508 6.3% 59.6% 27.2% 6.9% 65.9%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入

n 非常に満足
どちらかという

と満足
どちらかという

と不満
不満

非常に+どちらかと
いうと満足

取り組んでいる 525 19.0% 64.2% 14.5% 2.3% 83.2%
取り組んでいない 440 7.3% 55.2% 30.0% 7.5% 62.5%
わからない・知らない 841 8.7% 61.4% 25.2% 4.8% 70.0%

n 非常に満足
どちらかという

と満足
どちらかという

と不満
不満

非常に+どちらかと
いうと満足

取り組んでいる 1296 13.3% 63.7% 20.1% 2.9% 77.1%
取り組んでいない 136 5.9% 42.6% 36.8% 14.7% 48.5%
わからない・知らない 374 6.4% 56.7% 29.4% 7.5% 63.1%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から
正規職員への転換の制度等の整備
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(2) 職員の継続就業意向への影響の分析 

１） 継続就業意向に対する影響分析の前提 

職員の継続就業意向に対する、事業所・施設の取組や職員属性、事業所・施設属性の影響を

検討するために、以下の構造を前提として回帰分析を実施した。 

目的変数を継続就業意向としてロジスティック回帰分析を行った。継続就業意向は「今の勤務

先で働き続けたい」を「1」、それ以外を「0」の名義尺後に変換して分析を行った。 

満足度の分析と同様に、サービス類型によって影響構造には大きく差があると考え、全体での

回帰分析の実施に加え、サービス類型ごとの回帰分析を実施した。 

 上記の構造を前提に、説明変数は満足度の分析と同様とし、職場環境等要件の取組に関する

説明変数は事業所・施設調査結果と職員調査結果の因子得点を使用する 2 つのパターンで分

析を実施した。 

 

図表 117 職員の継続就業意向への影響の分析の前提 

 

 

  

職場環境要件24
項目の取組（実
施状況、実績）

職員調査実施状
況、改善取組への
職員参画状況

賃金の見直し実
績、加算の配分

方法

継続就業意向職員満足度

勤続年数、役職、
雇用形態、年収

水準

サービス類型、所
在地域、事業所

規模

分析対象
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２） 継続就業意向に対する回帰分析結果 

継続就業意向に対する回帰分析結果（事業所・施設調査結果使用）は次頁の通り。 

サービス類型によって継続就業意向への影響構造は異なることが確認できる。 

継続就業意向に対しても、職場環境等要件に関する職員の認知が広く影響している可能性が

示唆された。 

⚫ 全体の分析では、職員の「年齢層」、「性別」、「年収水準」、事業所の「法人規模」、事業

所・施設の職場環境改善等の取組状況の「因子得点 2_マニュアル等の整備、情報共有・

コミュニケーション（対応する要件：⑳、⑯、㉑、㉔）」、「因子得点 4_多様な採用、職員の希

望に応じた柔軟な勤務（対応する要件：③、⑩）」が影響している可能性が示唆された。 

⚫ 訪問系では、職員の「役職」、「年齢層」、事業所・施設の職場環境改善等の取組状況の

「因子得点 3_ICT・ロボットによる業務量縮減、地域交流（対応する要件：⑬、㉒、⑰、④）」、

「特定処遇改善加算（経験・技能のある職員以外への配分）」の影響が確認できる。 

⚫ 通所系では、職員の「勤続年数」、「年齢層」、「性別」、「年収水準」、事業所・施設の職場

環境改善等の取組状況の「因子得点 4_多様な採用、職員の希望に応じた柔軟な勤務（対

応する要件：③、⑩）」、「因子得点 5_子育て・介護支援（対応する要件：⑨）」の影響が確

認できる。 

⚫ 施設系では、職員の「年齢層」、「年収水準」、事業所・施設の職場環境改善等の取組状

況の「因子得点 3_ICT・ロボットによる業務量縮減、地域交流（対応する要件：⑬、㉒、⑰、

④）」、「因子得点 5_子育て・介護支援（対応する要件：⑨）」の影響が確認できる。 

⚫ 事業所・施設の職場環境改善等の取組状況を説明変数とした場合、取組が進んでいる方

が継続就業意向は低いという傾向を示すものが含まれており、留意を要する。事業所・施

設の取組状況は職員の継続就業意向を適切に説明できる変数ではない可能性が考えら

れる。 
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図表 118 継続就業意向への影響に関する回帰分析結果（事業所調査の取組状況使用） 

 

  

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

職員属性

■職員Q2_勤続年数 -0.042 0.154 [  ] 0.930 0.069 0.268 [  ] 1.130 -0.105 0.036 [* ] 0.830 -0.036 0.458 [  ] 0.940

■職員Q4_役職 -0.042 0.193 [  ] 0.890 0.127 0.052 [  ] 1.490 -0.094 0.073 [  ] 0.750 -0.076 0.140 [  ] 0.790

■職員Q16_年齢層 0.154 0.000 [**] 1.340 0.178 0.003 [**] 1.460 0.096 0.035 [* ] 1.220 0.155 0.001 [**] 1.340

■職員Q17_性別（女性か） 0.056 0.044 [* ] 1.310 -0.039 0.478 [  ] 0.770 0.099 0.031 [* ] 1.620 0.043 0.332 [  ] 1.220

■職員Q18_雇用形態（正規職員か） -0.051 0.077 [  ] 0.730 0.051 0.377 [  ] 1.350 -0.081 0.085 [  ] 0.620 -0.025 0.582 [  ] 0.820

■職員Q21_年収水準 0.131 0.000 [**] 1.400 0.047 0.459 [  ] 1.160 0.184 0.002 [**] 1.640 0.151 0.007 [**] 1.480

事業所属性

■事業所Q3_法人規模 -0.058 0.041 [* ] 0.820 -0.036 0.526 [  ] 0.880 -0.055 0.276 [  ] 0.820 -0.060 0.214 [  ] 0.810

■事業所Q4_地域区分 -0.027 0.341 [  ] 0.920 -0.138 0.019 [* ] 0.600 0.023 0.595 [  ] 1.090 -0.042 0.389 [  ] 0.890

■事業所Q5_事業開始時期 -0.005 0.856 [  ] 0.990 -0.036 0.581 [  ] 0.940 0.004 0.936 [  ] 1.010 -0.030 0.493 [  ] 0.950

事業所の職場環境改善等の取組・取組実績

■事業所Q12_因子得点1_人事制度・人材マネジ

メントの仕組み（⑦、②、⑧、⑥）
0.019 0.513 [  ] 1.050 -0.001 0.992 [  ] 1.000 0.035 0.476 [  ] 1.100 0.005 0.924 [  ] 1.010

■事業所Q12_因子得点2_マニュアル等の整備、

情報共有・コミュニケーション（⑳、⑯、㉑、

㉔）

-0.088 0.009 [**] 0.800 -0.022 0.755 [  ] 0.940 -0.056 0.358 [  ] 0.860 -0.050 0.349 [  ] 0.870

■事業所Q12_因子得点3_ICT・ロボットによる

業務量縮減、地域交流（⑬、㉒、⑰、④）
-0.036 0.270 [  ] 0.910 -0.153 0.020 [* ] 0.600 0.028 0.614 [  ] 1.080 -0.121 0.022 [* ] 0.690

■事業所Q12_因子得点4_多様な採用、職員の希

望に応じた柔軟な勤務（③、⑩）
-0.061 0.039 [* ] 0.840 -0.132 0.050 [  ] 0.690 -0.105 0.026 [* ] 0.710 -0.020 0.689 [  ] 0.940

■事業所Q12_因子得点5_子育て・介護支援

（⑨）
-0.003 0.914 [  ] 0.990 0.036 0.513 [  ] 1.130 -0.096 0.036 [* ] 0.750 0.127 0.012 [* ] 1.520

■事業所Q12_特に注力している取組の数 0.010 0.828 [  ] 1.020 -0.030 0.738 [  ] 0.940 0.033 0.664 [  ] 1.060 0.024 0.739 [  ] 1.050

■事業所Q26_職員調査の実施状況 -0.013 0.647 [  ] 0.980 0.047 0.425 [  ] 1.100 -0.014 0.755 [  ] 0.980 -0.039 0.418 [  ] 0.940

■事業所Q28_職場環境改善への職員関与状況 0.002 0.936 [  ] 1.000 -0.073 0.232 [  ] 0.830 0.009 0.834 [  ] 1.020 0.017 0.699 [  ] 1.040

■事業所Q33_処遇改善分以上の賃上げ実施 0.012 0.660 [  ] 1.030 0.089 0.124 [  ] 1.320 0.010 0.819 [  ] 1.030 0.044 0.359 [  ] 1.140

■事業所Q34_特定処遇改善加算（経験・技能の

ある職員以外への配分）
-0.037 0.184 [  ] 0.850 -0.138 0.019 [* ] 0.500 -0.012 0.810 [  ] 0.950 -0.044 0.345 [  ] 0.810

N 1,394 339 526 529

寄与率 0.057 0.079 0.069 0.092

尤度比検定ｐ値 0.000 [**] 0.025 [*] 0.000 [**] 0.000 [**]

[**]：p<0.01 、[* ]：p<0.05　であり統計的に有意であることを示す

全体 訪問系 通所系 施設系

説明変数 ｐ値 ｐ値 ｐ値 ｐ値
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継続就業意向に対する回帰分析結果（職員調査結果使用）は次頁の通り。 

サービス類型によって継続就業意向への影響構造は異なることが確認できる。 

継続就業意向に対しても、職場環境等要件に関する職員の認知が広く影響している可能性が

示唆された。 

⚫ 全体の分析では、職員の「年齢層」、「年収水準」、事業所の「法人規模」、職員の職場環

境改善等の取組認識の「因子得点 1_情報共有・コミュニケーション・学びの機会、手順書・

マニュアル作成（対応する要件：㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）」、「因子 2 得点_材マネジメント・雇用

管理・相談対応（対応する要件：⑦、⑧、⑫、⑮）」、「因子得点 3_人事・採用の仕組み、方

針実現の仕組み（対応する要件：②、③、①）」、「因子 4 得点_職員の希望に応じた柔軟な

勤務・雇用対応（対応する要件：⑩）」が影響している可能性が示唆された。 

⚫ 訪問系では、職員の「役職」、「年齢層」、職員の職場環境改善等の取組認識の「因子得

点 1_情報共有・コミュニケーション・学びの機会、手順書・マニュアル作成（対応する要件：

㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）」が影響しているとみられる。 

⚫ 通所系では、職員の「勤続年数」、「性別」、「雇用形態」、「年収水準」、職員の職場環境

改善等の取組認識の「因子得点 3_人事・採用の仕組み、方針実現の仕組み（対応する要

件：②、③、①）」、「因子得点 4_職員の希望に応じた柔軟な勤務・雇用対応（対応する要

件：⑩）」、事業所・施設の「特に注力している取組の数」、「特定処遇改善加算（経験技能

のある職員への配分の有無）」の影響が確認できる。 

⚫ 施設系では、職員の「年齢層」、職員の職場環境改善等の取組認識の「因子得点 1_情報

共有・コミュニケーション・学びの機会、手順書・マニュアル作成（対応する要件：㉔、⑳、㉑、

㉓、⑯）」、「因子得点 3_人事・採用の仕組み、方針実現の仕組み（対応する要件：②、③、

①）」、「因子得点 4_職員の希望に応じた柔軟な勤務・雇用対応（対応する要件：⑩）」の影

響が確認できる。 

 

 説明変数に職員調査の取組認知を使用した場合の方が、より職員満足度への職場環境等

要件の取組の影響が適切に把握できている。職員の認知状況によって職員の継続就業意向

への影響を検討することがより妥当であるものと考えられる。 
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図表 119 継続就業意向への影響に関する回帰分析結果（職員調査の職員認知使用） 

 

 

  

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

標準偏

回帰係数

調整

オッズ比

職員属性

■職員Q2_勤続年数 -0.051 0.098 [  ] 0.919 0.077 0.253 [  ] 1.135 -0.117 0.022 [* ] 0.817 -0.064 0.188 [  ] 0.892

■職員Q4_役職 0.032 0.343 [  ] 1.099 0.190 0.008 [**] 1.751 -0.042 0.442 [  ] 0.881 0.010 0.841 [  ] 1.035

■職員Q16_年齢層 0.162 0.000 [**] 1.366 0.190 0.002 [**] 1.463 0.089 0.057 [  ] 1.205 0.184 0.000 [**] 1.440

■職員Q17_性別（女性か） 0.044 0.115 [  ] 1.243 -0.078 0.197 [  ] 0.616 0.111 0.018 [* ] 1.723 0.042 0.337 [  ] 1.232

■職員Q18_雇用形態（正規職員か） -0.042 0.156 [  ] 0.771 0.101 0.118 [  ] 1.753 -0.100 0.038 [* ] 0.553 -0.029 0.510 [  ] 0.773

■職員Q21_年収水準 0.103 0.003 [**] 1.314 0.014 0.842 [  ] 1.041 0.171 0.004 [**] 1.582 0.101 0.074 [  ] 1.318

事業所属性

■事業所Q3_法人規模 -0.069 0.015 [* ] 0.787 0.000 1.000 [  ] 1.000 -0.094 0.054 [  ] 0.703 -0.082 0.071 [  ] 0.734

■事業所Q4_地域区分 -0.010 0.722 [  ] 0.969 -0.084 0.173 [  ] 0.748 0.022 0.628 [  ] 1.087 -0.056 0.247 [  ] 0.851

■事業所Q5_事業開始時期 0.002 0.934 [  ] 1.004 0.017 0.803 [  ] 1.028 0.007 0.877 [  ] 1.012 -0.046 0.282 [  ] 0.921

職員の職場環境改善等の取組認知

●職員Q14_因子得点1_情報共有・コミュニケー

ション・学びの機会、手順書・マニュアル作成

（㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）

0.142 0.000 [**] 1.483 0.188 0.002 [**] 1.788 0.085 0.051 [  ] 1.261 0.174 0.000 [**] 1.667

●職員Q14_因子得点2_人材マネジメント・雇用

管理・相談対応（⑦、⑧、⑫、⑮）
0.068 0.016 [* ] 1.216 0.068 0.260 [  ] 1.222 0.055 0.244 [  ] 1.175 0.075 0.085 [  ] 1.263

●職員Q14_因子得点3_人事・採用の仕組み、方

針実現の仕組み（②、③、①）
0.093 0.001 [**] 1.330 0.053 0.372 [  ] 1.184 0.099 0.032 [* ] 1.350 0.144 0.001 [**] 1.624

●職員Q14_因子得点4_職員の希望に応じた柔軟

な勤務・雇用対応（⑩）
0.139 0.000 [**] 1.532 0.101 0.078 [  ] 1.398 0.184 0.000 [**] 1.740 0.112 0.008 [**] 1.440

●職員Q14_因子得点5_ICT・ロボットによる業

務量縮減（⑰）
-0.001 0.968 [  ] 0.996 -0.001 0.985 [  ] 0.996 -0.067 0.140 [  ] 0.802 0.068 0.128 [  ] 1.254

事業所の職場環境改善等の取組・取組実績

■事業所Q12_特に注力している取組の数 0.072 0.011 [* ] 1.145 0.051 0.399 [  ] 1.101 0.111 0.016 [* ] 1.232 0.041 0.399 [  ] 1.085

■事業所Q26_職員調査の実施状況 0.010 0.731 [  ] 1.015 0.064 0.287 [  ] 1.124 0.006 0.901 [  ] 1.009 0.002 0.968 [  ] 1.003

■事業所Q28_職場環境改善への職員関与状況 0.018 0.520 [  ] 1.041 -0.030 0.650 [  ] 0.932 0.028 0.522 [  ] 1.067 0.004 0.921 [  ] 1.011

■事業所Q33_処遇改善分以上の賃上げ実施 -0.009 0.724 [  ] 0.973 0.045 0.460 [  ] 1.140 -0.001 0.988 [  ] 0.998 0.019 0.671 [  ] 1.059

■事業所Q34_特定処遇改善加算（経験・技能の

ある職員以外への配分）
-0.012 0.655 [  ] 0.946 -0.065 0.263 [  ] 0.736 0.010 0.829 [  ] 1.048 -0.021 0.624 [  ] 0.900

N 1,394 339 526 529

寄与率 0.105 0.108 0.103 0.148

尤度比検定ｐ値 0.000 [**] 0.001 [**] 0.000 [**] 0.000 [**]

[**]：p<0.01 、[* ]：p<0.05　であり統計的に有意であることを示す

全体 訪問系 通所系 施設系

説明変数 ｐ値 ｐ値 ｐ値 ｐ値
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３） クロス集計による傾向の確認 

回帰分析で結果が得られた、職場環境等要件と継続就業意向の関係について、その傾向を

改めて確認するために、職員の取組に関する認知状況と継続就業意向の関係についてクロス集

計結果を示す（影響を明らかにできた代表的なものについて抜粋して掲載）。 

 

図表 120 職場環境等要件への取組認知別の継続就業意向 

 

 

 

 

  

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供

n
今の勤務先で働き

続けたい
介護関係の別の勤

務先で働きたい
その他

取り組んでいる 1081 69.0% 5.6% 25.4%
取り組んでいない 217 42.4% 12.9% 44.7%
わからない・知らない 508 51.4% 8.3% 40.4%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入

n
今の勤務先で働き

続けたい
介護関係の別の勤

務先で働きたい
その他

取り組んでいる 525 69.7% 5.3% 25.0%
取り組んでいない 440 55.5% 10.2% 34.3%
わからない・知らない 841 58.1% 6.8% 35.1%

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

n
今の勤務先で働き

続けたい
介護関係の別の勤

務先で働きたい
その他

取り組んでいる 844 71.3% 4.3% 24.4%
取り組んでいない 210 48.1% 11.9% 40.0%
わからない・知らない 752 52.7% 9.2% 38.2%

n
今の勤務先で働き

続けたい
介護関係の別の勤

務先で働きたい
その他

取り組んでいる 1296 65.6% 5.9% 28.5%
取り組んでいない 136 41.2% 14.7% 44.1%
わからない・知らない 374 51.6% 8.8% 39.6%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即
した非正規職員から正規職員への転換の制度等の整備
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(3) 事業所・施設の取組状況と職員認知の関係性 

ここまでの分析で職場環境等要件の取組について、職員が認知している方が、職員満足や継

続就業意向に好影響がある可能性が示唆された。 

以下では、事業所・施設の職場環境等要件に関する取組状況と、職員の認知状況に関するク

ロス集計結果を示す。 

全般に事業所・施設の各取組が充実している方が、職員の認知も高い傾向がうかがえる。事

業所・施設の取組の充実が職員の認知につながり、結果として満足度や継続就業意向に好影響

を及ぼしている可能性が示唆される。 

 

図表 121 職場環境等要件に関する事業所・施設の取組状況別の職員認知（一部抜粋） 

 

 

 

 

 

 

②事業者の共同による採用・人事ローテーション・研修のための制度構築

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 211 53.1% 11.8% 35.1%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 598 49.5% 10.2% 40.3%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 261 42.5% 10.0% 47.5%
現時点では取り組んでいない 324 40.4% 17.0% 42.6%
全体 1394 46.6% 12.0% 41.4%

職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 188 39.4% 18.1% 42.6%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 495 35.8% 20.2% 44.0%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 216 25.0% 28.2% 46.8%
現時点では取り組んでいない 495 17.8% 30.3% 51.9%
全体 1394 28.2% 24.7% 47.1%

⑦エルダー・メンター（仕事やメンタル面のサポート等をする担当者）制度等導入
職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 364 67.0% 12.4% 20.6%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 611 54.0% 16.4% 29.6%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 235 40.9% 23.8% 35.3%
現時点では取り組んでいない 184 29.9% 35.9% 34.2%
全体 1394 52.0% 19.2% 28.8%

⑨子育てや家族等の介護等と仕事の両立を目指す者のための休業制度等の充実、事業所内託児施設の整備
職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 532 78.6% 5.1% 16.4%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 675 69.5% 7.3% 23.3%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 111 70.3% 11.7% 18.0%
現時点では取り組んでいない 76 55.3% 19.7% 25.0%
全体 1394 72.2% 7.5% 20.3%

⑩職員の事情等の状況に応じた勤務シフトや短時間正規職員制度の導入、職員の希望に即した非正規職員から正規職員への転換の制度等
職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 233 49.8% 22.7% 27.5%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 485 39.6% 29.5% 30.9%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 346 22.8% 44.5% 32.7%
現時点では取り組んでいない 330 16.7% 50.0% 33.3%
全体 1394 31.7% 36.9% 31.3%

⑬介護職員の身体の負担軽減のための介護技術の修得支援、介護ロボットやリフト等の介護機器等導入及び研修等による腰痛対策の実施
職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 351 72.4% 12.3% 15.4%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 419 54.4% 24.6% 21.0%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 192 21.4% 43.2% 35.4%
現時点では取り組んでいない 432 10.6% 57.6% 31.7%
全体 1394 40.8% 34.3% 24.9%

⑰タブレット端末やインカム等の ICT 活用や見守り機器等の介護ロボットやセンサー等の導入による業務量の縮減
職員の認識
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事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 355 74.1% 8.7% 17.2%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 767 70.3% 10.0% 19.7%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 226 55.8% 17.7% 26.5%
現時点では取り組んでいない 46 52.2% 23.9% 23.9%
全体 1394 68.3% 11.4% 20.3%

⑳業務手順書の作成や、記録・報告様式の工夫等による情報共有や作業負担の軽減
職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 569 81.5% 6.2% 12.3%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 714 76.2% 10.6% 13.2%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 79 62.0% 17.7% 20.3%
現時点では取り組んでいない 32 62.5% 28.1% 9.4%
全体 1394 77.3% 9.6% 13.1%

㉑ミーティング等による職場内コミュニケーションの円滑化による個々の介護職員の気づきを踏まえた勤務環境やケア内容の改善
職員の認識

事業所の回答 n 取り組んでいる 取り組んでいない わからない・知らない
特に注力・重視して取り組んでいる 347 71.5% 9.2% 19.3%
ある程度注力・重視して取り組んでいる 668 61.8% 10.9% 27.2%
取り組んでいるがあまり注力・重視はしていない 249 51.0% 15.7% 33.3%
現時点では取り組んでいない 130 40.8% 20.8% 38.5%
全体 1394 60.3% 12.3% 27.4%

㉔ケアの好事例や、利用者やその家族からの謝意等の情報を共有する機会の提供
職員の認識
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(4) 事業所・施設の職員調査を連携した分析のまとめ 

事業所・施設アンケート調査結果と職員アンケート調査を連携した回帰分析の実施等を通じて

以下の点を確認できた。 

 

⚫ 職員の満足度や継続就業意向に対しては、職場環境等要件 24 項目が広く影響している可

能性が示唆された。 

⚫ 職員満足度や継続就業意向に対する職場環境等要件の取組の影響を分析する上では、職

員の認知状況を説明変数とすることでより適切な分析結果が得られたと考えられる。事業

所・施設の各取組は職員に認知されることで適切に効果が得られるという可能性が示唆され

た。以下では主に職員調査の結果を職場環境等要件の取組の説明変数とした結果につい

て整理する。 

⚫ 因子分析によって 24 項目を集約した分析の結果、以下が満足度に影響している可能性が

確認できた。それぞれの因子は複数の要件に関係しているものがあり、多様な職場環境等

要件が満足度に影響しているものと考えられる。 

➢ 「因子得点 1_情報共有・コミュニケーション・学びの機会、手順書・マニュアル作成（対応

する要件：㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）」 

➢ 「因子得点 2_材マネジメント・雇用管理・相談対応（対応する要件：⑦、⑧、⑫、⑮）」 

➢ 「因子得点 4_職員の希望に応じた柔軟な勤務・雇用対応（対応する要件：⑩）」 

⚫ 職場環境等要件の取組が継続就業意向に対しても広く影響している可能性が確認できた。 

➢ 「因子得点 1_情報共有・コミュニケーション・学びの機会、手順書・マニュアル作成（対応

する要件：㉔、⑳、㉑、㉓、⑯）」 

➢ 「因子得点 2_材マネジメント・雇用管理・相談対応（対応する要件：⑦、⑧、⑫、⑮）」 

➢ 「因子得点 3_人事・採用の仕組み、方針実現の仕組み（対応する要件：②、③、①）」 

➢ 「因子得点 4_職員の希望に応じた柔軟な勤務・雇用対応（対応する要件：⑩）」 

⚫ 満足度への影響分析と、継続就業意向への影響分析で大きく相違がみられた点として、「年

収水準」の影響が挙げられる。 

➢ 満足度に対しては影響がみられない反面、継続就業意向に対してはその影響が確認さ

れており、満足度と継続就業意向への影響構造として大きく異なる点である。 

➢ また、早期離職の改善傾向に対しては、「処遇改善加算分の賃上げの実施」が影響して

おり、職員の離職に対しては賃金面の影響が大きいことが示唆された。 

⚫ 職員の各取組の認知状況は、事業所・施設の取組状況（注力・充実度）と一定の関係がみ

られており、事業所・施設の充実した取組が職員に認知されることで職員の満足度・継続就

業意向に影響し、結果として事業所・施設の離職傾向にも影響している可能性が示唆された。 
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第3章 ヒアリング調査 

1. ヒアリング調査の概要 

本調査においては、事業所・施設アンケート調査、職員アンケート調査を踏まえ、より具体的な

内容の把握等を目的に事業所・施設ヒアリング調査を実施した。概要を以下に示す。 

 

(1) ヒアリング対象施設の抽出方針 

 ヒアリング対象の抽出に際して、以下の基本方針、抽出方針を設定して対象を選定した。 

 

【ヒアリングの基本方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ヒアリング対象の抽出方針】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

⚫ 事業所・施設及び従事する職員へのヒアリングを行うことで、処遇改善加算・特定処遇改善

加算による職場環境の改善の取組等が離職防止やその前段となる職場満足度・エンゲージ

メント、継続就業意向に好影響があることを確認する。 

⚫ 特に、アンケート調査で把握する内容の深堀を行うことがヒアリング調査の主な狙いであり、

各取組の詳細や取組開始前後での職員の定着等への影響・変化を確認し、各事業所・施

設等における工夫や課題等も把握する。（加算の効果検証が主目的ではあるが、有効な取

組事例としての整理も副次的な狙いとする） 

⚫ 職場環境改善により成果が生じていると考えらえる事業所・施設 

（職場環境等を改善してきており、離職防止が実現できている） 

⚫ 職場環境等要件の各種取組について、具体的かつ詳細な取組を進めており、一定の実績を

有している事業所・施設 
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(2) 対象施設の抽出方法と主なヒアリング事項 

 アンケート調査の結果を踏まえ、離職率が改善傾向にある施設・事業所を抽出した。 

条件①：事業所・施設アンケート Q36 で離職率が改善傾向にある 

条件②：事業所・施設アンケート Q37 で対象職員に対して、職場環境改善の取組が 

離職防止に役立っていると回答がされている 

条件③：事業所・施設アンケート Q38 について人材の不足がないと回答されている   

条件④：事業所・施設アンケート Q27 で離職防止に好影響があったとの選択が多い  

 

図表 122 アンケート調査を踏まえたヒアリング先選定条件 

 

 

 

上記、ヒアリング先抽出条件①～④の組み合わせで選定基準を定めた。選定基準①②は「職

場環境改善により離職防止や職員満足度向上に成果が生じている事業所・施設」であり、選定

基準③は「職場環境改善の取り組みの効果を感じてはいないが、人材不足ではない事業所・施

設」である。①と②の条件は重複している為、①を優先したが、対象施設数が少なくなったため、

②まで条件を拡大した。選定基準②③の合計が 21 施設あった（アンケー調査トにおいてヒアリン

グへの協力可との回答があった事業所・施設のうち）。 
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図表 123 ヒアリング先選定基準 

 

選定基準①～③で抽出した 21 施設のうち、より具体的な内容に取り組んでいると思われる事

業所・施設を優先して調整し、調整のついた 9 施設にヒアリングを実施した。 

事業所・施設アンケートで「Q13～19 で選択している項目数が多い、またはより具体性のある

内容を選択している」、「Q20～26 で各取組が表面的ではなく、具体的な実績があることが確認で

きる」、「Q32 で満足度調査等も継続的に実施している」、「Q29、30 から職場環境改善に職員を

積極的に関与させていることが確認できる」等の視点から選定した。 

 

図表 124 ヒアリング対象とした事業所・施設 

 

 

  

概要
具体的選定条件 対象施設数

（※）条件① 条件② 条件③ 条件④

選定基準
①

職場環境等の改善により、離職率の改善や離職防止に
好影響があったと認識、かつ職員満足度の結果も向上 ○ ○

（対象層全て）
○ 5

選定基準
②

職場環境等の改善により、離職率の改善や離職防止に
好影響があったと認識 ○ ○

（対象層全て）
12

選定基準
③

職場環境改善の取組が離職防止につながっているとは認
識していないが、人材不足ではない

×
（対象層全てで、
3～5を選択）

○ 9
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ヒアリングは以下の内容を基本として、適宜対象施設の取組内容に応じて、特徴的な点が把

握できるよう留意して実施した。 

選定基準①②に対しては、職場環境改善の各取組の詳細や取組開始前後での人材定着等

への影響・変化、各事業所・施設等における工夫や課題等を確認した。選定基準③に対しては、

人材不足になっていない要因としてどのような取組を行っているかを確認した。 

 

＜主なヒアリング事項＞ 

  【選定基準①②向けのヒアリング項目】 

⚫ 職場環境等改善の取組状況・具体的内容について 

現在取り組んでいる職場環境改善の取組 

取組上の工夫、特に留意している点 

職場環境改善の推進方法 

取組開始時期、取組のきっかけ 

取組における課題 

⚫ 取組の成果・問題点について 

離職防止への効果認識 

満足度やエンゲージメントへの効果認識 

その他効果として挙げられる点 

取組上の問題点（制度や 24 項目の内容等） 

⚫ 職員の離職や人材不足の状況について 

採用・離職、人材過不足の状況 

離職・人材不足の主な要因、解消のために必要な事項   等 

【選定基準③向けのヒアリング項目】 

⚫ 職員の離職や定着の状況について 

人材確保・定着が成功している要因（離職が少ない、採用が得意など） 

離職防止・定着促進の為の具体的な取組 

職員の満足度やエンゲージメントの状況   

職員に対する教育制度、キャリアパスの状況 

⚫ 職場環境等改善の取組状況・具体的内容について 

（介護職員処遇改善加算及び介護職員等特定処遇改善加算を取得している場合） 

現在取り組んでいる職場環境改善の取組 

離職防止や満足度・エンゲージメントへの効果認識 

取組における課題 
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2. ヒアリング調査結果 

(1) ヒアリング調査結果の整理 

 各アンケート調査の結果も踏まえ、職員の離職防止に対する取組として有効との意見が多かっ

た「賃金に関する取組」、「職場の人間関係に関する取組」、「労働条件・働き方に関する取組」、

「その他（それ以外に特徴的なもの）」の 4 つのテーマごとに事例を取りまとめた。 

 

図表 125 取組テーマと事例の概要 

 

 

各事業所・施設からヒアリングした内容について上記のテーマごとに取組事例として整理した。 

図表 126 ヒアリング実施事業所・施設と取組事例テーマの対応関係 
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テーマごとの取組事例の概要について以下に示す。 

 

＜①賃金面の関する取組＞ 

図表 127 基本給のベースアップを実施した事例 

 

 

図表 128 ボーナス支給方法を工夫した事例 
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＜②職場の人間関係に関する取組＞ 

図表 129 人間関係の悪化を未然に防ぐ仕組みを取り入れた事例 

 

 

図表 130 風通しの良い職場環境に向けた取組事例 
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図表 131 効率的コミュニケーション促進に向けた取組事例 

 

 

＜③労働条件・働き方に関する取組＞ 

図表 132 余剰人員を持つことによってシフトの柔軟性を高めた事例 

 

 

図表 133 職員の事情に合わせた柔軟な働き方を提供した事例 
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＜④その他の取組＞ 

図表 134 事業所と職員の目指すケアの方向性をすり合わせた事例 

 

 

図表 135 理念浸透を行った事例 

 

 

図表 136 家族からの感謝の声を伝えた事例 

 

 

図表 137 ノーリフティングケアに取り組んだ事例 
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図表 138 介護職から事務作業を除いた事例 

 

 

次に、テーマごとの具体的な取組以外でヒアリングから得られた職員の離職防止、定着、職場

環境改善の取組に関する考え方等について、重要と考えられる意見を示す。 

 

（賃金面の対応について） 

⚫ 他の事業所、施設と比較して給与・手当を充実している。長く務めた職員に還元できるよう退

職金の充実も行ってきている。一定の条件を満たせばパートでも対象としている。 

⚫ 他事業所と比較して給与水準が劣らないように、処遇改善加算を取得し、給与に反映させて

いる。 

⚫ 給与水準を高くすることは一定の効果はあると考えている。しかし、給与が高い事業所から

転職してくる職員もおり、給与のみでは長く続かないケースも多い。賃金水準だけではなく、

職場環境を整えることも重要である。 

 

（離職防止・定着促進のための職場環境改善の要点について） 

⚫ 各職員が求める内容に対応していることが離職防止につながっていると考えている。個別職

員の働き方やキャリアパス等、求めるオーダーに応じている。成長機会を求める職員もいれ

ば、育児や介護の事情で仕事だけに全力を尽くせない場合もある。それぞれの状況に応じ

た選択肢を提供することが重要である。 

⚫ 定着促進のためには仕事に対するモチベーションを保つことが重要と考えている。仕事を通

じてのコミュニケーションの充実、職員の一体感ややりがいも重要である。 

⚫ 多様な職員がいるため、休暇が取得しやすい環境整備、研修受講や資格取得支援、定期的

な相談・コミュニケーション機会の確保、必要な機器等の導入等、幅広い取組を行っている。 
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⚫ 子育て中の職員については、子どもの発熱等、突発的な対応が生じた際に、柔軟に休暇や

早退ができるようにしている。また、オンライン会議を取り入れ、子育てとの両立等がしやす

い環境整備を心掛けている。 

⚫ 職員や事業所の特性等に応じた工夫も必要である。「職場の人間関係」に関連する取組で

も、「上司と部下」、「同僚」、「職員と利用者」等、さまざまな関係がある。これらを考慮して対

応することが重要である。 

 

（職場環境等要件 24 項目について） 

⚫ 新規採用を行うのは、金銭的・業務的にも非常に負担が大きいため、離職防止のため取組

は重要であり、日ごろから実践している。このため、職場環境等要件に書かれているような内

容は既に実施しているものも多い。 

⚫ 研修受講支援や休暇が取得しやすい環境整備等については、加算を意識してではなく、従

前から取り組んでいた。 

⚫ 24 項目については、網羅すること自体は難しくない。 

⚫ 加算取得のために職場環境改善を進めているわけではないが、日々の取組内容の確認、

振り返り等に活用できる。やるべきことは明確になると感じており、チェックリストのように活

用している面もある。職場環境改善の取組の方向性を示すものとしては有用である。 

⚫ 加算のための要件は実施しているか否かであり、それを満たすことは難しくはない。どの程

度取組が進んでいるかも考慮すべき。 
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(2) テーマごとのヒアリング調査のまとめ 

 上記のヒアリング結果について、以下の枠組みで要点を整理した。 

 

図表 139 ヒアリング結果のまとめ 

取組テーマ まとめ 

賃金に関して ⚫ 一定程度の給与水準の担保は離職防止の上では必須要件。同一地域内にお

ける他事業所と比較して、給与水準が高い（月額 2～3 万円程度高い）ことが人

材定着に繋がっているという声は多かった。基本給水準の底上げの為に処遇

改善加算を活用している。また、処遇改善加算だけでは足りない部分は経営努

力によって人件費を捻出している事例も見られた。 

⚫ 一方で、給与だけで職員のモチベーションを保ち続けるのは難しいとの声もあ

った。給与の引き上げと職員満足度向上に向けた取組（働き方改革、職員のや

りがい醸成、風通しの良い組織風土の構築など）は、同時に行う必要がある。 

職場の人間関係に

関して 

⚫ 離職理由として最も多いのが「職場の人間関係」であるという声は多かった。 

⚫ 良好な「人間関係」の構築に向けて重要なのが日々のコミュニケーションであ

る。普段から上司や管理者から声がけを行い、悩みがある際に気軽に相談で

きるような関係性を構築しておくことが重要である。また、上司や管理者はただ

悩みを聞くだけでなく、すぐに対策につなげることが求められる。 

⚫ そもそも「人間関係」が難しくなる原因は、各職員の「過剰な正義感（自分は正

しいことをしている）」にあることが多い。他者の正義も尊重するように促していく

ことも重要である。 

労働条件・働き方

に関して 

⚫ 育児や自身の家族の介護等、フルタイムで働けない事情を持つ職員に対し、柔

軟な働き方（1 日 4 時間だけ働く、突発的な事象の際に急遽休みを取得できる

など）を提供することによって、働き続けて貰える環境を整えることが重要であ

るとの声は多かった。 

⚫ 余剰人員を持つことによってシフトの柔軟性を高める。個々の職員のニーズに

事業所が答えていく。年に長期休暇を必ず取得できる仕組みにするなど職員

が働きやすい環境を整える為の工夫が聞かれた。 

その他の取組に関

して 

⚫ 職員のやりたいことと事業所の方向性が合致していることが重要。ケアの目的

や組織体制（例えば、トライアンドエラーを繰り返しながら柔軟に「やってみる」

組織か、目標を定め達成に向けて計画的に遂行していく組織か等）の方向性

が合っていると、職員のやりがいやモチベーションに繋がっていく。 

⚫ 利用者や家族の感謝の声を職員に伝えることがモチベーションを保つ上では重

要。そもそも介護の仕事を選ぶ方は、人との繋がりを大切にし、「人に喜んでも

らえること」にやりがいを感じる志向性を持つ人が多い。 

⚫ 介護職員に本業である「介護」の仕事に集中してもらえる環境を整えることが本

人のやりがいや満足度に繋がる。例えば、事務作業ができないことにストレスを

感じ、離職に繋がっている場合があることが明らかになった。事務作業は本社

や外注を活用してサポートし、本人の負担を減らすこと等が考えられる。 
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離職防止・定着促

進の要点、24 要件

に関して 

⚫ 新規採用を行うのは、金銭的・業務的にも非常に負担が大きいため、離職防止

のため取組は重要であり、日ごろから実践している。このため、職場環境等要

件に書かれているような内容は既に実施しているものも多い。 

⚫ 離職防止のための取組を行う上では、一律にこれを行えばよいというものでは

なく、多様な職員や事業所の特性等に応じた工夫も必要である。 

⚫ 24 要件は、取組の方向性を確認するためにも有用な面がある。また、今後の

より良い職場環境の構築に向けては、チェックリストのように活用することがで

きる。 
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(3) ヒアリング調査のまとめ・得られた示唆 

 ヒアリング全体の要点、得られた示唆は以下の通り。 

 

⚫ 事業所・施設で離職防止の為に実施している取組は、職員が就業継続の上で重要と考えて

いる観点に概ね対応している。 

➢ 職員アンケート調査で現在の勤務先で介護の仕事を継続していきたいと思う理由として、

「職場の人間関係」、「労働時間・休日等の労働条件」、「利用者やその家族からの感謝」

「賃金」などが上位に挙がっている。 

➢ ヒアリング調査でも、離職防止の為に実施している取組として、主に「職場の人間関係

に関する取組」、「労働条件・働き方に関する取組」、「賃金に関する取組」、「その他（利

用者やその家族から感謝の声を伝えた取組や職員のやりたいことと事業所の方向性を

合致させた取組など」に分類されるような具体的な事例が確認できた。 

 

⚫ 一定の賃金水準の担保は必須要件ではあるが、賃金面以外も重要で、並行した取組が必

要と考えられている。 

➢ 職員アンケート調査でも一定の年収水準を超えると就業継続意向が高まる傾向が見ら

れているが、ヒアリング調査でも一定程度の給与水準の担保は離職防止の上では必須

条件であるという事業所側の認識が確認できた。同一地域内における他事業所と比較

して、給与水準が高い（月額 2～3 万円程度高い）ことが人材定着に繋がっているという

声は多かった。 

➢ 一方で、給与のみで職員のモチベーションを保ち続けることは難しいとも考えらえている。

賃金水準の維持・引き上げと並行して満足度を高めるための取組の重要性も指摘され

ている（働き方の改革、やりがいの醸成、組織風土づくり等）。 

 

⚫ 取組をしているか否かだけではなく、取組の程度・実施方法も重要と考えられている。 

➢ 職場環境等要件では「取り組んでいるか否か」を問われるため、日頃から取り組んでい

る内容に基づいて要件を充足することは難しくないという意見が多い。 

➢ 一方で、各事業所の取組という面では、職員や事業所の特性に応じた工夫も必要との

意見もみられた。例えば、「職場の人間関係」に関連する取組でも、「上司と部下」、「同

僚」、「職員と利用者」等、さまざまな関係があり得る。このため、事業所ごとの課題を明

確にした上で、必要な取組を実施していくことが重要である。 

 

⚫ 職場環境等要件は、職員向けの取組検討や推進におけるチェックリスト等としても効果的に

活用されている。 

➢ 採用コスト（1 人当たり 100 万円程度）を考えると、事業所にとって離職防止・定着促進
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の取組は必須であり、処遇改善加算とは切り離して、事業所経営の観点から職場環境

改善に取り組んでいるという声が多かった。職場環境等要件は加算の届出のために改

めて整備したという事業所はあまりみられず、もともと離職防止の為に実施していること

を、届出時にあてはめている場合が多くみられた。 

➢ 職員のための取組を進める上で、実施内容を検討する際のチェックリストのように活用

している事業所もあり、取組の方向性を検討するための材料としても有用と考えられる。 
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第4章 まとめ 

1. 調査結果の整理 

(1) 各調査を通じて得られた示唆 

【職員の満足度・継続就業意向への影響要素について】 

⚫ 職員の満足度や継続就業意向に対しては、職場環境等要件 24 項目が広く影響している可

能性が示唆された。 

⚫ 満足度や継続就業意向といった職員の意識への影響を検討する上では、事業所・施設の取

組状況ではなく、職員がそれらをどう認知しているかを説明変数とした方がより適切にその

影響を把握できる可能性が確認できた。事業所・施設の各取組は、職員が認知することで満

足度や継続就業意向に影響するものと考えられ、職員が事業所・施設の取組を認識してい

る状況を作っていくことが重要であるものと考えられる。 

⚫ 職員が、勤務する事業所・施設で各取組が実施されていると認知しているほど、満足度・継

続就業意向が高い傾向にあることがアンケート分析を通じて確認できた。 

⚫ アンケート分析において、職員の「年収水準」は、満足度には影響していないが、継続就業

意向には影響している。 

➢ ヒアリング調査からも職員の定着に対しては、賃金水準はベースとして必須であるという

意見も多く聞かれており、満足度には直接影響しないものの、職員の離職・定着に対し

ては重要な要素であることが改めて確認できた。 

⚫ 事業所・施設の職場環境等要件の取組が進んでいるほど、職員の認知が高い傾向にあるこ

とも確認できており、事業所・施設の取組の充実が結果として職員満足、継続就業意向に好

影響を及ぼしている可能性が示唆された。事業所・施設調査から算出した、24 要件のうちの

「特に注力している取組の数」も、職員満足、継続就業意向に好影響を与えている面が確認

できており、個別の取組だけではなく、幅広く取組ことの重要性、各取組を深めていくことの

重要性が示唆された。 

⚫ 事業所・施設の取組においては、職員にその内容を周知し、理解を促したうえで展開するこ

との重要性が示唆された。 

⚫ 「人事・採用の仕組み、方針実現の仕組み」に関する取組は満足度には影響がみられない

が、継続就業意向に対しては影響がみられている。ヒアリングからも柔軟な働き方の実現や

理念の浸透・職員との共有に関する重要性が指摘されており、アンケート調査からもこれが

確認できる結果となっているものと考えられる。 
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(2) 加算・職場環境等要件に関する考察 

【加算・職場環境等要件の効果】 

⚫ アンケート調査及びヒアリング調査を通じて、職員の満足度、継続就業意向、事業所・施設

の定着促進には賃金面に加えて、職場環境改善の取組が重要であることが確認できた。 

⚫ 処遇改善加算、特定処遇改善加算は、職場環境改善の取組促進の一助となっており、それ

が結果として職員の満足や継続就業意向の向上に貢献している可能性があると考えられる。 

➢ 職員満足、継続就業意向の向上が結果として事業所・施設の離職防止・定着促進に好

影響を及ぼしている面があると考えられる。 

⚫ また、賃金は職員の定着促進に重要な要素であることが改めて確認された。処遇改善加算、

特定処遇改善加算が賃金水準の向上に貢献していると考えられ、その点でも職員の定着に

影響している面があると考えられる。 

➢ アンケート調査からも処遇改善加算分以上の賃上げを実施している事業所・施設、特定

処遇改善加算分について経験・技能のある職員以外への配分を行っている事業所・施

設がみられており、加算分以上の波及効果がある可能性も示唆される。 

⚫ 職場環境等要件の取組の効果を検討する上では、職員に取組が認知されているかという点

も前提として考えることが必要であり、事業所・施設での取組促進においては職員に認知さ

れるよう取り組んでいくことも重要になると考えられる。 

 

【職場環境改善効果の発揮・向上のために求められること】 

⚫ ヒアリング調査から、職場環境等要件に係る取組は加算を得るためにというよりは、従前より

職員の定着等のために取り組んでいたという事業所・施設が多くみられた。24 要件について

チェックリスト的に活用しているという声もあった。 

⚫ 一方で、アンケート調査の分析からは、24 要件について幅広く、注力して取り組んでいる事

業所・施設において職員の満足度や継続就業意向が高い傾向がみられており、その取組に

ついては形式的な対応ではなく、職員の状況等を踏まえた充実した対応が求められると考え

られる。他事業所の事例等も参考に、職員満足度・継続就業意向の向上に資するような取

組となるよう、その取組を深めていくことが期待される。 

⚫ なお、アンケート調査結果から事業所・施設と職員間ではその認識に差がある部分があるこ

とが確認されている。職員の認識等についても把握したうえで、各取組を深めていくことが期

待されるのではないか。 

⚫ 職員の属性や志向が多様であることを考えると、24 要件について幅広く取り組みつつ、重要

な要件について特に充実した取組を図るといった対応も検討すべきと考えられる。 
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(3) 今後に向けた課題 

⚫ 職場環境等要件については、注力している取組数や職員負担軽減の取組等が職員満足度

や継続就業意向に影響している一方、関係性が明らかにならなかった要件もみられる。 

⚫ ただし、職員調査では、24 項目それぞれについていずれの項目も過半数の職員は効果があ

ると考えており、回帰分析で職員満足度や継続就業意向に影響しているという結果とならな

かった要件についてもただちに重要性が低いと判断することは難しいと考えられる。 

⚫ アンケート分析において、一部の要件について実施内容や実績を確認しているが、満足度

や継続就業意向に対する影響が必ずしも明らかにならなかった。 

⚫ 一方で、取組の状況（注力度合い）、注力している取組数は職員満足度への影響がみられ

ており、ヒアリングでも職員特性を踏まえて取組を行うことの重要性が指摘されている。 

⚫ 職員満足や継続就業意向を高めるための効果的な取組の進め方等についてはさらなる検

討が必要と考えられる。 

 

 

以上 
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参考資料 1 事業所・施設アンケート調査票 
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参考資料 2 職員アンケート調査票 
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